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次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 636百万円（636百万円）

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト

防災基本計画に基づき、地方自治体の防災対策に活かすため、南海トラフ沿いの
異常な現象の推移予測等に資する調査研究を行う。

火山災害の軽減に貢献するため、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」
の一体的な火山研究と火山研究者の人材育成を推進。

◆南海トラフ地震の想定震源域の西側（高知県沖～日向灘）に、南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を整備。
◆防災科学技術研究所の次期中長期目標を見据え、デジタル技術を積極的に活用し、地震・火山・風水害等による災害等に対応した基礎・

基盤的な防災科学技術の研究開発を推進。
◆海底地震・津波観測網の運用、情報科学を活用した地震調査研究、南海トラフ地震等を対象とした調査研究、地震調査研究推進本部の

地震発生予測（長期評価）に資する調査観測研究、先端的な火山研究の推進と火山研究人材育成、火山機動観測体制の整備等を推進。

概要

○デジタル技術を活用した防災・減災研究開発
・データを統合・流通させるための基盤整備に向けた研究開発
・シミュレーションを活用した研究開発

○自然災害の基礎・基盤的研究開発
・地震・津波・火山災害の被害軽減に向けた研究開発
・気象災害の被害軽減に向けた研究開発

○研究基盤の適切な運用・利活用の促進
・予測力の向上に資する基盤的観測網の運用・利活用促進
・予防力の向上に資する先端的研究施設の運用・利活用促進
・対応力の向上に資する情報流通基盤の維持・管理

○レジリエントな社会を支える中核的機関の形成
・我が国の防災科学技術の中核を担う統合拠点の形成 等

防災科学技術研究所において、次期中長期目標を見据え、デジタル技術を活用
し、地震・火山・風水害等の各種災害に対応した基礎・基盤的な防災科学技術の
研究開発を推進。

地震調査研究推進本部関連事業

（事業）
・活断層調査の総合的推進
・地震調査研究推進本部支援 等

地震調査研究推進本部の地震発生予測
（長期評価）に資する調査観測研究等を推進。

全国地震動予測地図活断層の長期評価

火山の総合理解等を目的として、平時及び緊急時に人員や観測機器を集中させ
た迅速かつ効率的な機動観測を実現するため、必要な体制構築を行う。

火山機動観測実証研究事業 100百万円（100百万円）

378百万円（378百万円）

182百万円（182百万円）

700百万円（701百万円）

7,877百万円（7,861百万円）

基礎・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進
国立研究開発法人防災科学技術研究所

海底地震・津波観測網の構築・運用

また、南海トラフや日本海溝沿いに整備したリアルタイム海底地震・津波観測網
（DONET・S-net）等を運用するため、1,157百万円を計上。

南海トラフ地震は、発生すると甚大な人的・経済的被害
が想定されるが、想定震源域の西側（高知県沖～日向
灘）に海域のリアルタイム海底地震・津波観測網が整備
されていない。

南海トラフ地震の解明と防災対策への活用を目指し当
該海域に南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を新た
に開発・整備するため、55百万円を計上（この他、令和4
年度第2次補正予算において3,296百万円を計上）。

1,212百万円（1,228百万円）

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト

これまで蓄積されてきたデータをもとに、AI、ビッグデータといった情報科学分野の
科学技術を活用した調査研究（STAR-Eプロジェクト）を行う。

９.(3)⾃然災害に対する強靱な社会に向けた研究開発の推進

（※このほか、「地震観測データ集中化の促進」についてデジタル庁予算へ一括計上）

【令和4年度第2次補正予算額：4,496百万円】

【令和4年度第2次補正予算額：1,386百万円】

▼基盤的防災情報流通ネットワーク
（ＳＩＰ４Ｄ）を活用した研究開発

令和5年度予算額 111億円
（前年度予算額 111億円）
令和4年度第2次補正予算額 59億円
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S‐net
（防災科研）

DONET
（防災科研）

気象庁の観測
システム

 地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高密度海域
ネットワークシステムの開発・製作

 南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

 津波情報提供の高精度化・迅速化及び津波即時予測技術の開発

 地方公共団体、民間企業への地震・津波データの提供
 南海トラフで発生するＭ８～９クラスの地震の解明

↑津波即時予測技術の開発

南海トラフ地震の
予測研究→

国土強靱化のため、南海トラフ地震の想定震源域のうち、まだ観測網を設置していない海域（高知県沖～
日向灘）に、ケーブル式海底地震・津波観測システムを構築。

南海トラフ周辺の海域では、今後30年以内にM８～９クラスの地震が70%～80%の確率で発生すると想定。
地震が発生すれば、最大208兆円の経済的被害、死者・行方不明者23万人と想定（※）。

※地震発生域、季節、時間についてそれぞれ被害が最大になると仮定した場合
【「南海トラフ地震防災対策推進基本計画フォローアップ結果」（内閣府）より引用）】

◆ケーブル式海底地震・津波観測システムによるリアルタイム観測は、海域を震源とする地震現象やそれに
伴う津波の観測、並びにそのデータを用いた防災業務の実施に大きく貢献。
（これまで、南海トラフ地震の想定震源域の東側、日本海溝沿いの海底地震・津波観測網（DONET・S-net）
の整備が完了し、地震・津波研究や気象庁の各種業務に活用）

↑津波警報への貢献

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築
背景・課題

事業概要

期待される効果

○津波の早期検知
今までは地震計により津波の発生を
推定、沿岸域の検潮所等で津波を検
知していたが、これにより、最大２０分
程度早く津波を直接検知できる。

観測網の空白域

予算計画（令和元年度～令和6年度）：総額175億円

▲南海トラフ海底地震津波観測網
（N‐net）の設置図（イメージ）

【事業スキーム】 補助機関：国立研究開発法人

国
防災科学技術

研究所補助金補助金【関連する主な政策⽂書】「国土強靱化基本計画」（H30.12.閣議決定）、 「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」（R2.12.閣議決定）、「統合イノベーション戦略2022」（R4.6.閣議決定）、「経済財政運営と改革の基

本方針 2022」 （R4.6.閣議決定） 、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」 （R4.6.閣議決定）

沿岸システム

沖合システム

令和5年度予算額 55百万円
前年度予算額 70百万円
このほか、令和3年度補正予算額 1,948百万円

令和4年度第2次補正予算額 3,296百万円
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南海トラフや日本海溝沿いでは規模の大きな地震の発生が想定されており、ひとたび発生すれば地震・津波により甚大な人的・物的被害
の発生の恐れがある。

津波警報や緊急地震速報等は、海溝型の地震について陸上の地震計のみで地震の規模や津波の高さ等を推定することは精度に限界
がある。
⇒海底地震・津波観測網により地震や津波をリアルタイムかつ直接検知し、早期に精度の高い情報を提供する。

海底地震・津波観測網の運⽤
背景・課題

【事業の目的】

【事業概要・イメージ】

【これまでの成果】

【事業スキーム】

 補助機関：国立研究開発法人

地震・津波観測監視システム（DONET）

南海トラフ地震の想定震源域に整備・運用。
地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサー

を備えた、リアルタイム観測可能な高密度海底
ネットワークシステム。

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）

東北地方太平洋沖を中心とする日本海溝沿い
に整備・運用。

地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサー
を広域かつ多点に展開した、リアルタイム観測
可能なインラインケーブル式システム。

イメージ図

ＤＯＮＥＴ２
ＤＯＮＥＴ１

ケーブル式海底観測装置
（地震計・水圧計）

 海底地震・津波観測網の維持管理・品質管理・運用とデータ公開
 海底地震・津波観測網のデータ中継や受信・配信等の管理用機器システム更新

高精度な津波即時予測

事業概要

国 防災科学技術研究所
補助金

地震計
センサー群

圧力計
センサー群

津波警報への貢献

【関連する主な政策文書】

「国土強靱化年次計画2022」（R4.6.21 国土強靱化推進本部）

「地震調査研究の推進について」（R元.5.31 地震調査研究推進本部）

地震像の解明とシミュレーション技術高度化

【期待される成果】

 津波即時予測システムの展開及び津波情報提供の高度化
 南海トラフや日本海溝沿いで発生する地震像の解明とシミュレーション

技術の高度化を通じた巨大地震発生評価
 臨時情報の裏付けとなる地殻活動の現状把握と推移予測 他

首都圏地震観測網（MeSO-net）

首都圏に約300の観測点からなる
稠密地震観測網を整備・運用。

観測継続のため、データ伝送に用
いているISDN回線の更新が必要。

緊急地震速報への活用

関係機関へ観測データを配信し、
 気象庁において津波警報や緊急地震速報等に活用
 研究機関や大学等において地震調査研究に活用
 地方公共団体や民間企業において津波即時予測システムを導入

令和5年度予算額 1,157百万円
(前年度予算額 1,157百万円)

令和4年度第2次補正予算額 1,200百万円
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 地震調査研究推進本部の発⾜（平成7年）以来、全国稠密な地震計の設置、全国地震動予測地図の作成等、防災に資する調査研究を推進してきている。
 【地震調査研究の基本計画（第３期⽬／令和元年５⽉）】①これまでの地震調査研究の成果により集められた多様かつ⼤規模なデータが、⼗分に活⽤さ

れているとは⾔えない状況。 ②地震調査研究の分野においても、IoT・ビッグデータ・AI といった情報科学分野の科学技術を活⽤することが重要。
 従来からの地震調査研究に情報科学を採り⼊れた新たな展開を促進し、地震学に⾰新的知⾒をもたらすため、これまで蓄積されてきたデータをもとに、

最新の情報科学を活⽤した調査研究等を⾏う。その際、地震学の次代を担う若⼿研究者の育成も視野に、プロジェクト外の研究者への広報・周知を図る。

事業概要

委託先機関：⼤学・国⽴研究開発法⼈等
事業期間：令和３〜７年度 委託国 ⼤学、国⽴研究開発法⼈等

事業スキーム

地震調査研究の現状と事業の⽬的

情報科学と地震学が融合した研究テーマを公募、蓄積してきた莫⼤なデータ等を活⽤した新たな地震調査研究を
⽀援するとともに、「情報科学×地震学」研究分野全体の発展を⽬指す。

情報科学×地震学

・地震波形
・地震カタログ
・測地データ

…

・地震・微動の⾃動検測
・⼤地震後の地震活動予測
・断層すべりの推移予測

…

・機械学習
・深層学習
・統計学

…

情報科学 期待される成果例データ

採択研究課題 ⾰新的・独創的な研究テーマを掲げた５課題を採択

情報科学を活⽤した地震調査研究イメージ

• ⼈⼯知能と⾃然知能の対話・協働による地震研究の新展開（東京⼤学）

• 信号処理と機械学習を活⽤した地震波形ビッグデータ解析による地下断層の探
索（産業総合技術研究所）

• データ同化断層すべりモニタリングに向けた測地データ解析の⾰新（東北⼤学)

• 地震データの不完全性に対応した地震活動およびそれにともなう揺れの準リア
ルタイム時空間予測に関する研究開発（防災科学技術研究所）

• ⻑期から即時までの時空間予測とモニタリングの新展開（統計数理研究所）

関連する主な政策⽂書
「国⼟強靱化年次計画2022」（R4.6.21 国⼟強靱化推進本部）
「地震調査研究の推進について」（R元.5.31 地震調査研究推進本部）

STAR-Eプロジェクト: Seismology TowArd Research innovation with data of Earthquake

プロジェクト運営委員会（PM, PO）
…プロジェクト運営⽅針の決定

研究進捗会
（PM, PO, TA）

アドバイザーミーティング
（TA）

プロジェクト
ポータル

研究フォーラム
（外部有識者講演会）

若⼿研究者向け
イベント

「情報科学×地震学」分野全体の発展

プロジェクト実施体
制

採択外研究者も含めた⽀援

採択研究課題の推進

：プロジェクトマネージャー
：プロジェクトオフィサー
：テクニカルアドバイザー

PM
PO
TA

情報科学を活⽤した地震調査研究プロジェクト 令和5年度予算額 182百万円
（前年度予算額 182百万円）
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◆令和元年5月より、気象庁による「南海トラフ地震臨時情報」の発表が開始（南海トラフ沿いの大規模地震発生可能性が平時
と比べ相対的に高まった際に情報を発表）

◆南海トラフの東側でM8クラスの大地震が発生し、一定期間内に西側においても連動して大地震が発生（「半割れ」ケース）する
などの、異常な現象が観測され得る可能性（「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対策のあり方について（報告）」（H30.12 中央防災会議））

◆異常な現象の推移評価を目指すためにも、半割れやスロースリップなどの近年発見された異常な現象について、未解明部分
の調査・研究が必要

◆また、各ケースに対応した巨大災害の被害軽減に向けた防災対策には、社会科学的観点からのさらなる研究も必要

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト
背景・課題

理学及び工学・社会科学の両観点からの研究により、防災対策促進に貢献

（具体的取組）
●プレート構造地質の違いを考慮した三次元地下構造モデルを構築
●地殻変動解析と地震波解析を同モデルで把握する手法を開発し、

これを用いてプレートの固着・すべり等をモニタリングし、シナリオ化
●上記のシナリオを評価し、半割れ・一部が起こった際の推移を

明らかにすることを目指す

（具体的取組）
●人々の命を守るため、避難行動のモニタリング手法の開発
●生業を守るため、産学官による防災ビッグデータの活用手法の開発や、

より高精度なシミュレーションによる災害への対応力向上
●都市機能を守るため、緊急地震速報の徹底活用による高層建築物の

エレベーター復旧オペレーションなど、長周期地震動対策を研究

理学研究 産学官の強力な連携による社会の萎縮回避や
徹底的な事前対策による国難の回避を目指す

科学的・定量的データに基づいて、
半割れ地震・スロースリップ等発生後の
推移シナリオを評価

工学・社会
科学研究

南海トラフ上で
半割れ・一部割れ・スロースリップ
等の異常な現象を観測

連動が発生
する可能性

南海トラフ地震臨時情報
各ケースに対応した住民・企業
等の防災対応の向上の必要

委託先機関︓⼤学・国⽴研究開発法⼈等
事業期間︓令和2〜6年度

委託国 大学、国立研究開発法人等

事業スキーム 関連する主な政策文書

「国⼟強靱化基本計画」（H30.12.14 閣議決定）
「地震調査研究の推進について」（R元.5.31 地震調査研究推進本部決定）

令和5年度予算額 378百万円
（前年度予算額 378百万円）
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259百万円（260百万円）地震本部支援

地震本部で実施する地震の長期予測（長期評価）や地震動予測に必要となる調査観測データを収集するための、海溝型地震や海陸の
活断層を対象とした調査観測等を実施するとともに、地震本部の円滑な運営を支援する。

地震本部の長期評価等を支援するため、
地震・津波に関する基礎資料の収集・作成
等の技術的支援を行うとともに、地震本部の
成果展開を実施。

地震本部の長期評価の高精度化
と更なる成果普及に貢献

地震本部の支援
・地震情報のデータベース管理
・長期評価支援
・地震本部の会議運営支援 等

評価結果の公表

地震本部

データを統合し分析

震源カタログ

学術論文等

基礎データの
収集・分析

基礎データと分析に
基づき評価

長周期地震動の評価

⇒

372百万円（372百万円）

①地震発生確率が高く、社会的影響が大きい活断層の調査
②地震発生確率の算出が困難であった活断層に適用可能な新たな調査手法の開発
③活断層で発生する地震の評価手法の高度化に関する研究

活断層調査の総合的推進

活断層による地震・津波の評価、「全国地震動予測地図」の高度化、
自治体の防災計画等に貢献

⇒

地震本部が全国の活断層の
評価を行う上で必要な活断層
調査を計画的に実施。

更に、防災対策に直結するが
現状は評価できていない、
もしくは評価が不十分であった
項目を対象に新たな評価手法
の開発を行う。

地震調査研究推進本部関連事業

地震本部の長期評価等に活用、大学等の研究機関の研究活動に活用

気象庁、防災科学技術研究所、大学等の地震波形データを一元的に
収集・処理することにより、詳細な震源決定作業等を実施。

地震観測データ集中化の促進

⇒

高感度地震観測施設

・東京サーバ、大阪サーバ
（2拠点システム）

・各作業端末
（札幌、仙台、東京、大阪、福岡、沖縄）

気象庁の地震計

防災科研（Hi-net）

大学等の地震計

各機関の地震計データ

処理結果例
（2013年8月の全国の
地震活動（M4.0以上））

令和3年度には、増大するデータ処理に対応するためシステムを更新するとともに、

低周波地震の解析強化を目指し、準リアルタイム震源決定を自動化するための
サーバを高度化。

地震活動のより詳細な把握
により、南海トラフ地震をはじ
めとする海溝型地震のモニタ
リング・発生予測手法の高度
化に資する

低周波地震処理用サーバを高度化

⇒

令和5年度予算額 700百万円
（前年度予算額 701百万円）

【関連する主な政策文書等】 「地震防災対策特別措置法」(平成7年法律第111号)／ 「地震調査研究の推進について」(R元.5.31 地震調査研究推進本部)

【令和5年度も、引き続きデジタル庁予算へ⼀括計上】
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⽕⼭機動観測実証研究事業

課題・背景

概要

【事業スキーム】
補助先機関︓国⽴研究開発法⼈防災科学技術研究所
事業期間︓令和3〜7年度

補助⾦国
国立研究開発法人

防災科学技術研究所

1. 緊急調査観測の企画・⽴案
2. 全国の⼤学の⼈材・機材の調整
3. 研究者間で観測データ等の情報共有
4. 観測・解析結果に係る情報の対外発信

（地元⾃治体等での防災対応に活⽤）

緊急時 地元⼤学と連携して、⼈員や観測機器を集中させた
迅速かつ効率的な機動観測を実施

●地震観測網、■電磁気観測網

地下の地震波速度構造のイメージング

地下の⽐抵抗構造のイメージング

⽕⼭内部構造・状態の推定

平時 観測計画に基づき、対象⽕⼭に多項⽬観測網を機動的に設置。⽕⼭内部構造・状態の
変化を把握。得られた観測データをオールジャパンの⽕⼭研究者で共有

• 機動観測については、噴⽕発⽣や前兆現象発現などの
緊急時における⽕⼭活動推移の迅速な把握や、平時
における⽕⼭内部構造・状態の把握など、噴⽕現象の
理解を深める上で重要

• ⼀⽅、各⼤学等が独⾃に⼈員や観測機器を揃えて
機動観測体制を整備することは困難

• 「次世代⽕⼭研究・⼈材育成総合プロジェクト」で開発
された新たな観測技術を実装した系統的な機動観測を
実現するため、機動観測体制の⾼度化とその早期整備
が必要

• 国内だけでは噴⽕事例数及び噴⽕様式の多様性が確
保できないため、海外での観測機会の確保が重要

【関連する主な政策⽂書】
「国⼟強靱化年次計画2022」（R4.6.21 国⼟強靱化推進本部）
「⽕⼭研究の推進のために早期に取り組むべき課題について(提⾔)」
(R2.8.14 科学技術・学術審議会 測地学分科会 ⽕⼭研究推進委員会)

 機動観測を円滑に実施するためのマネジメントを可能とする事務機能を構築し、
機動観測体制を⾼度化

- 観測計画の策定、研究者の派遣及び機材管理を⼀元的に⾏うため、
⾼度⼈材を登⽤し、共⽤資機材及び機材管理システムを整備

- 海外⽕⼭噴⽕時の機動観測実施のため、海外研究機関との連携窓⼝を整備
（例︓⽶USGS、伊INGV等）

 得られた観測データは研究者間で共有（「次世代⽕⼭研究・⼈材育成総合プロ
ジェクト」で構築した「⽕⼭観測データ⼀元化共有システム(JVDNシステム)」を活⽤

⽕⼭の総合理解等のための機動観測に必要な体制構築
→防災科研に我が国の⽕⼭研究の司令塔を構築

A大学

地元大学
本事業

連携

B大学

登
録

機材管理システム
（一元化）

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
・

客
員

地元自治体等

派遣・提供

平時に得られた
観測データや
観測点構築の
ノウハウを緊急
時にも活⽤

 噴⽕災害の軽減のためには、⽕⼭の機動観測により噴⽕現象の理解を深めることが不可⽋
 噴⽕切迫期・噴⽕発⽣時などの緊急時等に、⼈員や観測機器を当該⽕⼭に集中させた迅速かつ効率的な機動
観測を実現するため、必要な体制構築に係る実証研究を実施

令和5年度予算額 100百万円
（前年度予算額 100百万円）
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 委託先機関：大学、国立研究開発法人等
 事業期間：平成28年度～令和7年度

【事業スキーム】

平成26年9月の御嶽山の噴火等を踏まえ、火山研究の推進及び人材育成が求められている。一方で、既存の火山研究は「観測」研究が主流であり、防災・減災
に資する「観測・予測・対策」の一体的な火山研究が不十分。

→

【これまでの成果】

・プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な研究を推進。
・「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、大学間連携を強化するとともに、最先端の火山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供。

次世代⽕⼭研究・⼈材育成総合プロジェクト
背景・課題

【事業の⽬的・⽬標】

【事業概要・イメージ】

 「観測・予測・対策」の一体的な火山研究の推進
・直面する火山災害への対応（災害状況をリアルタイムで把握し、活動の推移予測を提示）
・火山噴火の発生確率を提示

 理学にとどまらず工学・社会科学等の広範な知識と高度な技能を有する火山研究者の育成

●火山研究人材育成コンソーシアム
 参画機関 （令和5年4月時点）

 火山研究者育成プログラム受講生
・平成28～令和5年度、166名の受講生

（主に修士課程の学生）を受け入れ
・令和4年度までの修了者数：基礎コース135名

応用コース85名
発展コース14名

事業概要

・火山透過技術（高エネルギー物理学）

・リモートセンシング（資源工学）

・火山ガス観測（地球化学）

・機動観測（地球物理学）

次世代火山研究推進事業

修了証明書

国立研究開発法人

集中講義 フィールドワーク

海外の研究機関

事務局

海外研修

※次世代火山研究
推進事業との連携

人材育成
運営委員会
人材育成

運営委員会

大学

・博士課程学生を次世代火山研究推進事業に参画
・博士課程修了後にポスドクとして起用

運営
指針

地方自治体の研究機関

・火山噴出物分析（物質科学）

・噴火履歴調査
（歴史学、考古学、地質学）

・シミュレーション（計算科学）

・ドローンによる災害把握技術
（測量、画像処理）

・リアルタイム降灰予測
（計算科学、気象学）

・災害対策情報ツールの開発（社会防災）

各種観測データの一元化各種観測データの一元化

本事業で開発する観測技術による観測データ及び既存の観測機器による観測データを、一元的に共有するシステムの開発

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

国内外の研究資源・教育資源を結集し、主要３
分野（地球物理学、地質・岩石学、地球化学）に
加え、工学、社会科学等の関連分野を体系的
に学ぶことのできる教育プログラムを策定・実施

行政機関
（国、地方）、
民間企業

協力・
連携

先端的な火山観測技術の開発先端的な火山観測技術の開発 火山噴火の予測技術の開発火山噴火の予測技術の開発 火山災害対策技術の開発火山災害対策技術の開発

相互に連携・融合

火山研究人材育成コンソーシアム
への参画・協力

国
大学・

国立研究開発
法人 等

委託

代表機関：東北大

参加機関：北大、山形大、東工大、

東大、名大、京大、神戸大、

九大、鹿児島大

協力機関：防災科研、産総研、

国土地理院、気象庁、

信州大、秋田大、広島大、茨城大、

東京都立大、早大、富山大、

大阪公立大学

協力団体：北海道、宮城県、群馬県、神奈川県、

山梨県、長野県、岐阜県、長崎県、

大分県、鹿児島県

日本火山学会、日本災害情報学会、

イタリア大学間火山学コンソーシアム、

アジア航測株式会社、

株式会社ＮＴＴドコモ、

東京電力ホールディングス株式会社、

九州電力株式会社、

株式会社建設技術研究所

【関連する主な政策⽂書】「国土強靱化基本計画」（H30.12. 閣議決定）
「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について(報告)」(H27.3. 中央防災会議 防災対策実行会議 火山防災対策推進ワーキンググループ)

令和5年度予算額 636百万円
（前年度予算額 636百万円）

9



 分野横断したリスク評価・対策・対応プロセスに係るシミュレー
ションを活⽤した研究開発

 データを統合・流通させるための基盤整備に向けた研究開発

基礎・基盤的な防災科学技術の研究開発の推進
（国⽴研究開発法⼈防災科学技術研究所）
デジタル技術を活⽤し、防災情報基盤及び災害対応の意思決定に資する研究開発、地震・⽕⼭・降⾬・雪氷の各ハザードに関する⾃然科学と社会科学

の知を融合した総合知による研究開発を推進する。
地震津波⽕⼭観測網、E－ディフェンス等の研究基盤を適切に運⽤・利活⽤するとともに、共創の推進等を通じて知の統合拠点を構築する。

レジリエントな社会を⽀える中核的機関の形成 248百万円（447百万円）

 予測⼒の向上に資する基盤的観測網の運⽤・利活⽤促進
•地震津波⽕⼭観測網や気象観測網の運⽤・利活⽤促進を⾏う。

 対応⼒の向上に資する情報流通基盤の維持・管理
•基盤的防災情報流通ネットワーク等の情報流通基盤の維持・管理を⾏う。

 我が国の防災科学技術の中核を担う統合拠点の形成

 地震・津波・⽕⼭災害の被害軽減に向けた研究開発

•防災科学技術の「研究開発成果の最⼤化」に向け、新しいイノベーションの創出のための中核的
機関としての拠点機能を形成するとともに、社会連携や国際展開等の機能の強化を図る。

•実⼤三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）等の先端的
研究施設の運⽤・利活⽤促進を⾏う。

•事前の状態把握から発⽣後の即時的・
逐次的な分析により、地震の全体像の
評価・情報提供のための研究開発を⾏う。
－地震及び津波災害レジリエンス向上の
ための即時的・逐次的評価技術開発 【新規】

•超⼤型岩⽯摩擦実験と数値シミュレーションに基づき、地震
発⽣・推移シナリオの構築を⾏う。

•レジリエンスを把握・評価する技術や、Ｅ－ディフェンスを活⽤
したレジリエンスを向上させる対策技術等の研究開発を⾏う。

•先端的な観測データやシミュレーション技術等の統合を進め、
⽕⼭活動や噴⽕災害の評価、⽕⼭防災対策の提案に
資する研究を⾏う。
 気象災害の被害軽減に向けた研究開発
•各種観測データ等を利⽤して、極端気象の発⽣メカニズム
の解明を推進し、起こり得る豪⾬災害の発⽣危険度を推
定する技術の研究開発を⾏う。

•豪⾬・豪雪など極端化する気象災害のメカニズム解明を
推進し、災害リスク低減に資する研究成果を創出。

 予防⼒の向上に資する先端的研究施設の運⽤・利活⽤促進

※関連する主な政策⽂書
「国⼟強靱化基本計画」(H30.12.14閣議決定)、 「科学技術・イノベーション基本計画」(R3.3.26閣議決定)、 「経済財政運営と改⾰の基本⽅針 2022」(R4.6.7閣議決定)、
「新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画」(R4.6.7閣議決定)、 「統合イノベーション戦略2022」 (R4.6.3閣議決定)、 「デジタル⽥園都市国家構想基本⽅針」(R4.6.7
閣議決定)、 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」(R4.6.7閣議決定)

•災害を社会現象として捉え、発災から復旧復興までのモデル化を⾏うと
ともに、それを踏まえたレジリエンスの向上策に関する研究開発を⾏う。
－応急対応DXによる変⾰的ガバナンスの実現【新規】

•分野横断型でのデータ統合技術と新たな情報プロダクツ⽣成技術、及び、
これらに基づくデジタルツインを⽀える総合防災情報基盤の研究開発を⾏う。
－情報共有・発信基盤としてのデータ統合基盤の構築 【拡充】
－統合化防災科学デジタルツインの構築とその利活⽤研究【新規】

デジタル技術を活⽤した防災・減災研究開発 405百万円（228百万円）

研究基盤の適切な運⽤・利活⽤の促進 5,454百万円（5,454百万円）

⾃然災害の基礎・基盤的研究開発 690百万円（689百万円）

『世界最⼤』の
超⼤型岩⽯摩擦実験

豪⾬災害の発⽣危険度

噴⽕災害の評価技術

実⼤三次元震動破壊実験施設
（Ｅ－ディフェンス）

熊本地震での
建物被害

地震・津波観測網等の機能強化 （令和4年度第2次補正予算額） 1,316百万円
 強震観測網のISDN回線更新
 ⼤⽥原⾼感度地震観測施設の移設
 地震・⽕⼭観測網の更新

•各種⾃然災害を対象としたマルチハザード・リスク評価⼿法の開発を⾏う。

令和5年度予算額 7,877百万円
（前年度予算額 7,861百万円）

※運営費交付⾦中の推計額含む
令和4年度第2次補正予算額 1,386百万円
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11

地震・津波観測網等の機能強化
背景・課題

事業内容

58億円令和4年度第2次補正予算額

 近年、我が国では、地震・津波等の各種災害のリスクがますます⾼まっており、特に甚⼤な⼈的・経済的被害をもたらすことが想定されている南海トラフ地震・⾸都
直下地震等に備えることは、喫緊の課題となっている。

 こうした状況を踏まえ、地震・津波観測網等の機能強化により、各種災害に対応した基盤的な防災科学技術研究を推進することで、科学技術・イノベーション
及び防災・減災、国⼟強靱化に貢献することが必要。

 「防災・減災、国⼟強靱化のための5か年加速化対策（令和2年12⽉11⽇閣議決定）」に基づき、地震・津波観測網等の機能強化を推進。平時は各種
災害の防災・減災に向けた研究等に活⽤され、災害時には、より迅速な各種災害情報の発信に活⽤されること等により、我が国の防災・減災⼒の向上に貢献。

 地震・津波等の観測データを⽤いた各種災害の観測・予測・対策に関する研究や、気象庁が発信する緊急地震速報・津波情報等に⼤きく貢献。
 甚⼤な被害をもたらすことが想定されている、南海トラフ地震・⾸都直下地震等による⼈的・経済的被害の軽減につながる。

インパクト（国⺠・社会への影響）、⽬指すべき姿

◆南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築
〇 南海トラフ周辺海域における観測網
の空⽩域（⾼知県沖〜⽇向灘）に
N-netを構築。

〇 できるだけ早期に観測データの取得
と気象庁等への提供を進めるため、観
測機器の製作等を前倒して実施。

国 補助⾦補助⾦ 防災科学技術
研究所

◆⼤⽥原⾼感度地震観測施設の移設

〇 地震観測装置を設置している
県有地の再利⽤に伴い、⾸都
圏最北部の重要な地震・⽕⼭
観測体制を維持するため、観測
施設を移設。

◆DONET観測網の早期復旧
〇 南海トラフ東側の地震・津波観測監視システム

「DONET」について、⼀部の観測機器が故障し、
観測域に空⽩が⽣じているため早期復旧を⾏う。

◆地震・⽕⼭観測網の更新
〇 地震・⽕⼭観測網のうち、停電時に短期間で

観測等が停⽌する旧型の観測機器を更新。 Hi-net F-net V-netK-NET

◆地震観測網の回線更新
〇 全国の強震観測網や⾸都圏地震観測網のデータ伝送回線について、令和6年1⽉に

通信サービスが終了するISDN回線から後続の光・モバイル回線に更新。
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令和５年度地震調査研究関係政府予算案等について 

令和５年１月１２日 

地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき、関係行政機関

の地震調査研究予算等の事務の調整を行っている。このたび、令和５年度地震

調査研究関係政府予算案及び令和４年度地震調査研究関係補正予算額について

とりまとめたので、以下にその概要を示す。 

・令和５年度地震調査研究関係政府予算案

政府全体 ５２億円（６４億円）対前年度 ８０％ 

※（ ）は令和４年度予算額。 

※国立研究開発法人等の運営費交付金は含まない。

※この他、施設関連経費、事項要求あり。

※令和４年度予算額及び令和５年度概算要求額には、

政府情報システムに係る経費としてデジタル庁予算に 

一括計上した額を含む。 

・令和４年度地震調査研究関係補正予算額

政府全体 ７３億円 

予知協・資料5-1-1-2



令和５年度地震調査研究関係政府予算案（関係機関別） 

（単位：百万円） 

担当機関 
令和４年度 

予 算 額 

令和５年度 

予 算 案 
要   旨 

総
務
省

国立研究開発法人 

情報通信研究機構 

電波伝搬の 

観測・分析等の 

推進の内数 

電波伝搬の 

観測・分析等の 

推進の内数 

○ 次世代航空機搭載合成開口レーダーに

よる迅速な災害状況把握を推進するための 

実証観測の実施 

消防庁消防大学校 

消防研究センター 

28 27 ○ 石油タンク等危険物施設の地震時安全性

向上に関する研究（注４） 

27 (28) 

（うち、デジタル庁一括計上） 14 (14) 

計（注４） 28 27 対前年度比  96% 

文
部
科
学
省

研究開発局 2,546 2,517 ○ 海底地震・津波観測網の運用 1,157 (1,157) 

○ 南海トラフ海底地震津波観測網

（N-net）の構築 

55 (70) 

○ 地震調査研究推進本部関連事業

（地震本部の円滑な運営）（注４） 366 (380) 

 （うち、デジタル庁一括計上） 39 (51) 

（活断層調査） 372 (372) 

○ 地震防災研究戦略プロジェクト

（防災対策に資する南海トラフ地震調査研究 

プロジェクト） 

378 (378) 

（情報科学を活用した地震調査研究 

プロジェクト） 

182 (182) 

（防災研究推進事務費） 6 (6) 

国立大学法人 運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 災害の軽減に貢献するための地震火山観測

研究計画（第２次） 

国立研究開発法人 

防災科学技術研究所 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 地震・津波観測予測研究

○ 実大三次元震動破壊実験施設を活用した

地震減災研究 

○ 自然災害ハザード・リスク評価と情報の

利活用に関する研究 

国立研究開発法人 

海洋研究開発機構 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 海域で発生する地震及び火山活動に

関する研究開発 

計（注４） 2,546 2,517 対前年度比 99% 

経
済
産
業
省

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 

○ 活断層評価の研究

○ 海溝型地震評価の研究

○ 地震災害予測の研究

計 － － 対前年度比  － % 



国
土
交
通
省

国土地理院 1,247 1,154 ○ 基本測地基準点測量（注４） 858 (947) 

（うち、デジタル庁一括計上） 64 (100) 

○ 地殻変動等調査 239 (246) 

○ 防災地理調査（全国活断層帯情報整備） 31 (28) 

○ 地理地殻活動の研究 26 (26) 

気象庁 2,556 1,407 ○ 地震観測網、地震津波監視システム等（注４） 1,024 (2,142)

（うち、デジタル庁一括計上） 130 (1,172) 

○ 南海トラフ沿いの地震活動・地殻変動の

常時監視及び地震発生可能性の評価 

109 (141) 

○ 関係機関データの収集（一元化） 257 (257) 

○ 南海トラフ地震の地震像とスロースリップの

即時把握に関する研究（気象研究所） 

17 (15) 

海上保安庁 49 51 ○ 海底地殻変動観測等の推進 12 (12) 

○ 海域地殻変動監視観測等の推進 30 (27) 

○ 海洋測地の推進 10 (10) 

計（注４） 3,852 2,612 対前年度比 68% 

合  計（注４） 6,426 5,156 対前年度比 80% 

また、上記のほか、研究の成果が地震調査研究の推進に関連する施策として以下のものがある。 

担当機関 
令和４年度 

予 算 額 

令和５年度 

予 算 案 
要   旨 

経
済
産
業
省

国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 

運営費交付金 

の内数 

運営費交付金 

の内数 
○ 地質情報の整備

国
土
交
通
省

国土地理院 53 54 
○ 地理地殻活動の研究

（うち地震調査研究の推進に関連するもの） 
54 (53) 

注１）四捨五入のため、各内数の合計は必ずしも一致しない。 

注２）この他、施設関連経費、事項要求あり。 

注３）国立研究開発法人等の運営費交付金に係る事項については、合計には加えていない。 

注４）令和４年度以降については、政府情報システムに係る経費としてデジタル庁予算として一括計上とした金額も含まれている。 

要旨右の（ ）は令和４年度予算額 

地震調査研究推進本部調べ 



 
令和４年度地震調査研究関係政府補正予算額（関係機関別） 

（単位：百万円） 

担当機関 
令和４年度 

補正予算額 
要     旨 

文
部
科
学
省 

国立研究開発法人 

防災科学技術研究所 

5,812 ○ 地震・津波観測網等の機能強化 5,812 

  計 5,812     

国
土
交
通
省 

国土地理院 1,134 ○ 電子基準点網の耐災害性強化対策 1,134 

気象庁 303 ○ 地震観測施設の整備（多機能型地震観測装置、震度観測装置、 

多機能型地震観測中枢局装置） 

303 

海上保安庁 57 ○ 海底地殻変動観測等の推進 57 

  計 1,494     

合    計 7,306     

 

注１）四捨五入のため、各内数の合計は必ずしも一致しない。 

地震調査研究推進本部調べ 

 



科学技術・学術審議会測地学分科会 審議状況等について 

令和 5 年 4月 21 日 

最近の審議状況等 

・令和 5 年 2 月 13 日の測地学分科会（第 47 回）・地震火山観測研究計画部会（第 51 回）合

同会議において、次期観測研究計画の骨子の取りまとめを行った。また、次期計画の新規

実施機関について審議を行った。

・令和 5 年 3 月 29 日に、第 12 期最初の測地学分科会（第 48 回）を開催し、分科会長は委

員の互選により日野委員（東北大学）が選任された。

・令和 5 年 4 月 18 日に、第 12 期最初の地震火山観測研究計画部会（第 52 回）を開催し、

部会長は委員の互選により日野委員（東北大学）が選任された。また、次期観測研究計画

案（初稿）の検討を行った。

・計画の進捗状況の把握及び令和 4 年度の成果に関しては、概ね例年通りの進行で、地震火

山観測研究計画部会にて取りまとめる予定。 

今後の予定 

令和 5 年 

5 月 30 日 地震火山観測研究計画部会（第 53 回） 

・次期観測研究計画案について討議。

6 月 29 日 測地学分科会（第 49 回）・地震火山観測研究計画部会（第 54 回）合同会議  

・次期観測研究計画案の中間取りまとめ。

・観測研究計画の課題別計画の修正、令和 4年度年次報告【機関別】の報告。

7～8 月頃 

・次期観測研究計画の検討状況について、科学技術・学術審議会委員に報告。

・一般からの意見募集（パブリックコメント）を実施。

・関連学協会等に対して意見照会を実施。

9 月頃  測地学分科会（第 50 回）・地震火山観測研究計画部会（第 55 回）合同会議 

・次期観測研究計画案の取りまとめ。

・令和 4 年度年次報告【成果の概要】の取りまとめ、年次基礎データ調査の取りまとめ

・令和 5 年度年次報告の作成方針について検討。

10 月以降 科学技術・学術審議会総会 

・次期観測研究計画を建議。

（別添） 

・次期観測研究計画案

予知協・資料 5-1-1-3
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次期観測研究計画案 

 

Ⅰ．現状の認識と長期的な方針 

１．地震火山観測研究計画のこれまでの経緯と位置づけ 

  １－１．地震火山観測研究計画のこれまでの経緯 

  １－２．地震火山観測研究計画の位置づけ 

２．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」の成果と課題 

  ２ー１．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」の成果 

  ２ー２．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」における 

課題とその対応 

３．地震火山観測研究の長期的な方針 

  ３－１．基本方針 

  ３－２．長期的方針に基づく当面の取組の方向性と進め方 

  ３－３．観測研究計画実施体制の整備と計画の推進 

 

Ⅱ．本計画策定の基本的な考え方と計画の概要 

１．本計画策定の基本的な考え方 

２．本計画の概要 

  ２－１．地震・火山現象の解明のための研究 

  ２－２．地震・火山噴火の予測のための研究 

  ２－３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

  ２－４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

  ２－５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 

  ２－６．研究を推進するための体制の整備（計画推進のための体制と観測研究基盤の整備） 

 

Ⅲ．計画の実施内容 

１．地震火山現象の解明のための研究 

（１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合 

ア．史料の収集・分析とデータベース化 

イ．考古データの収集・集成と分析 

ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈 

（２）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

（４）火山活動・噴火機構の解明とモデル化 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

 別添  
科学技術・学術審議会測地学分科会  

地震火山観測研究計画部会（第５２回） 

 Ｒ５．４．１８配付資料 
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ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震

イ．内陸地震

ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造の解明

エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解とモデル化

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（１）地震発生の新たな長期予測（重点研究）

ア．海溝型巨大地震の長期予測

イ．内陸地震の長期予測

（２）地震発生確率の時間更新予測

ア．地震発生の物理モデルに基づく予測と検証

イ．観測データに基づく経験的な予測と検証

（３）火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行（重点研究）

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化

ア．強震動の事前評価手法

イ．津波の事前評価手法

ウ．大地震に起因する災害リスクの事前評価手法

エ．地震動に起因する斜面崩壊・地盤変状の事前評価手法

（２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化（重点研究）

ア．地震動の即時予測手法

イ．津波の即時予測手法

（３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化

（４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究

５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 

（１）南海トラフ沿いの巨大地震

（２）首都直下地震

（３）千島海溝沿いの巨大地震

（４）内陸で発生する被害地震

（５）大規模火山噴火

（６）高リスク小規模火山噴火

６．研究を推進するための体制の整備（研究を推進するための体制と観測基盤の整備） 

（１）推進体制の整備

（２）観測研究基盤の開発・整備
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ア．観測基盤の整備 

イ．観測・解析技術の開発 

ウ．地震・火山現象のデータ流通 

エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

（３）関連研究分野との連携強化 

（４）国際共同研究・国際協力 

（５）社会への研究成果の還元と防災教育 

（６）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 
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Ⅰ．現状の認識と長期的な方針 

１．地震火山観測研究計画のこれまでの経緯と位置づけ 

１－１．地震火山観測研究計画のこれまでの経緯 

 プレート沈み込み帯に位置し，古来大地震や火山噴火に見舞われてきた我が国では，地

震及び火山噴火の予知の実現を通じた災害の軽減を目指し，測地学審議会（現在の科学技

術・学術審議会測地学分科会）の建議に基づいて，昭和 40 年度から地震予知計画が，昭和

49 年度から火山噴火予知計画が開始され，複数次の５か年計画として実施されてきた。 

 地震予知計画については，高感度の地震観測点や地殻変動観測点の整備とデータ蓄積が

進み，地震現象の理解は大きく進展したものの，平成７年の阪神・淡路大震災を契機に行

われた総括で，前兆現象の捕捉のみに基づく地震予知には限界があると結論づけられた。

これを受けて平成 11 年度からは方針を転換し，地震発生の物理過程の解明とモデル化に

基づき地殻活動の推移予測を目指す「地震予知のための新たな観測研究計画」を開始した。 

 火山噴火予知計画については，平成 20 年の第７次計画終了時までに，活動的火山におけ

る高密度・高感度・多項目の観測網の整備が進んだ。火山体内部構造やマグマの上昇・脱

ガスなどの噴火過程に関する理解が進展した結果，観測体制が充実した火山においては噴

火時期をある程度予測できるようになった。平成 12 年の有珠山と三宅島の噴火は過去の

経験則に基づいて噴火前の情報発信に成功した事例であるが，噴火発生の物理・化学モデ

ルは確立しておらず，噴火様式や規模あるいは推移までは正確に予測できなかった。

地震と火山現象は，地球科学的背景や観測研究手法に共通する部分が多い。必要な観測

網とデータを有効活用しつつ，地震と火山の相互作用や物理過程の理解を深めるため，平

成 21 年度から両予知計画を「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」に統合した。 

 以上のような長年の取組により観測体制の整備が進み，発生機構などの理解は大きく進

んだものの，信頼性の高い地震・火山噴火の発生予測は簡単ではないことが次第に明らか

になった。地震については，その規模や一定期間内の発生確率を予測する長期評価には大

きな不確実性が伴い，短期的な発生予測も実現していない。火山現象についても，経験則

が成立する場合以外は，噴火の規模・様式・推移の予測は依然として困難であった。 

 こうした状況下で，平成 23 年に東北地方太平洋沖地震が発生し，死者・行方不明者が約

２万人にのぼるなど大きな被害がもたらされた。それまでの観測研究計画では，このよう

な超巨大地震の発生はある程度検討され，強震動や津波など，災害を及ぼす外力たる「災

害誘因」に関する研究も行われていたが，結果的には十分でなかった。平成 24 年 10 月に

まとめられた外部評価では，地震や火山噴火に関する観測研究への社会的な要請自体は極

めて強いとされたが，それまでの計画では社会の防災・減災に十分に貢献できておらず，

国民の命を守る実用科学としての研究の推進，低頻度大規模な地震及び火山噴火の研究の

充実，中長期的なロードマップの提示，社会要請を踏まえた研究と社会への関わり方の改

善などが求められた。これを受け，５か年計画途中の平成 24 年 11 月に計画内容の部分的
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見直しを建議した。さらに，「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り

方について（建議）」（平成 25 年１月）では，地震・火山学分野だけでなく工学分野や人

文・社会科学分野を含めた災害科学としての学際的研究の必要性が指摘された。これに基

づいて平成 26 年度に抜本的な見直しを行い，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測

研究計画」（以下，「第１次計画」）を開始した。 

  第１次計画では，機器による観測が導入される以前の地震・火山噴火の解明のために，

歴史学・考古学分野の研究者，災害や防災に関連する工学や人文・社会科学分野の研究者

が新たに参加した。従来からの地震学・火山学研究者との連携により，地震・火山現象の

理解に加えて，それらがもたらす災害誘因を知り，研究成果を災害の軽減につなげること

を目指した。また，東北地方太平洋沖地震，南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島

火山噴火については，研究区分を横断して総合的に実施することとした。 

  第１次計画初年度の平成 26 年に発生した御嶽山噴火は，死者・行方不明者 63 人という

戦後最悪の火山災害となった。これを受け測地学分科会地震火山部会では，突発的な水蒸

気噴火に対処するために必要な課題を整理し，以後の火山観測研究の体制や，方向性，戦

略を「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と対応について」にとりまとめた（平

成 26 年 11 月）。なお，火山の観測研究については，令和元年度に新設した火山研究推進

委員会で検討を続けており，同年８月に「火山研究の推進のために早期に取り組むべき課

題について（提言）」において，機動観測を円滑に実施するためのマネジメントの必要性

とその方策を提言した。 

  第１次計画の実施状況に関して平成 29 年にとりまとめたレビュー報告書と外部評価に

基づき，「重点的に取り組む研究」の設定，「分野横断型の総合的研究」の拡充，「防災

リテラシー向上のための研究」の創設などの改善を加えた上で，平成 31 年 1 月に「災害の

軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（以下，「第２次計画」）を建

議した。令和３年度までの実施内容については，令和４年２月にレビュー報告書をとりま

とめた。同年７月に受けた外部評価では，計画の妥当性，達成度，学術的意義，社会的貢

献，改善事項などの観点から評価が示され，次期計画においても災害の軽減に貢献するた

めの地震・火山観測研究をより一層推進し，基礎研究の継続と深化を前提とした科学的ア

プローチをもって防災・減災につなげる姿勢で臨むべきと総括されたところである。 

 

 １－２．地震火山観測研究計画の位置づけ 

  第１次計画以降の観測研究計画は，成果を地震・火山災害の軽減に活用する観点から，

地震学と火山学を中核とし，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分

野を含んだ総合的・学際的な枠組みで実施している。本計画は，研究者の内在的動機に基

づく学術的研究と，国の研究・行政機関等が業務として実施する基盤的な観測・調査・研

究を一体的に推進し，地震・火山噴火による災害の軽減に貢献することを目的としている。 

  一方，我が国の地震の調査研究は，政府の地震調査研究推進本部（以下，「地震本部」）
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の下で一元的に推進されている。地震本部の調査研究は，政府が掲げる目標・目的に基づ

く戦略研究・要請研究である。本計画による基礎的研究は，こうした地震本部の調査研究

の科学的・技術的裏付けとなっている。地震本部による「地震調査研究の推進について（第

３期）」（令和元年５月）には，「地震本部の取組は，科学技術・学術審議会により建議

された観測研究計画のもと，大学や研究開発法人等により生み出された基礎的研究の成果

も取り入れながら推進されてきた」「建議に基づく基礎的研究の成果のうち，地震本部に

おいて活用できるものについては既にかなり活用が進んでいる中で，地震本部としても，

今後の事業の高度化に向けて，新たな基礎研究成果の創出が期待されている」と明記され

ている。また，本計画の成果は気象庁が地震に関して発出する防災情報などにも活かされ

ている。 

  火山の調査研究については，本計画で得られた火山活動や噴火機構，観測技術などに関

する長年の基礎的な研究成果が，火山噴火予知連絡会における火山活動の評価，気象庁の

火山監視業務や噴火警戒レベルの設定，活動火山対策特別措置法に基づいて地方自治体が

設置する火山防災協議会における活用など，国や地方自治体の施策に活かされている。ま

た，文部科学省は，本計画の基礎的研究の成果等も活用し，我が国の火山観測研究をさら

に飛躍させるとともに火山災害軽減への貢献を目指す「次世代火山研究・人材育成総合プ

ロジェクト」を平成 28 年度より実施している。

このように，本計画で得られた成果は，地震本部，内閣府の検討会，地震予知連絡会，

火山噴火予知連絡会等への情報提供を通じて，政府が地震・火山現象に関して行う施策の

科学的・技術的裏付けになっている。 

２．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」の成果と課題 

２ー１．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」の成果 

 平成 31 年度からの５か年計画である第２次計画では，第１次計画の大方針を継承しつ

つ，研究成果を災害情報に活かすための研究や，地震・火山噴火現象及びその災害に対す

る国民の基本的な理解を深めるための防災リテラシー向上に関する研究にも新たに取り

組んでいる。第２次計画は，地震・火山現象の発生機構やその発生場を解明する「地震・

火山現象の解明のための研究」，地震・火山噴火の発生や活動推移の予測手法を開発する

「地震・火山噴火の予測のための研究」，地震・火山現象に伴う災害誘因を予測し災害情

報につなげる「地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」，災害の発生機構解明と社

会の共通理解を促す手法の確立を目指す「地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上の

ための研究」，連携強化・観測研究基盤の整備・人材育成などを目指す「研究を推進する

ための体制の整備」の５つの柱から構成されており，全国から 35 の機関が参加している。 

 現象解明及び発生予測の研究では，観測体制の増強に努めて地震・火山現象や地下の

様々な物理・化学的状態に関する知見を蓄積し，地震・火山噴火現象とそれに関わる地殻

活動推移のモデル化が進んだ。また，史料・考古データ，地質データに基づいた分析によ
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り，過去の事象に関する情報が質・量ともに充実しつつある。災害誘因予測の研究では，

観測データと数値シミュレーションの同化による予測手法や，自治体などを対象とした事

前情報やリアルタイム情報の発信ツールの開発が進んだ。防災リテラシー向上のための研

究では，防災担当者向け研修プログラムなどの手法開発・検証が進んだ。このように，現

象解明，発生予測，災害誘因予測，防災リテラシーの各分野の研究で災害軽減につながる

道筋が見え始めている。 

上記５つの柱で実施する研究内容のうち，地震発生の新たな長期予測，地殻活動モニタ

リングに基づく地震発生予測，火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測については，

重点的に取り組む研究に設定し，モデルや手法の開発と検証を進めてきた。特に，地震発

生の新たな長期予測手法の開発については，過去事例に重きを置いた従来型の予測から，

観測データを活かした予測への第一歩を踏み出し，地震本部の長期評価での活用に向けた

情報交換が始まっている。モニタリングに基づく地震発生予測では，海陸統合の観測デー

タの活用と，物理・数理モデルに基づく発生確率推定手法の開発及びデータ同化手法の活

用が進んだ。火山活動推移モデルの構築においては，多様な観測データに基づき，平常時

の火山活動から噴火終息までを一連の過程として捉えることで，その背景にある物理・化

学現象の理解が進んだ。 

 第１次で試行した総合的研究の枠組みを，第２次計画では「分野横断で取り組む総合的

研究」と位置づけ，南海トラフ沿いの巨大地震，首都直下地震，千島海溝沿いの巨大地震，

桜島大規模火山噴火，高リスク小規模火山噴火の５テーマで実施した。それぞれの地震・

火山現象の理解が進むとともに，それに基づく災害誘因予測やリスク評価，災害軽減に資

する実践的取組などが展開されている。ただし，第１次計画の研究を発展させて社会での

成果活用の道筋までが見え始めているものから，第２次計画で新たに開始され研究の方向

性を提示する段階のものまで，各総合的研究でその成熟度には大きな開きも見られる。 

 第２次計画の実施期間中にも，いくつかの注目すべき地震・火山噴火が発生した。令和

３年２月には福島県北部沖合で M7.3 の地震が発生し，200 名近い死傷者と 4500 棟を超え

る建物被害が生じた。メカニズムの解析から，2011 年東北地方太平洋沖地震がもたらした

応力変化の影響と考えられている。令和２年 12 月頃から能登半島において群発地震活動

の活発化と地殻変動が観測され，令和４年８月には最大深度６弱を記録した。この活動は，

電磁気的探査などから地下水の関与によるものと考えられているが，現在も進行中であり

さらなる研究が必要である。令和３年８月に小笠原諸島の海底火山である福徳岡ノ場で大

規模噴火が発生し，大量の軽石が沖縄などの港湾に漂着し漁業や海運に大きな被害を及ぼ

した。衛星画像解析などから軽石生成のメカニズムが推定されたが，海域火山の活動監視

と災害誘因予測の重要性も改めて認識された。令和４年１月にはトンガの海底火山で大規

模な爆発的噴火が発生し，日本各地に到達した津波による漁船の転覆などの被害が出た。

空振や地震データの解析から，この津波は噴火に伴う気圧変動に励起されたことが分かっ

た。当時，気象庁の津波警報ではこのような津波発生メカニズムは想定されていなかった
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ため，情報発信に混乱が見られたことから，こうした現象の研究必要性が認識された。 

 

 ２ー２．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」における課題

とその対応 

  第２次計画の実施状況等のレビュー報告書（令和４年２月）などの資料に基づいて令和

４年７月にまとめられた外部評価では，地震・火山現象の解明と発生予測，災害誘因の予

測を目指す観測研究に加え，防災・減災への積極的貢献のため，研究対象を地震・火山噴

火に対する防災リテラシーの向上に関する研究に広げるという方針は適切であり，これま

での観測や研究の蓄積に応じてそれぞれ順調に進捗していると評価された。一方で，今後

改善すべき点として，以下の指摘があった。 

 ・理学，工学，人文・社会科学等の分野間の連携を引き続き強化し，災害科学の深化を意

識した基礎研究を一層推進すること。 

 ・火山研究については，地震研究に比べ研究者が不足していることから，実施体制の強化

と研究の充実を図るとともに，火山研究の活性化を促すために，地震研究との連携を一

層推進すること。 

 ・研究成果の社会に対する発信力強化，データの利活用促進，社会実装に資する他施策や

関係機関との連携に努めること。 

 ・地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究について，研究目標とその射

程を明確にし，研究のさらなる進展と情報発信の強化を行うこと。 

 ・当該学術コミュニティ全体で，地震・火山観測研究に関する人材育成への取組を進める

こと。 

  これらを踏まえ，次の５か年計画においては，「分野横断で取り組む総合的研究」を計

画の柱の一つとして明確化することで，分野間連携及び複数の研究項目に横断的に取り組

む体制を強化し，取り扱うテーマも増やす。地震・火山活動の発生場に関する研究や，災

害誘因予測の研究においては，火山研究と地震研究の連携と成果の相互活用を意識する。

本計画は研究成果の「社会実装」そのものを行う主体ではないが，即時予測手法の高度化

など重点研究と位置づける項目は，行政機関等との連携を重視して実施する。加えて，デ

ータの利活用促進についても，他施策や関係機関との連携を強く意識した計画とする。研

究成果の発信については，これまでの計画でもサイエンスカフェ等の取組を行ってきたと

ころであるが，次期計画においても様々な方法による社会とのコミュニケーション活動を

組織的に展開する。第２次計画で着手した防災リテラシー向上のための研究の成果を踏ま

え，次期計画では特に，防災リテラシーの構成要素の検討，知識の体系化・理論化に力を

入れる。また，地域の行政機関やステークホルダーと共同した研究など，新たな展開も指

向する。関連する事業や機関等との連携を通じ，幅広い知識を有する人材育成に取り組む

ほか，地震・火山観測研究の専門知識を持つ人材がどのような分野・職種で求められてい

るかの情報収集や，多様なキャリアパスの開拓にも努力する。 
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３．地震火山観測研究の長期的な方針 

 ３－１．基本方針 

  地震や火山噴火による災害を軽減し，国民の生命・財産を守るためには，自然現象であ

る地震・火山噴火への科学的理解を深め，将来の地震・火山噴火の発生の予測を行うとと

もに，災害誘因を予測し，災害発生の仕組みの理解を進め，さらに，得られた知見を災害

軽減に役立てるための基盤となる社会の防災リテラシー向上を図る必要がある。 
  地震・火山噴火現象は，永続する地殻活動を背景としその結果として生じる短期的・急

激な現象である。そのため，地殻活動の長期的・多角的な観測と蓄積されたデータに基づ

く地震・火山噴火のメカニズムの解明が，将来の地震・火山噴火の発生や災害誘因の発生

の予測の鍵となる。高品質のデータの解析による地震・火山噴火の発生過程や先行現象の

把握や理解を進めるとともに，先端的な観測技術による新しい物理・化学的データの解析

により発生機構や発生場の解明を進める。また，計算機技術を活用して地震発生や火山性

流体の挙動のモデル化や観測データとの比較を進め，地震や火山現象の定量的な理解を進

める。さらに，史料・考古データ，地質データを最大限利用して，長期間における地震や

火山活動を理解する。 
  地震や火山噴火の予測精度の向上は，防災対策の立案に役立てられることが期待できる

ため，今後も重要な目標の一つである。数十年以上の時間スケールで地震の発生可能性を

評価する長期予測は，社会が災害に備える上での対策立案の起点になる。地形・地質デー

タや史料・考古データの解析に基づいて地震の発生履歴に関する知見を蓄積するのに加え

て，現在進行中の地殻変動のデータや地震発生の物理モデルを組み合わせ，長期予測の高

度化を目指す。地震の中短期予測（数週間から数年，及び，数日から数週間）は，差し迫

ったリスクを示すことにより，事前避難など通常の防災対策より踏み込んだ災害軽減策の

決定に関与する。現時点においては，地震の発生時期や場所・規模を確度高く予測する科

学的に確立した手法はないが，海底観測を含めた観測技術の進展と観測網の充実により，

プレート境界等で発生している現象の把握は従来よりも高精度でなされるようになって

きている。海陸統合の観測データを活用することでプレート境界の滑りの時空間変化を推

定し，物理モデルに基づく数値シミュレーションや数理モデルの構築を通して，大地震の

発生確率や地震発生可能性の相対的な高まりを評価する手法を構築する。また，地震活動

データに基づく地震発生予測モデルや，過去の地震活動や地殻変動等の時間的推移を整理

した地震活動事象系統樹を作成し，地震活動予測の新たな手法の開発を進める。 
  火山噴火の長期予測に関しては，地形・地質データや史料の分析を基に，火山噴火のデ

ータベースの充実を図る。数日から数週間の短期予測，あるいは数ヶ月から数年の中期予

測については，長年の多項目観測データの分析に基づき，噴火・噴火未遂・異常現象の事

例の比較研究と，マグマや火山性流体の挙動のモデル化を進め，火山活動の評価方法や噴

火発生を含む事象分岐の判断基準の構築を進める。近年の観測網の充実により，規模の小
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さな噴火であっても数時間から数分前に顕著な異常現象が捉えられる事例があることに

鑑み，噴火発生メカニズムの解明に依存しない災害軽減に結びつく直前予測方法の構築を

推し進めることも重要である。 
  地震の断層運動により生じる地震動や津波，地盤変動，斜面崩壊，火山噴火による噴石

や火山灰，溶岩の噴出，山体崩壊，津波などの災害誘因が，自然・社会の災害素因に働き

かけることにより災害が発生する。過去の事例や観測データに基づいて災害誘因の生成メ

カニズムを解明し，地震・火山現象解明の研究より得られた最新の成果を取り入れながら，

将来の地震・火山噴火に対する災害誘因の予測を行うとともに，災害誘因と災害素因の相

互作用も考慮して，構造物被害や人的被害等の災害リスクが発生する過程を研究する。地

震や火山噴火現象の発展段階に応じて起こりうる災害誘因や災害リスクの推移を予測す

ることも重要である。災害誘因の即時予測については，地震・火山現象解明の成果を利用

するとともに，最新の観測システムの利用や計測・解析技術の開発により予測の精度や迅

速性を追求する。災害誘因の予測情報に含まれる不確実性を考慮し，予測情報を災害軽減

に有効活用するための研究にも継続して取り組む。 
  地震・火山噴火による災害の軽減を具体的に図るには，行政，産業界，国民を含む社会

全体が事前の防災対策や災害時の避難行動，災害対応などの行動を適切にとる必要がある。

そのためには，地震・火山活動，地震・火山噴火災害，それぞれの生活環境における地震・

火山災害のリスク，災害時の対応方法などの知識を持つことが必要となる。このような防

災リテラシーの向上を効果的に進める方法についても研究を進める。 
 
 ３－２．長期的方針に基づく当面の取組の方向性と進め方 

  地震や火山噴火による災害を軽減するための取り組みには，比較的短期間で進展し成果

が期待できるものから，短期的な実現は難しいが時間をかけて着実に進展させることによ

って成果が期待できるものが含まれており，それぞれについて計画的に取り組み着実に実

現していく必要がある。平成 26 年から始まった第１次計画では，中長期的な展望の下で

体系的に取り組む内容を以下の４項目に整理した。 
 (1) 地震や火山噴火が引き起こす災害にはどのようなものがあるかを解明し，国民や関係

機関に広く知らしめること， 
 (2) 地震や火山噴火が，どこで，どの程度の頻度・規模で発生し，それらによる地震動，

地盤変形，津波，噴火様式等がどのようなものかを想定して，長期的な防災・減災対

策の基礎とすること， 
 (3) 地震や火山噴火の発生直後に，地震動や津波，火砕流や降灰，溶岩流などの災害を予

測することにより対策に役立てること， 
 (4) 地震や火山噴火の発生とその推移を事前に予測することにより有効な防災・減災対応

を採ること。 
  これらの項目は今後の観測研究計画に対しても有効と考えられる。 
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  (1)については，過去の長年の観測研究計画に基づいて災害事例の知見の蓄積がある程

度進んでいたが，近代的な観測が行われる以前の事象については知見が限られていた。第

１次及び第２次計画において災害に関する歴史記録や考古データのデータベース化に力

を入れることにより，低頻度大規模現象に関する知見が大きく上積みされた。研究が進む

につれて，過去の災害の位置や規模，頻度が更新される例も出てきており，起こりうる災

害の想定にも影響を与えている。第２次計画より一部で始まっているが，異分野のデータ

ベースの統合や，歴史・考古学と理学や人文・社会科学との協働に基づいた，より正確性

の高い解釈などの取り組みが求められる。歴史記録のデータベースは既に公開を始めてお

り，アクセスのしやすい形で公開することで国民や関係機関に広く知らしめ，災害事例研

究に活用するという目標に着実に近づいている。(3)で述べる災害誘因の予測とその可視

化も，災害を広く知らしめるという点に寄与している。 
  一方，最近の地震・火山噴火災害には，監視観測の対象域外からの小規模噴火による災

害など，これまであまり想定されていなかったタイプのものも含まれている。そのような

現象に対しても迅速に観測研究を展開して災害発生プロセスの解明を進め，国民や関係機

関に知見を知らしめていく必要がある。災害現象の解明につながる研究の継続により知見

を増やすことは今後も必要であろう。 
  国民や関係機関に効果的に情報を伝え理解してもらうためには社会の共通理解の醸成

や防災リテラシー向上が必須であると考え，防災リテラシー向上に関する研究を第２次計

画より開始した。この研究はようやく緒に就いた段階であることから，地震・火山噴火現

象や災害を扱う分野の研究者と情報伝達を扱う分野の研究者間の連携を徐々に育みなが

ら継続・発展を目指すべきであろう。 
  (2)については，(1)でも述べたように地震・火山噴火災害に関する史料・考古・地形・

地質データの量と質を高める努力が続けられており，これにより，大地震や大規模噴火が

どこで，どの程度の規模・頻度で発生するかといった長期予測の信頼性も向上している。

地震動や津波，降灰などの災害誘因予測については，発生源となる地震・噴火プロセスの

研究，伝播経路モデルや数値シミュレーション手法の高度化により精緻化を進めている。

不確実性を考慮した災害誘因・災害リスク評価が試行され，防災計画策定などの目的に応

じて評価結果の選択を支援するシステム作りも行われている。また，防災担当機関への研

究成果の提供も徐々に進んでいる。 
  (3)については，近年，地震や火山噴火の発生直後にその規模を即時的に把握する技術が

進展し，緊急地震速報のように実用化がなされたものもある。第１次及び第２次計画を通

じて，海底観測網のデータを用いた津波規模の即時把握と浸水予測も実用化に近づきつつ

ある。火山噴火直後に噴煙高度を気象レーダーのデータから推定する手法の開発や，噴煙

挙動や火山灰降下などのシミュレーション技術に基づいて噴火直後に災害誘因を予測す

る技術は着実に進歩している。一方，即時的な予測が実現できている災害誘因はまだ限ら

れ，また精度にばらつきがあり，必ずしも直ちに防災対策に資する情報を提供できるレベ
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ルにあるわけではない。即時予測することができる災害誘因の種類を増やすとともに予測

精度の向上や予測時間の短縮など，今後克服すべき技術的課題は多い。また，災害誘因の

即時予測結果を社会に発信する際には，社会の防災リテラシーがどのような段階にあるか

に配慮する必要があり，第２次計画より始まった防災リテラシーの向上に関する研究との

連携が欠かせない。 
  (4)について，地震分野では地殻変動データから推定したひずみ蓄積に基づく内陸地震

発生の長期評価予測手法の開発を進め，より信頼性の高い発生確率の予測を目指している。

地震の推移という点では，大地震の後には近傍で大きな地震が続くことがあるが，その発

生メカニズムは十分解明されていない。迫りくる南海トラフ沿いの地震が「半割れ」とな

る可能性もあり，現時点の知見を総動員した推移予測手法の開発が必要である。火山噴火

予測に関しては，観測網が充実したことと多くの火山での多年のデータの蓄積が進んでき

たことから，経験に基づく予測研究として火山活動推移モデルや事象分岐の論理的判断基

準が研究されている。ある程度の規模の噴火発生についてはその危険性が定性的に評価さ

れるようになり，気象庁により噴火警戒レベルの発出という形で防災・減災対応が取られ

ている。また，突発的な水蒸気噴火の直前に山体膨張や微動の発現などの前兆現象も捉え

ることに成功した例もある。現在，防災・減災対応にとって重要な情報である噴火規模や

推移予測に関しては経験則に頼っているが，これらの定量的予測にも活用できるよう火山

活動推移モデルを発展させていく必要がある。 
  以上，中長期的展望に記された各項目に関しては，それぞれの進展状態はまちまちであ

るものの，第１次及び第２次計画を通じて着実に進んでいる。今後も研究成果を社会の課

題解決につなげる段階を目指して，異なる専門分野間の連携を強化しつつ研究を着実に継

続する必要がある。 
 
 ３－３．観測研究計画実施体制の整備と計画の推進 

  観測研究計画を災害科学の一部として推進し災害軽減という大きな目標を達成するた

めには，理学，工学，人文・社会科学，歴史学，考古学，数理科学，情報科学等の研究者

が連携を強化し学際的に研究を進める必要がある。そのため，分野間連携のための合同研

究集会や，分野を横断する総合的な研究の枠組みを設定する。重点的研究に関しては，特

定分野の研究を推進する仕組みとして十分機能していることから，この仕組みのさらなる

有効活用を検討すべきである。 
  観測研究計画の成果を災害軽減に効果的に活かすため，関連する諸機関との強い連携の

下に適切に研究を実施する体制を整備する。災害軽減に着実につながる研究成果を得るた

めには，地震・火山災害軽減のための課題を整理した上で，研究成果が災害軽減につなが

るまでの道筋を明確に意識して研究を進める必要がある。そのためには，地震・火山災害

軽減のための課題に直面している地震本部や行政機関等と連携し，課題の抽出や研究成果

についての情報交換を行うことで，基礎研究の成果を発展させた応用研究・開発研究の可
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能性や，社会の課題解決に基礎研究の成果を活用する方策ついて引き続き検討すべきであ

る。地震本部が策定した基本施策で定められている当面 10 年間に取り組むべき地震調査

研究との整合性を意識して研究を実施することで，観測研究計画から得られる基礎研究の

成果がそれらの調査研究の進展に貢献することが期待される。 
  観測基盤の継続的な開発・整備なくしては，本観測研究計画をはじめ，日本の地震防災

施策を進めることは不可能である。関係機関が地震本部による「地震に関する基盤的調査

観測計画」に基づき整備・維持している基盤的観測網は，本観測研究計画の推進をはじめ，

我が国の地震防災施策に必要不可欠なインフラであるとともに，海外の研究者にもそのデ

ータは活用され国際貢献にも大きく寄与している。基盤的観測網の安定的かつ持続的な運

用を図ることが肝要である。火山観測網については，気象庁や防災科学技術研究所が観測

点や観測項目の拡充を進めた結果，常時観測火山については以前に比べ大幅な進展が見ら

れている。今後も，多様な火山現象をもれなく観測するための観測項目の充実等を進める

必要がある。地震・火山現象を解明して予測につなげるために，長期的視点に立った継続

的な観測，観測対象を広げるための技術開発，低廉な通信網や観測機器や大規模データの

効率的処理手法の開発，得られたデータを蓄積し将来にわたって活用するためのデータベ

ース構築などを進めていく。 
  地震・火山噴火災害は地球規模の課題であり，特に低頻度の地震・火山噴火現象の特徴・

多様性の把握や災害研究を進める上では，国際的な視点に立って研究を実施する必要があ

る。国際的なデータベースフォーマットにも対応していく必要がある。 
  地震や火山噴火が避けられない我が国においては，災害に対する強靱な社会の実現とそ

の持続が求められる。次世代を担う若手研究者や技術者，防災業務・防災対応に携わる人

材を継続的に育成するため，長期的な視点に立った取組を幅広く行う。 
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Ⅱ．本計画策定の基本的な考え方と計画の概要 

 

１．本計画策定の基本的な考え方 

 平成31年度に始まった「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」で

は，地震・火山現象の解明と発生予測を目指す観測研究に加え，研究対象を災害誘因（災害を

もたらす外力としての地震動，津波，火山噴出物，地滑りなど）の予測に拡げるという第１次

計画の方針を維持しつつ，新たに地震・火山の防災リテラシーの向上に関する研究にも取組，

減災への積極的貢献を目指した。従来からの参加分野である理学分野と，第１次計画から新た

に加わった工学，人文・社会科学分野との分野間連携は，第２次計画を通じて一層強化された。

その結果，地震・火山現象の発生予測に関する研究だけでなく，その成果を活かして災害の軽

減に貢献するという本研究計画の目的を目指した研究が着実に進められた。しかしながら，地

震・火山現象は複雑かつ多様であり，その予測には解決すべき課題が未だ多く残されている。

また，防災リテラシーの向上に関する研究は，新たな知識体系の構築が進められつつあるが，

その確立及び実践手法の開発・改良に向けた努力も引き続き必要である。 

 本計画では上記を踏まえ，第１次計画で示された中長期的展望も念頭に置きながら，地震・

火山現象の科学的理解，それらに伴う災害誘因の予測や災害発生の仕組みの理解，得られた知

見を災害軽減に役立てるための方策に関する各種研究をさらに深化・発展させる。社会におい

てその成果が実際に利活用されてこそ災害の軽減につながることを意識し，目標を明確にして

その達成を目指す。その方策の一つとして，本計画では分野横断で取り組む「総合的研究」を

計画の項目に据え，理学，工学，人文・社会科学が効果的に連携できるよう体制も充実させる。

さらに，社会の課題解決に向けて着実な成果の創出が期待できる研究項目については「重点研

究」として特に力を入れる。第１次計画から開始した二つの共同利用・共同研究拠点による拠

点間連携共同研究の枠組みは，本計画を円滑かつ効果的に進める上で不可欠である。また，本

計画の研究成果が行政機関等で将来的に有効活用されるには，関係各機関との緊密な連携も重

要であるため，これらに必要な体制の整備を行う。このほか，研究基盤となるシステムや技術

の開発・整備，国内外の関連研究分野との連携強化，社会への研究成果の還元，次世代を担う

人材の育成等については継続的な取組が必要となる課題であり，本計画においても長期的視点

に基づいて様々な角度からの展開を試みる。 

 以上の基本的考え方に基づき，次の構成で本計画を実施する。 

 １．「地震・火山現象の解明のための研究」 

 ２．「地震・火山噴火の予測のための研究」 

 ３．「地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」 

 ４．「地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究」 

 ５．「分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究」 

 ６．「研究を推進するための体制と観測基盤の整備」 
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２．本計画の概要 

 ２－１．地震・火山現象の解明のための研究 

  地震・火山現象の発生予測や災害誘因予測の高度化を実現するためには，それらの根本的

理解が不可欠であるが，地震・火山現象は幅広い時空間スケールを持ち複雑で多様であると

いう特徴を持つ。そのため，機器による近年の記録だけでなく，歴史学・考古学・地形学・

地質学に基づく発生履歴や規模等の諸特性に関する情報も合わせた長期間かつ広範囲のデ

ータの収集・分析を通して，多様な地震・火山現象の把握を進める必要がある。第１次計画

から史料・考古データの収集・整理を開始し第２次計画でも順調に進めてきたほか，多項目

のモニタリングや共通の観測・解析手法に基づく比較研究が有効であることが示された。本

計画ではそれらの調査研究を継続しつつ，情報の量だけでなく，理学・工学の研究者と歴史

学・考古学の研究者の協働により，過去の現象に関する情報の質の向上にも力を入れる。こ

のように様々な手法で収集される多様な時空間スケールのデータを活用した，地震・火山活

動の発生機構の解明，発生場の理解，及びそれらのモデル化を，引き続き基盤的研究として

着実に実施し，災害予測手法の高度化へとつなげる。 

  

 （１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合 

  長期間における地震・火山現象とそれに伴う災害をできる限り正確に把握するために，第

２次計画までに進めてきた史料・考古・地形・地質データの収集と解析を継続するとともに，

データベースの改訂や機能拡充を行う。また，これまで独立に整備されてきたデータベース

間に連携機能も持たせてさらに使いやすい形に発展させることにより，文理融合の総合知で

精度の高い地震像・噴火像に迫ることを目指す。 

  

 （２）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明 

  機器による記録のない過去の事象を取り扱うことが可能な研究手法として，史料・考古デ

ータの分析や，地形・地質学的調査，地質試料の分析・実験等を実施し，低頻度かつ大規模

な地震・火山噴火の発生履歴，準備過程，発生過程に関する情報をできるだけ定量的に収集

する。また，こうした事象に伴う災害誘因である，地震動や火砕物飛散等の現象を，数値シ

ミュレーションなどを用いて解明する。 

 

 （３）地震発生過程の解明とモデル化 

  断層面やその周辺におけるひずみの蓄積，地震時の断層破壊過程，地殻及びマントルの変

形や変形様式の不均質性，地震活動の階層性等に関する研究を通して，地震の発生過程の解

明を進める。海域・陸域の地球物理・地球化学的観測，野外観察，室内実験や数値シミュレ

ーションなどを通して，断層面の摩擦特性や地殻流体の挙動等に関する理解を深め，地震発

生サイクルモデルの高度化を進める。 
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 （４）火山活動・噴火機構の解明とモデル化 

  物理・化学的理解に基づく火山活動の推移や噴火現象のメカニズムの解明は，定量的評価

やモデル化の過程を通じて現象予測の基礎となる点で重要である。本計画でも第２次計画に

引き続き活動的火山における多項目観測や比較研究に取り組む。また，地球物理・地球化学

的観測だけでなく，地質調査，試料分析，数値計算，室内実験，衛星データの活用など多様

なアプローチにより，メカニズム解明とモデル化に関する成果の創出を目指す。 

   

 （５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

  プレート境界域と海洋プレート内部，陸側プレートの地殻及びマントル内の地震発生域，

火山地域等，地質学的な特徴に応じて，震源分布・構造・応力場・ひずみ場・物質分布等を，

地球科学的観測と調査，室内・数値実験により明らかにするとともに，これらのモデル化を

進める。また，地震と火山現象の相互作用ならびに場の統合的理解についてもこれまでの観

測データや知見を活用しながらモデル化への進展を図る。 

   
 ２－２．地震・火山噴火の予測のための研究 

  地震や火山噴火の発生・活動推移予測技術は未だ実用的な段階とはいえないものの，第２

次計画までに発生機構の理解やモデル化の研究では推移予測につながる多くの成果が上が

っている。また，史料・考古データに基づく知見が増えたことに加え，高時間分解能・高品

質の膨大な観測データも日々蓄積されている。本計画では，これらを最大限に活用し，多様

なアプローチによる科学的な予測手法の開発とその有効性の検証を進める。現状で予測が難

しい対象については，観測データの定量的評価手法の開発に取り組み，予測に資するモデル

の構築を目指す。 

 

 （１）地震発生の新たな長期予測（重点研究） 

  従来の地震長期予測は，主に地形・地質データや史料・考古データから得られる地震活動

履歴に基づき行われてきた。第２次計画では，海陸の測地データ，地震活動データ，数値シ

ミュレーションなどを活用した新たな予測手法の開発に取り組み予察的な成果を得た。ただ

し，地震調査研究推進本部の施策への反映には未だ至っていないため，この成果をさらに精

緻化して将来の実装を目指す必要がある。本計画では，長期予測の実用化に向けた重点研究

と位置づけ，史料・考古・地形・地質データの収集・解析によって得られる地震発生履歴に

基づく長期予測に加えて，測地観測や地震活動データ，室内実験，数値シミュレーションに

基づいた物理過程を考慮した長期予測モデルの開発に取り組む。 

  

 （２）地震発生確率の時間更新予測 

  観測データが新たに追加されるたびに，地震発生確率を逐次更新して予測する手法の開発

と改良を行う。物理モデルに基づく方法として，種々の地殻活動観測からプレート境界や断
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層面の状態を推定し，データ同化に基づく予測に貢献する。観測データそのものから確率予

測を行う経験的手法として，客観的アルゴリズムによる予測試行を通じたモデルの改善のほ

か，網羅的な先行現象検出方法の開発に加え，機械学習等を活用した先行現象の探索に関す

る研究にも取り組む。また，予測情報の社会的有用性についても検討する。 

   

 （３）火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行（重点研究） 

  既に気象庁による噴火警戒レベルの判定基準等にも観測データに基づく評価が幅広く取

り入れられている現状を踏まえ，本計画では「定量的評価」と「予測の試行」を重点研究と

位置づけて推進する。第２次計画の取組により，定量的な予測の基礎となるモデルが既に提

案された火山については，観測データに基づいた予測の試行や，過去データを用いた検証，

及びそれらを通じたモデルの改良に踏み出す。一方，その前段階にある火山については，予

測の基礎となる火山活動の定量的評価またはその手法開発などを進める。 

 

 ２－３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

  地震や火山噴火に伴う地震動や津波，火山噴出物，地滑りなどの災害誘因と，自然や社会

に潜在的に存在する脆弱性などの災害素因の組み合わせや相互作用により，様々な規模・様

相の災害が発生する。そのため，災害誘因の評価や予測は，具体的な災害を想定する上で必

要不可欠である。本計画では，第２次計画までの災害誘因予測研究の発展を踏まえ，地震に

伴う災害誘因については事前評価と即時予測に分けて手法の高度化を進め，火山噴火に伴う

災害誘因については「災害誘因評価手法の高度化」という括りで，いくつかの事象に特化し

て取り組む。また，災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究を実施し，研究成

果を防災対策の推進に効果的に結びつけることを目指す。なお，拠点間連携共同研究の枠組

みも積極的に活用し，理学的アプローチを主軸とした地震学・火山学と，自然災害に関する

総合防災学とを連携させて実施する。 

 

 （１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化 

  強震動，津波，地滑り，地盤変状など，大地震に伴う災害誘因を事前に高精度に評価する

手法を開発する。強震動の事前評価では，精緻な地下構造モデルや複雑な断層破壊過程を考

慮することで従来の評価手法の改良や高度化に取り組む。津波の事前評価では，最新の津波

堆積物調査や歴史地震の調査の知見を取り入れる。地滑りや地盤変状の事前評価では，その

準備過程を捉えるモニタリングに基づく予測も視野に入れ実施する。また，大地震による災

害リスクの事前評価手法の開発では，震源から構造物に至る強震観測の連携研究等を推進

し，建物被害や人的被害のフラジリティ評価を取り入れるこれまでの取組をさらに発展させ

る。 

 

 （２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化（重点研究） 



18 

  地震が発生した直後の強震動と津波の即時的予測手法を開発・高度化する。第２次計画で

は，観測データを数値シミュレーションに同化させることで予測精度や即時性を向上させる

研究が大きな成果を上げた。本計画ではその方向性をさらに発展させつつ，単点・複数点の

観測量に基づく不確実性を含めた予測手法や，海陸のリアルタイム観測データと機械学習を

活用した予測手法の高度化，地面の揺れのみならず建物被害を予測するための研究にも取り

組む。また，行政機関等と研究機関の連携を重視し，防災実務での活用につながるような基

礎技術開発を行う。 

 

 （３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 

  火山噴火には，火砕物の飛散や流出，溶岩流，土石流，山体崩壊，地滑り，津波，火山ガ

スなど，多種多様な災害誘因が想定される。これらの事象を数値計算で再現・実験する手法

は既にある程度開発されているが，本計画ではそれらをベースとした災害誘因評価手法の高

度化を進める。その際，実データの取得を通じたモデルの検証も含め，特に，火山灰，火山

礫，土石流，泥流等の評価手法に焦点を絞って研究に取り組む。 

 

 （４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究 

  災害のリスク評価は，発災前の人々の行動のみならず，現場における応急対応や避難，復

興等のあらゆる局面における判断に大きな影響を与えるため，その情報の伝え方は特に重要

である。また，地域住民，自治体，観光客，登山者など，受け手に応じた効果的な情報提供

方法についても研究する必要がある。地震学・火山学が提供する防災情報は必ずしも社会の

ニーズに整合していない現状を踏まえ，不確かさを含んだ災害誘因予測やリスク評価を効果

的に防災・減災につなげるための情報提供の方法を研究する。 

 

 ２－４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

  災害を軽減するためには，地震・火山現象に関する自然科学的理解や災害誘因の予測，リ

スク評価を行うことに加え，災害の発生に深く関係する人間の自然認識・行動や社会構造を

理解し，人間の行動変容に働きかけることが必要である。第２次計画では，地震・火山噴火

災害に対して適切な防災対策や避難行動をとるために必要となる知識とそれらを活用する

能力を「防災リテラシー」と定義し，これを効果的に向上させる手法に関する研究を開始し

た。本計画では，防災リテラシーの構成要素を検討するとともに，その体系化，理論化に力

を入れ，災害に対する社会的脆弱性をいかに克服できるかという視座をベースに，人文・社

会科学を中心とした研究を進める。災害誘因と災害素因の関係性に着目した災害発生機構の

解明にも引き続き取り組む。防災リテラシー向上に資する実践的な教育・研修プログラムの

開発と検証を行い，地域の行政機関やステークホルダー等との共同を通じて，社会の共通理

解の醸成と防災リテラシーの向上を図る。 
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 （１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

  地震，津波，火山噴火の災害事例の分析を基に，地震動や津波，火山噴出物などの災害誘

因が，暴露人口，建造物や社会の脆弱性，防災・復興計画などの社会素因に対してどのよう

に作用し被害をもたらすのか，という視点から災害発生メカニズムの解明を進める。また，

地域の行政機関やステークホルダーと連携し，防災・減災施策の検討を行い効果的提言に資

する要素を抽出する。 

 

 （２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

  災害の発生を抑止または軽減する対策を考えるために必要な情報と要素を明らかにし，体

系化を進める。不確実性を含む災害誘因に関する情報が住民に与える影響を解明し，モデル

化を目指す。リスクコミュニケーションのツールや，社会の共通理解となる枠組みとして実

践的な防災リテラシー研修プログラムの開発または効果検証に活用する研究への展開も指

向する。 

 

 ２−５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 

  第１次・第２次計画では，地震・火山噴火の災害科学としての重要性が特に高いテーマに

ついて，複数分野の連携の枠組みで総合的研究を進めてきた。そのいくつかについては具体

的かつ大きな成果が得られている。そこで本計画では，研究の方向性をより明確化した上で，

この枠組みで取り組む研究を拡充すべく，以下の６項目を実施する。 

 

 （１）南海トラフ沿いの巨大地震 

  前計画までの南海トラフ巨大地震に関する分野横断総合研究をベースとして，巨大地震に

伴う複合型災害の軽減に向けた学際研究に発展させ，リスク評価のスキームを具体化して提

示することを目指す。観測記録に基づくプレート間固着や，通常の地震からスロー地震に至

る広帯域の地震現象に関する研究，震源モデルに基づく地震・津波波動場に関する研究，構

造物の脆弱性も考慮したリスク評価，自治体や住民との連携を通じたリスクコミュニケーシ

ョンの研究も進める。この項目の実施にあたっては，前計画と同様に拠点間連携共同研究の

枠組みを積極的に活用し，他の関連プロジェクト等との連携も考慮する。 

 

 （２）首都直下地震 

  首都圏直下で発生する大地震は，我が国の政治・経済の中心である首都圏特有の問題をは

らみ社会的影響が甚大な災害をたらすことが想定されるため，首都直下地震による災害を軽

減するには，地震の発生確率や規模の予測，被害の予測，避難計画や復旧計画の作成に資す

る研究など多角的な取組が必要である。本計画では，過去の震災再調査や，現状の課題抽出

を行い，震源像を明らかにする研究を通じて，長期予測や被害想定等の科学的な根拠を提示

する。また，想定地震に対する地震動の推定を行い，情報伝達手法開発や避難経路推定，構
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造物の健全性判定，災害対応訓練などにも活用する。経済的中心地となっている他の都市圏

で起こる大地震に関する知見も，首都直下地震の災害研究に活用する。 

 

 （３）千島海溝沿いの巨大地震 

  千島海溝沿いでは従来から巨大地震が繰り返し発生している。地震本部はM8.8程度以上の

地震の発生が切迫と評価し，中央防災会議は日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震で膨大な数

の死者が発生する想定を示した。その災害の軽減に向けた総合研究を実施する。地域防災力

の向上を目指し，GISやICT技術を活用した避難行動分析や地域性を取り入れた防災教材に関

する研究，海陸における諸観測や津波堆積物に基づく地殻活動の把握と震源の多様性の評

価，津波や地震動の事前・即時予測の高度化などについて，前計画の取組を発展させる。本

計画では新たに，北海道・三陸沖後発地震注意情報に関する社会調査や，地震・津波災害の

地域産業への影響評価など，社会心理・経済的視点からの災害軽減の研究にも取り組む。 

 

 （４）内陸で発生する被害地震 

  過去に発生した被害地震の多くが陸域で発生していることに鑑みれば，内陸地震が社会に

与える影響はプレート境界型大地震と比べても決して小さくない。そこで本計画では，これ

まで総合的研究として取り組まれてこなかった陸域で発生する被害地震を新たな総合的研

究の対象とする。内陸域の大規模地震や群発地震の発生要因，強震動発生メカニズム，歴史

地震の研究を通じて，対象地域の地震シナリオを提示し，強震動等の災害誘因予測を目指す。

また，浅部地盤構造調査や構造物モニタリング調査に基づき，リスク評価手法の研究にも取

り組む。さらに，社会との情報共有によるリスク低減の方法も検討する。 

 

 （５）大規模火山噴火 

  大規模噴火の想定に基づき広域避難計画が立案されつつある桜島及び富士山を対象とし

て，現象解明から避難や帰還に関わる課題までをも視野に入れた総合的研究を行う。大規模

噴火の予測に資するマグマ供給系の理解と活動推移シナリオの構築，大規模噴火時の観測手

法・通信手段の開発，大規模噴火に伴う災害誘因の予測手法と広域避難の意思決定プロセス

の検討，広域避難時に自治体間連携を要する政策課題の抽出，避難後の被災地への帰還や移

住のための意思決定のあり方などの研究に取り組む。また，住民参加型のワークショップを

通じたリスクコミュニケーション手法の開発研究も一体的に進める。 

 

 （６）高リスク小規模火山噴火 

  観光地化した火口域からの突然の噴火は，小規模でも大きな災害となりうるが，予知手法

は確立していない。小規模噴火の発生履歴が不詳の火山が多いことに加え，火山ごとの特徴

や履歴の相違，土地利用状況，さらには噴火リスクに対する人々の知識・考え方にも地域差

があり，効果的な情報提供方法を研究する必要がある。第２次計画の総合研究における検討
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に基づき，本計画では登山者・観光客への影響が主となる小規模な噴火や火山現象に特有の

問題を分野横断的に取り扱う。小規模噴火の履歴調査に基づく発生頻度の評価，各種観測を

通じた危険性評価手法の開発・改良を進める。観測情報・防災情報の効果的な発信・伝達の

あり方を検討するため，主たる研究対象となる火山において地元自治体や地域住民を交えた

シンポジウムも企画し，総合研究の成果共有やさらなる課題抽出のための意見交換の場とす

る。 

 

 ２－６．研究を推進するための体制の整備（計画推進のための体制と観測研究基盤の整備） 

  地震・火山のモニタリングや調査を通じて蓄積されたデータは，未知の現象の発見や発生

過程の理解を進展させるとともに，国民に地震・火山現象の現況を報せその安全を守ること

にも大きく貢献している。これらのデータは本計画の推進に必要不可欠な要素であることか

ら，観測の安定的継続及びデータの流通や利活用を促進するための環境整備を進める。その

際，センシング技術や情報科学等，関連研究分野の最新の成果も積極的に活用する。本計画

に参加する機関や研究者は多数に及び，研究分野は多岐にわたることから，効果的・効率的

な研究実施体制を引き続き整えていく。また，防災行政機関などの関係各機関との情報交換

や連携を図ることは，研究成果の社会還元という観点のみならず，基礎研究に対する社会の

ニーズを汲み取る上でも重要である。さらに，本計画が目指す災害軽減に資する観測研究に

は持続性が求められるため，長期的な視野に立った人材育成の取組を幅広く進める。 

  

 （１）推進体制の整備 

  本計画が適正かつ着実に実施されるよう，進捗状況の把握と研究成果の取りまとめを行

う。計画の参加機関の連携を促進し効率的・効果的に計画を推進する。本計画による研究成

果・技術が災害軽減の施策や業務に反映されるよう，災害・防災対策に係る社会ニーズを的

確に把握することに努めつつ，行政機関の業務・施策や地震本部等の進める要請研究との役

割分担を意識し，技術的・制度的・組織的な連携を重視して進める。また，中長期的視点に

立った安定的な火山観測体制及び研究推進体制のあり方について検討を進める。さらに，第

１次・第２次計画において研究分野間の連携を促進する仕組みとなっている拠点間連携共同

研究を本計画でも引き続き活用し，発展させる。 

  

 （２）観測研究基盤の開発・整備 

  本研究計画の成果は，長年にわたり整備が進められてきた観測基盤からのデータに負うと

ころが大きい。発生頻度が低い大規模な地震・火山噴火の解明のためには長期にわたる観測

データの蓄積と流通は特に重要であるため，本計画でも行政機関，研究開発法人，全国の大

学が協力して観測基盤の着実な運用と計画的な整備を進めていく。一方で，先進的で新たな

観測手法・機器の整備だけでなく，既存の観測基盤について効率的な観測技術の開発や持続

可能な観測体制の実現に資する低廉な通信網や観測機器，大規模データの効率的処理手法の
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開発にも注力する。また，データの多様化に対応するため，非専門家でも扱うことのできる

解析ツールの開発や，専門外の研究者であっても活用できる段階まで処理が済んだ一次処理

データの公開体制の構築なども引き続き推進する。 

   

 （３）関連研究分野との連携強化 

  文理融合の総合知を地震・火山噴火の災害軽減に役立てるために，理学，工学，人文・社

会科学が，引き続き研究分野間の相互理解に努め，連携をより一層強化しつつ計画を進める。

また，機械学習の適用やデータ取得の効率化などデジタルトランスフォーメーションの一層

の取り込みを意識しつつ，工学系研究者や計算科学研究者の参画など関連分野との連携強化

を通じた学際的研究を積極的に推進する。 

 

 （４）国際共同研究・国際協力 

  地震・火山災害は国内に限らず世界各地で発生することから，国際的な防災・研究機関と

の連携を通じた組織的な情報収集を進める。また，国際共同研究や国際共同事業を通じて研

究事例を増やしそれらを共有することにより，地震・火山噴火とその災害に関わる学理や技

術の発展を促進する。さらに，本計画の研究成果を活用し，開発途上国における地震・火山

災害の軽減に貢献する体制の維持・整備にも協力する。 

 

 （５）社会への研究成果の還元と防災教育（社会との共通理解の醸成と防災教育） 

  地震・火山災害に関する社会との共通理解を促進するため，様々な方法によるコミュニケ

ーション活動を積極的・組織的に展開する。その際，本計画の防災リテラシー向上のための

研究成果を活用して，地震・火山災害に関する知識や，災害軽減の対策に必要な知識を社会

に効果的に伝える工夫をする。また，本計画の研究で得られた専門的な成果についても，市

民にも分かりやすく伝える機会を設ける。 

 

 （６）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

  地震や火山噴火が避けられない我が国においては，それらによる災害の軽減や，災害に対

する強靱な社会の実現と持続が求められる。そのためには，幅広い分野における研究の進展

に加え，安定的な監視観測の維持・発展を担う人材や，関連分野の研究を推進する人材，防

災・減災施策の立案や実施に関わる人材など，次世代を担う若手研究者や技術者，行政担当

者の継続的な育成が欠かせない。また，専門教育を受けた人材が，防災や科学技術に関わる

行政や企業活動，教育に参与することも，持続的な社会を築く上で重要である。さらに，国

による大学院生や若手研究者の支援施策の拡充は大きな効果が期待される。本計画では，関

係機関における専門職ポストの確保や研究員等の枠の充実に努めることは勿論，多分野の協

力による幅広い知識やスキルの教育，情報収集や交流を通じた多様なキャリアパスの開拓，

大学院進学者を増やす活動など，長期的な視点に立った取組を幅広く展開する。こうした活
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動にあたっては，次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト等，本計画と関連が深い事業

との連携もこれまで以上に積極的に進める。 
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Ⅲ．計画の実施内容 

 

１．地震火山現象の解明のための研究 

 地震・火山災害を軽減するためには，地震・火山現象の根本的な理解を深めることが重要

である。過去の地震や火山噴火の規模・発生場所・発生履歴，地震・火山現象の物理・化学

過程や，地震発生場の構造，応力，変形などに関する研究を進め，低頻度・大規模な地震や

火山噴火が発生する仕組みを解明する。一旦発生すれば甚大な被害をもたらすこれらの現象

に関しては，史料・考古・地形・地質データ等の収集・統合・解析を進めて機器による近年

の記録との比較研究を行うことで，その特徴や多様性を把握する。また，地震・火山噴火の

発生予測やそれらが引き起こす災害誘因の予測を高度化するために，先進的な観測・データ

解析・モデリング・実験等に立脚した地震・火山活動の発生機構それらを支配する場の解明

とモデル化を進める。 

 

（１）史料・考古・地形・地質データ等の収集と解析・統合 

 地震・火山噴火現象に関係する過去の事象を分析・理解し，現在の状況の把握，ならびに

将来の活動推移の予測に資するために，史料，考古資料，地形・地質の調査等から得られた

情報を活用する。現存する膨大な史料の中から地震・火山活動関連史料を収集し，文献とし

ての信頼性を評価しつつ整理し，信頼性の情報が付与された史料データベースを構築する。

考古情報については，これまでに公開されている10万冊以上に及ぶ遺跡発掘の調査報告書か

ら，地震・火山現象に関連する遺物や液状化等の災害痕跡などの資料を収集し，データベー

ス化を継続する。地形・地質情報については，活断層の位置，形状に関する情報の取得と，

過去の活動履歴・地震規模の解明を行う。また，地震・津波に伴う地形・地質学的痕跡を調

査し，データの収集・整理・解析手法の高度化を行う。火山噴火に関しては，地形・地質調

査により活動的火山の噴火堆積物等の基礎データを蓄積するとともに，海底火山や海洋底の

調査も行い，地質・岩石学的データを収集・整理する。さらに，これらの地形・地質情報に

関するデータベース化を進め，史料や考古資料のデータベースとの統合を図り，分野融合的

な分析を促進する。 

 

ア．史料の収集・分析とデータベース化 

○大学は，地震・火山関連史料集のデータベースを拡充する。史料に現れる地名に位置情報

を与え，データの統合や関連するデータベースとの連携，可視化を図る。また，既刊の地

震史料集に収録されていない地震・火山関連史料を収集・追加し，データベース化にあた

っては校訂作業や再評価を行い，史料の信頼性に関する情報を付与する。 

○大学は，これまで主に用いられてきた文書や日記のほか，年代記など多様な史料に注目し，

災害史料学の視点で分析する。分析にあたっては，地震・火山噴火の直接記録だけでなく，

地形・天候などの環境情報も収集し，複合災害の発生メカニズムの解明につなげる。 
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○大学は，現代とは異なる社会状況の下で発生した災害のなかでの人々の行動や復興などに

関する検討を進める。 

○大学は，過去に同じ地域で繰り返し発生した巨大地震の相違点を明確にし，その地震像解

明を目指す。また，史料表現の定量化・数値化の手法を改善し，大地震や中小地震も含め

た歴史地震カタログの作成に取り組み，歴史上の地震活動の時空間分布を明らかにする。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

○奈良文化財研究所は，「歴史災害痕跡データベース」を基盤として，考古発掘，地質調査

から発見される地震・火山噴火災害の痕跡や，歴史資料に見いだされる災害記録について，

書誌資料及び調査現場からの情報集成を進める。考古学，民俗学，地形学，地質学などの，

より広範な関連分野のデータとの統合的検索を可能にし，過去の地震・火山活動の実態や

災害発生メカニズムの解明に資するデータベースの拡充構築を進める。 

 

ウ．地形・地質データの収集・集成と文理融合による解釈 

○大学は，日本列島を高精度でカバーする活断層の統合トレースデータを作成・公開し，順

次更新する。活断層の変位様式・活動性などのメタデータの付加など将来のデータベース

拡充に向けた検討を行う。未知の活断層の抽出を含むトレースデータの更新及び活動性の

解明に向けた手法開発にも取り組む。また，相模トラフおよび南海トラフ周辺海域におい

て，主に海底地形に基づいて海底活断層の分布と変位様式を解明する。 

○大学及び海洋研究開発機構，産業技術総合研究所は，津波堆積物の調査を通じて津波堆積

物の認定・対比手法の確立や，年代決定手法の改良を進め，過去の地殻変動の調査，及び

関連する史料の調査と合わせ，津波をもたらした海溝型巨大地震及び日本海の大地震の発

生履歴とその規模の解明を進める。同時に，既存の津波堆積物データの再検討に加え，国

内外での堆積物調査を実施する。 

○産業技術総合研究所は，津波による浸水履歴情報や活断層データベースを整備・更新する。

また，国内外での活断層調査から地震時変位量等に基づく過去の連動型地震復元手法を改

良し，さらに発展させる。 

○大学及び山梨県富士山科学研究所は，火山噴火の規模，継続時間，爆発性，噴火活動の推

移を評価する上で重要となる噴出量等の基礎データを収集・整理する。特に，噴出物の岩

石・鉱物学的解析からマグマ溜まりの深度・温度・含水量等の情報を得る。また，各堆積

物の噴火年代，様式推移，噴出量等のデータを基に噴火履歴を高精度で解明し，噴火事象

系統樹を精緻化する。 

○産業技術総合研究所は，火山活動の評価と予測のための基礎データとして，日本列島の活

動的火山の噴火履歴を調査し火山地質図の整備を進める。高分解能の噴火履歴情報を得る

ために，若い火山噴出物に対する効率的かつ高精度な年代測定手法を開発する。 

○大学は，前近代の古絵図や古地図を整理し，これらに基づいて過去の地形の復元を進め，
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災害の発生状況をより詳細に解明する。現在の災害において過去の地形がどのように影響

を及ぼすかを解明するとともに，将来の災害の可能性や，その危険性を周知するための手

法も検討する。 

 

（２）低頻度かつ大規模な地震・火山噴火現象の解明 

 歴史地震研究や史料に基づく火山噴火研究の成果と，考古学・地形学・地質学や地震学・

火山学の最新の知見とを総合的に分析することによって，歴史上の地震・火山噴火現象の規

模・発生場所や発生履歴を高精度で推定する。地震については，国内外の事例について機器

による観測データを解析し，その特徴を手がかりに地震像や発生機構の理解を進める。特に，

千島海溝や日本海溝，伊豆小笠原海溝，南海トラフ，琉球海溝沿いの巨大地震に関する研究

を優先的に実施する。火山噴火に関しては，カルデラ噴火も対象とし，地質学・岩石鉱物学

及び年代学的手法を駆使して，活動的火山の噴火履歴・推移及びマグマ供給系の進化過程を

高い時空間解像度で明らかにする。 

○大学は，史料から得られる地震・火山噴火やそれらに伴う地形変化などの情報を軸に，関

連分野の情報や最新の知見を取り入れて総合的に分析し，歴史上の巨大地震・大地震や火

山活動の詳細かつ高精度での把握を目指すとともに，地域の災害史など長期的な視点での

分析を行う。また，南海トラフ沿いや西南日本の内陸部など，過去に繰り返し大規模な地

震や津波が発生した地域について，海外の史料を含めた新資料の発掘にも努める。 

○大学及び産業技術総合研究所は，日本列島周辺の海溝沿いで発生する低頻度大規模地震に

ついて，津波堆積物や海岸地形などの地質学的調査により，発生履歴や過去の地殻変動，

津波波源，メカニズムを解明する。 

○大学及び防災科学技術研究所は，巨大地震の発生との関連を解明するために，千島海溝，

日本海溝，伊豆小笠原海溝，南海トラフ，琉球海溝等における地震活動や震源過程，海底

地殻変動等を調査する。 

○大学は，霧島山や浅間山等での，プリニー式または準プリニー式大規模噴火を対象として，

噴煙柱から火砕流や溶岩噴出への変化など，噴火様式の遷移を地質学的に明らかにする。

また，噴出物の物質科学的情報や理論モデルに基づいて，マグマの蓄積条件や上昇過程を

含めた噴火様式遷移の物理・化学的要因を明らかにする。 

○大学及び産業技術総合研究所は，屈斜路，十和田，阿蘇，姶良等のカルデラ火山を対象と

して，中長期的なマグマ供給系の進化過程を明らかにするための物質科学的研究を行う。

また，屈斜路等のカルデラ火山においては放射非平衡分析を軸とした解析を進め，大規模

珪長質マグマ供給系が再活性化する要因や，次の巨大噴火に向けた現在の準備状況を明ら

かにする。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

 先進的な地球物理的観測及びデータ解析，モデリングによって，プレート境界における詳
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細なひずみの蓄積・解放過程を把握し，海溝型地震とその発生場に関する理解をさらに深め

る。また，地震発生サイクルにおける種々の現象を定量的に説明できる物理モデルを構築す

る。さらに，内陸地震断層およびプレート境界について，野外観察，室内実験，理論，シミ

ュレーション等による研究を通じて，脆性—塑性遷移領域における変形の不均質性の解明や

摩擦構成則の構築と地震発生過程の物理的理解を進める。 

○大学は，日本海溝沿いにおいて，観測の空白域となっている海域も含めてGNSS-A方式及び

海底間音響測距方式による海底地殻変動観測を行う。さらに，繰り返し地震と海陸測地観

測データも加えた断層滑りのモデリングによって，プレート境界の詳細な滑りの時空間発

展を把握するとともに，2011年東北地方太平洋沖地震の実相を明らかにする。 

〇国土地理院は，東北地方太平洋沖地震の余効変動のモデル化やスロースリップのモニタリ

ング手法の確立とその影響の除去手法の検討などを進める。それらを踏まえ，ブロック断

層モデルによる時間依存の地殻変動解析を通じて，広域にわたるプレート境界でのひずみ

の蓄積・解放過程を把握し，ひずみ収支の観点から海溝型地震の実相を明らかにする。 

〇大学は，広域的な外力応答も含めた全球的な変形および重力場の変化が計算可能な新たな

球体地球モデルを開発し，海底地殻変動観測や，低軌道衛星，光格子時計を用いた重力場

観測等の先進的な測地観測で得られるデータに適用することで，地震発生サイクルモデル

の高度化に貢献することを目指す。さらに，GNSS観測結果から海洋変動等による荷重変形

を除去する手法を開発し，スロースリップの検出手法を高度化する。 

〇大学は，変形・摩擦実験等に基づいて，海洋地殻及びマントルのレオロジーの解明，プレ

ート境界深部や脆性—塑性遷移領域における摩擦構成則の構築，滑り弱化プロセスの解明

を行い，断層帯における素過程の基礎的理解を進める。さらに，化学分析，変形実験，理

論解析に基づく熱・流体・空隙・滑りが相互作用する断層運動のモデル化と，粘弾性や熱

弾性を考慮した地震時滑り等のシミュレーション手法の高度化を行い，地震発生過程の物

理的理解をさらに進めるとともに，地震発生サイクルの中での様々な地震活動の推移を統

一的に理解できるモデルを構築する。 

〇産業技術総合研究所は，地質調査に基づいて内陸活断層深部の脆性—塑性遷移領域付近に

おける変形の不均質性を明らかにするとともに，岩石変形実験に基づいて断層帯内部にお

ける構造の形成・発展や力学的挙動を明らかにし，断層帯深部における変形の不均質性が

断層の挙動に及ぼす影響を解明する。 

 

（４）火山活動・噴火機構の解明とモデル化 

 火山活動・噴火を定量的に把握しモデル化を進めるために，地球物理学・地球化学・物質

科学を総合した多項目の観測・調査・分析を行う。これらの多項目データの統合的解析を通

じて火山活動と噴火のメカニズムの解明を目指す。また, マグマの流動・破砕・脱ガス・結

晶化などの素過程の実験研究や数理モデルによる理論解析を行い，火道内のマグマの振る舞

いから噴火様式の分岐条件を推定する。観測データを統合して火山活動度を定量的に評価す
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る手法の高度化を進める一方，既存データの再整理にも取り組む。 

○大学は，霧島山，阿蘇山，浅間山，伊豆大島等，海域を含む国内外の活動的火山を対象に，

無人航空機や人工衛星の利用も視野に入れた多項目観測を行い，噴火前から噴火終息後ま

で一連の火山活動の推移把握に努める。噴火発生の即時検知や機械学習を用いた地震タイ

プのリアルタイム分類の手法開発にも取り組む。また，観測データに基づく火山活動の定

量評価指標を試作し，多項目のモニタリングデータに適用する。 

〇大学及び産業技術総合研究所は，桜島，阿蘇山，霧島山，有珠山などの活動的火山や，過

去に様々な様式の噴火が発生した火山の噴出物を採取し，種々の岩石学的解析を行う。揮

発性成分の分析，減圧実験や高温高圧実験なども行い，爆発的噴火の強度や様式の変化を

支配する要因を明らかにする。新たな揮発性成分分析手法の開発や既存手法の高度化にも

取り組む。 

〇海洋研究開発機構は，無人自動観測システムと海底観測機器を組み合わせた海域火山観測

システムの開発を行う。また，主に伊豆小笠原海域を対象とした構造探査，火山体の海底

調査，岩石試料の採取を行い，海底火山活動の現状把握とマグマや流体の生成から噴火に

至る過程と様式の理解を深める。 

〇産業技術総合研究所は，活動的な火山において火山ガスの放出率と組成の観測・分析を行

い，観測の高頻度にも取り組む。大量の火山ガス放出を継続している火山については，噴

火様式の支配要因の一つである火山ガス放出過程のモデル化を行う。また，地下浅部に熱

水系が卓越する火山については，熱水系とマグマ性ガスの相互作用を明らかにする。 

〇防災科学技術研究所は，基盤的観測網やリモートセンシング技術等による多項目の火山観

測データを活用し，火山現象の発生機構の解明や火山災害を把握するための研究開発を進

める。また，既存の観測網を補完する機動的な調査観測を行うほか，火山ガスや火山灰等

の遠隔分析技術の開発を通じて火山現象の定量化を図る。さらに，室内実験や数値計算に

基づいた物理モデルによる火山活動及び火山災害の予測支援技術の開発にも取り組む。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

 地質学的環境の特性に応じて，プレート境界域と海洋プレート内部，内陸を含む地殻・マ

ントル内の地震発生域，火山地域に対象を分けて，震源分布・構造・応力場・ひずみ場・物

質分布等を観測と調査，室内・数値実験から明らかにする。プレートの沈み込み帯において

はプレート間滑りの時空間分布を，実験・物質科学的知見に基づき多様な滑り現象の条件・

要因を明らかにする。また，内陸域における構造と地殻内応力，地震活動の比較から，群発

地震と地殻内流体との関係に着目した研究を行う。火山周辺地域については，観測データの

解析と物質科学的研究，水文学的シミュレーションなどを統合し，熱水系および火山性流体・

マグマの供給系を解明する。海域から陸域までを包括した標準的な構造共通モデルや，コミ

ュニティ断層モデルの整備を行う。 
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ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

○海洋研究開発機構は，海底下の地震活動の現状把握と実態解明のために，広域観測データ

をリアルタイムで取得する海底地殻変動・地震活動観測技術システムを開発し，３次元地

殻構造や地殻活動，断層物性，地震活動履歴等に係る調査を行う。さらに，アジア太平洋

地域の地震・津波の実態解明と防災研究推進のための広域的な共同研究体制を構築する。 

〇大学は，日本及びニュージーランドにおける海域の地震・地殻変動観測を行い，プレート

間滑りの時空間分布を解明するとともに，地震活動や地震学的構造変化との関係を考察す

る。また，海底試料に基づく摩擦実験から多様な滑り現象の要因を明らかにする。 

〇大学は，海底地質学，地球物理学，地球化学などの分野横断的アプローチにより，巨大地

震を引き起こす海底活断層の構造や物性を解明するとともに断層の地震性滑りに影響す

る流体のモニタリングを行う。 

〇大学は，スラブ内地震の発生機構を解明するため，陸域下の二重深発地震面での地震活動

を精査しエネルギー収支を見積もるとともに，沈み込んだ後にスラブ内地震の発生場とな

るアウターライズ断層の活動様式と含水化の関わりを明らかにする。また，岩石変形実験

により，スラブ内部で起こる断層形成機構を明らかにする。 

〇大学は，日本海溝沈み込み帯周辺において海域及び陸域観測網のデータを活用した広域か

つ高分解能の構造解析を行い，浅部から深部までの構造不均質の全体像を明らかにし，日

本海溝沈み込み帯の地震発生場及び内部変形過程を解明する。 

〇防災科学技術研究所は，国内外の観測データから，地震ならびにスロー地震の検出，震源

決定，発震機構解，断層モデル等の推定を自動的かつ高精度に実施するための手法開発・

高度化を行い，逐次的なモニタリングによる地震カタログを作成するとともに，得られた

カタログについて，地震発生モデル構築および数値シミュレーションを行う。 

 

イ．内陸地震 

○大学は，断層帯強度不均質の実態を把握するため，稠密な地震・電磁気・GNSS観測を行う。

また，比抵抗構造と滑り分布・震源分布との比較により，過去25年間に発生した大規模な

内陸地震について，地下構造と破壊との関係を明らかにする。 

〇大学は，東北地方北部から北海道南部の海陸地域を対象に，地下構造の推定と広帯域地震

波形の特徴を抽出する技術を構築する。また，地震波速度変化の地殻ひずみに対する感度

解析を行い，内陸の微小地震活動やその発生場の時間変化，群発地震とその推移などとの

関係を明らかにする。 

〇産業総合研究所及び大学は，地震データを用いた応力インバージョンにより，日本列島全

域のテクトニックな応力場及びその時間変化を明らかにする。また，数値シミュレーショ

ンを併用した地震の最大規模評価や活動性評価手法の開発や，前震−本震−余震型や群発地

震型などのクラスター地震の発生における応力と間隙流体圧との関係を調べる。 

〇大学は，高密度な地震観測と地下構造探査により，群発地震発生域内の断層分布の解明，



30 

地殻内流体の分布・存在形態の解明，群発地震の発生パターンと地殻内流体との関係性の

理解を進め，推移予測モデルの構築を行う。 

〇大学は，日本と同様に沈み込み帯に位置するニュージーランドの陸域で地震観測を行い，

プレートの沈み込みや衝突による地殻・上部マントル構造の発達過程とその周辺で発生す

る地震の発生機構を調べる。 

〇大学は，強震動計算などの地震災害研究や，震源過程のシミュレーションなどの基礎研究

に幅広く活用することを目的としたコミュニティ断層モデルを構築し公開する。 

 
ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造の解明 

○大学は，水文学，測地学，地震学，電磁気学，地球化学，物質科学などの手法を用い，個々

の火山のマグマ供給系や熱水系の構造を明らかにする。また，光ファイバーを用いたDAS観

測を実施し，火山浅部の微細構造の推定等に資する観測の超稠密化や次世代化を進め 

○大学は，将来の火山モニタリングに資する研究として，海域火山活動の変色海水の組成観

測や土壌ラドン濃度連続観測システムの開発に取り組む。 

○大学は，火山近傍で発生する地震活動についてデータベースを作成し，火山活動と火山近

傍の地震活動との関連性を明らかにする。 

 

エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解とモデル化 

○大学は，地質学，地球物理学，地球化学の手法を組み合わせ，地殻・マントルにおける物

質分布，温度分布，地下構造，ひずみ分布，応力分布を明らかにし，地震活動，火山活動，

またそれらの相互作用についての統一的な理解を目指す。 

 

 
２．地震・火山噴火の予測のための研究 

 災害の軽減や防災対策の立案に貢献するため，地震・火山現象の科学的な理解に基づいた

地震発生の予測や火山現象の予測に関する研究を進める。地震発生の予測では，史料・考古・

地形・地質データ，さらに地殻変動・地震活動の観測データ，実験・数値シミュレーション

の結果に基づき新たな長期予測手法を開発し，国の長期評価等の防災施策に活用されること

を目指す。また，逐次追加される種々の観測データを地震発生の物理モデルあるいは経験的

な確率予測モデルに与え，大地震の発生及びその後の推移を定量的に予測する手法を開発・

改良する。火山現象の予測では，地球物理学的・物質科学的データについての定量的な評価

指標に基づいて火山活動・噴火を総合的に評価する方法を提示する。火山活動推移モデルの

構築が進んでいる火山においては，予測の試行を行い，手法を改良することで予測精度の向

上を図る。 

 

（１）地震発生の新たな長期予測（重点研究） 
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 主に史料・考古・地形・地質のデータに基づく過去の地震発生履歴を用いた従来の長期予

測では，最新の観測や実験・解析により得られる新たな知見が活かしきれていない状況にあ

る。そのため，この地震発生履歴に加えて，測地観測や地震活動データ，室内実験，数値シ

ミュレーションに基づいた物理過程を考慮した地震発生モデルの開発を通じ，新たな長期予

測手法の開発を目指す。海底地殻変動観測や地質調査を行いプレート間の状態を把握するほ

か，地震発生過程の断層スケール依存性を明らかにする室内実験，及び地震サイクルシミュ

レーションを実施する。また，地殻活動データに基づく内陸地震の長期予測モデルを高度化

し，既存の長期予測手法との融合を目指す。 

 

ア．海溝型巨大地震の長期予測 

○大学は，日本海溝沿いにおける地震発生履歴と近代観測による地震活動及び地殻変動の時

空間変化を再現する地震サイクルシミュレーションモデルを構築し，2011年東北地方太平

洋沖地震後のプレート境界地震の発生時期と規模の予測を試行する。 

○大学は，南海トラフ域において海底地殻変動観測や海底電磁気観測を実施し，プレート間

固着や間隙流体分布を明らかにすることで南海トラフ地震震源域の場の理解を進めると

ともに，過去の巨大地震の情報が少ない南西諸島海溝域のプレート間固着状態を明らかに

するための海底地殻変動観測を実施する。 

○防災科学技術研究所は，地殻変動や地震・津波等の多様な観測成果と室内実験から得られ

る知見を組み込んだ大規模シミュレーションによって，南海トラフ地震等の巨大地震の長

期予測の高度化に資する地震発生モデルを構築する。 

 

イ．内陸地震の長期予測 

○大学は，活断層帯を対象として，観測データを考慮した地震サイクルシミュレーション及

び動的破壊シミュレーションと，最近発生した地震の観測データや古地震についての地形

学・地質学的調査結果とを比較し，シミュレーションの検証及び改良を行う。 

○大学は，主に長大活断層系を対象に，詳細な変動地形解析に基づく古地震調査研究によっ

て，活動履歴の復元を行うとともに，断層のセグメント構造や変動地形，地下構造，地震

活動，応力場などに基づいた内陸地震発生モデルを構築する。 

○大学は，構造探査によるプレート構造の推定，震源断層モデルの推定や改訂，震源断層面

上に作用するクーロン応力変化の推定を軸とした，プレート間相互作用を考慮した物理モ

デルによる長期予測手法の開発を進める。 

○大学は，測地観測データや地震活動データに基づいた長期予測モデルの高度化を行うとと

もに，活断層の長期評価等も含めた複数の予測結果の結合方法を検討する。さらに，地震

やゆっくり滑り等の地殻活動の時間発展を考慮した予測手法の高度化も行う。 

 

（２）地震発生確率の時間更新予測 
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 観測データを地震発生の物理モデルあるいは経験的な確率予測モデルに逐次追加するこ

とで地震発生確率を更新していくことが目標である。物理モデルに基づくアプローチでは，

様々な地殻活動観測データからプレート境界や断層の滑り速度分布を推定，応力—滑りの構

成則に合うように応力・固着状態・摩擦パラメタを推定して，その延長として今後を予測す

るデータ同化の考え方に立脚する。観測データに基づく経験的アプローチでは，観測データ

を入力とする客観的アルゴリズムによる試行予測と検証を行い，予測アルゴリズムを改善す

る。先行現象を網羅的に検出する方法を開発するほか，機械学習等のデータ駆動科学の導入

により，人間の直感では気付きがたい先行現象も探索する。また，時間更新型の予測情報の

社会的有用性についても検討する。 

 

ア．地震発生の物理モデルに基づく予測と検証 

○大学は，繰り返し地震カタログ作成の対象地域を世界に広げ，プレート境界及び内陸断層

の固着状態を幅広い時空間スケールでモニタリングする。島しょ部の観測空白域での地震

観測も継続する。また，任意の場所の繰り返し地震活動を即時に把握できるシステムを構

築し公開する。 

○大学及び産業技術総合研究所，防災科学技術研究所は，地殻活動の継続的な観測を行うと

ともに，地震とスロー地震，ゆっくり滑りの検出手法を高度化して，カタログの解析帯域

及び解析項目，対象時空間を拡充する。さらに，他機関の定常観測データも用いてプレー

ト間の固着度をモニターし，それに基づく地震発生のシミュレーションモデルを構築する。 

○海洋研究開発機構は，新たに海域で得られるデータも用いて高精度化した地震発生帯の地

下構造モデルに基づき，地震の準備・発生過程のシミュレーション及び地殻活動の解析を

高度化する。また，データ同化手法を実データに適用して滑り推移予測を試行する。 

○大学は，プレート間の摩擦特性推定・滑りの推移予測を目指して，プレート形状・粘弾性

構造なども考慮したゆっくり滑りのデータ同化モデルを開発し，観測された測地データに

適用する。また，豊後水道周辺や琉球地域でGNSS観測を継続する。 

○大学及び海洋研究開発機構は，ゆっくり滑り発生域での構造探査・重力・電磁気観測など

から様々なスロー地震活動の時空間変化を支配する要因を解明し，物理モデルに反映させ

る。 

○大学は，摩擦の物理モデルを高度化して，地震やゆっくり滑り等の地殻活動に伴う応力載

荷レートの時間変化を反映した中期予測について，複数の地域でのシナリオを検討する。 

○大学は，繰り返し地震等を用いて階層的破壊の実像解明を進めるとともに，様々な環境で

の繰り返し地震を比較して繰り返し性の程度を支配する要因を探る。また，階層的構造場

の破壊シミュレーションを高度化して，現実的な地震サイクル計算を目指す。さらに，事

例解析に基づき，大地震の前震活動とゆっくり滑りの関連性を考察する。 

 
イ．観測データに基づく経験的な予測と検証 
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○大学は，各種先行現象候補に基づく試行予測と地震カタログの比較による予測能力評価を

継続・拡充する。電磁気・地球化学データについては独自観測及びデータ収集を継続する。

また，衛星観測など海外のグループが取得したデータも活用して国際共同研究を推進する。 

○大学は，機械学習などのデータ駆動手法も活用して，観測データの特徴づけと異常抽出の

手法を高度化する。また，複数の先行現象の情報を組み込んだ確率予測モデルを構築する。 

○大学は，比較的確立された手法による地震発生確率の時系列予測システムを用いて，予測

性能の系統的な事後的検証を行うとともに，その予測情報の社会的有用性について検討す

る。特に社会的影響が大きいと考えられる，中・大規模地震発生後の予測確率の推移は様々

な手法・事例について検討する。一方，将来の現象を予測する実験も組織的に継続すると

ともに，スロー地震や準繰り返し地震の統計的予測モデルを開発する。 

○大学は，測地データの機械学習や微小地震活動情報も利用してゆっくり滑りの検出手法を

高度化し，多数の事例に基づいてその後に大地震が起きる確率を求める。さらに，大地震

が起きた事例と起きなかった事例を比較する。 

○大学は，高速類似波形探索により同一地域での連続波形記録からクラスタ化した微小繰返

し地震を網羅的に検出し，その後に大地震が起きた場合と起きなかった場合を比較する。

また，既知の不均質構造を持つ試料を用いた室内実験データに対しても同様の解析を行う。 

○大学は，先行事象の詳細な分析，先行性と地学条件の関係，応力擾乱による地震トリガリ

ングとの比較，室内実験や物理モデリングなどを通して，先行現象のメカニズムを探る。 

 
（３）火山の噴火発生・活動推移に関する定量的な評価と予測の試行（重点研究） 

 地球物理学的観測によってこれまでに得られた過去数十年の観測データや過去の火山噴

火で得られた物質科学的分析データについて，観測・分析項目毎に定量的な評価指標を導入

する。これらの項目の指標を整理・統合することにより，火山活動・噴火活動の現況を総合

的に評価する方法を提示する。さらに，火山活動の分岐現象や噴火発生，噴火様式の変化，

噴火活動の終息についての予測方法の構築を図る。十分な観測データがあり火山活動推移モ

デルの構築が進んでいる火山においては，予測すべき火山現象・噴火現象を設定した予測の

試行を行う。一方，その前段階にある火山については，予測すべき事象や予測スキームの明

確化に努め，予測の基礎となる火山活動の定量的評価，またはその手法開発を進める。その

際，物理・化学観測だけでなく，噴出物モニタリングや，噴火履歴等の地質情報に基づく予

測も対象とする。 

○大学や気象庁は，火山近傍における地震・測地・電磁気学的な観測データや物質科学的な

分析データに基づいて，火山活動や噴火活動を定量的な指標で示す。それらの指標の時系

列を基に，火山活動の推移や噴火発生の予測方法の構築を図る。阿蘇山等十分なデータの

ある火山においては，試作した予測方法を適用して，火山活動の現況評価および噴火活動

の推移予測を試行する。 

○大学は，これまでに提案されている測地データ等を利用した火山活動評価方法を基に，将
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来の噴火発生の可能性を評価し，予測を試行する。 

○大学は，火山灰，火山ガス，地下水など火山活動に伴い地表へもたらされる物質の情報を

基に事象分岐判断に必要な物理・化学パラメータ（噴出量，噴出率，化学組成など）を高

精度で推定することで，火山活動推移評価への物質科学的データの定量的な活用を試みる。 

 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 地震・火山噴火による災害は，これらの自然現象が引き起こす地震動，津波，火山噴出物，

地滑りなどの災害誘因が，自然や社会に潜在する脆弱性などの災害素因に働きかけることで

引き起こされるため，災害誘因を正確に予測する研究を行う。災害誘因を事前に評価する手

法及び大地震による災害リスク評価手法の高度化を進める。災害誘因のうち，地震動，津波，

火山噴出物については発生後即時的かつ可能な限り高精度に予測する手法を高度化する。ま

た，情報の受け手側に配慮した災害誘因情報を効果的に発信するために必要な研究を進める。 

 

（１）地震の災害誘因の事前評価手法の高度化 

 断層運動の不確定性や，破壊の伝播効果などによる強震動の特性，断層のずれが地表に到

達する場合に生成される強震動の特徴などを従来の強震動評価手法に取り込むことで，強震

動の事前評価手法を改良する。津波堆積物調査，歴史地震データ，津波再検討などに基づき，

津波の事前評価手法を高度化する。また，強震動や津波，地滑りなどに起因する災害リスク

の評価手法に関する研究をさらに進める。地震動に起因する斜面崩壊・地盤変状に関しては，

地質調査や地球物理的観測等により，発生メカニズムを解明し，事前評価手法を開発する。 

 

ア．強震動の事前評価手法 

○大学は，地震被害を起こしうる大地震や巨大地震の震源特性を強震記録等により解析し，

時空間的に複雑な断層破壊過程と震源域の強震動特性の関係を明らかにする。また，過去

の地震の断層破壊過程の分析で得られた震源モデルから，将来発生する地震の広帯域強震

動予測のための震源モデル設定に有用となる情報を抽出する。 

〇大学は，幅広い周波数帯の地震動の高精度な評価を実現するため，平野や盆地の堆積層全

深度を対象とした深部地盤から，軟弱地盤等を含みうる浅部地盤までの地盤構造のモデル

を精緻化するとともに，より適切なモデル化手法を開発する。 

〇大学は，空隙が多く不均質性が強い表層地盤を対象に，模擬表層地盤に対する繰り返し強

震動入力試験や，高空隙率の媒質に対する透過弾性波計測試験を通じて，応答特性のモデ

ル化を行う。 

 
イ．津波の事前評価手法 

○大学及び気象庁，産業技術総合研究所，海洋研究開発機構は，津波堆積物調査や歴史地震
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データ，断層モデルの見直し等による想定津波の再検討などを通じて，津波の事前評価手

法を高度化する。 

 

ウ．大地震に起因する災害リスクの事前評価手法 

〇大学は，災害リスク評価における脆弱性が高い堆積平野や堆積盆地を対象に，災害発生機

構を解明する。震源から構造物に至る強震観測の連携強化研究を行い，地震被害リスクに

ついてフラジリティ評価を行う。 

〇大学は，自治体震度計ネットワークの利活用を推進し，リアルタイムで震度を把握して災

害対応につなげる仕組みを検討する。また，地震動評価及び災害リスク評価の成果を災害

実務現場に役立てるための研究を行う。 

 
エ．地震動に起因する斜面崩壊・地盤変状の事前評価手法 

○大学は，大地震のたびに発生する地震時地滑り・斜面崩壊の事前評価手法の開発に向けて，

地形・地質学的な調査，物理探査，長期的な観測に基づき，その準備過程，発生メカニズ

ム，発生後の影響に至る一連の現象を解明する。 

○大学は，人工震源装置や環境震動を用いた地震波伝播特性のモニタリングから，斜面崩壊

や地盤変状につながる地下水や地盤強度の変化を捉える手法を開発する。 

 

（２）地震の災害誘因の即時予測手法の高度化（重点研究） 

 大地震によって引き起こされる強震動・長周期地震動・津波などの災害誘因を，陸域及び

海域における様々な観測量に基づいて，即時的かつできるだけ高精度に予測する手法を開

発・改良する。特に，災害に即応するためには，大地震の発生後できる限り短時間でその規

模や断層面の広がりや海面変動を推定または測定することに加え，リアルタイムで観測デー

タをモデルに取り入れて予測精度を高めることが効果的である。本計画では，的確な対応で

被害を最小限に抑える判断材料となる，予測の確からしさの情報も含めて提示できる手法の

開発・改良にも力を入れて取り組む。さらに，地震工学・耐震工学分野との連携を強化する

ことで，建造物被害の即時予測も視野に入れる。本研究は，将来の防災実務での活用を目指

し，処理の自動化などの実用面も意識して行政機関等と研究機関の連携によって進める。 

 

ア．地震動の即時予測手法 

○大学は，海域・陸域のリアルタイム強震観測を活用し，観測―計算データ同化と機械学習

に基づいて，震源域近傍での観測データから遠地の強震動や長周期地震動を即時予測する

手法を開発するとともに，地面の揺れのみならず建物被害を予測するための研究を進める。 

○気象庁は，地震動の実況把握から地震動予測を行う時間発展型の手法の高度化等に基づき，

震度及び長周期の揺れの予測手法の精度向上のための研究を進める。 
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イ．津波の即時予測手法 

○大学は，リアルタイムGNSSや海域での観測量等を用いて巨大地震の断層滑りとその不確実

性を適切な拘束条件で即時的に推定する手法の開発を行い，津波即時推定手法の高度化と

その自動化に関する研究を進める。 

○気象庁は，津波波源からの距離に応じた津波即時予測手法の高度化に関する研究を進める。 

 
（３）火山噴火による災害誘因評価手法の高度化 

 火山噴出物の挙動を噴火前に評価しておくことで噴火直後の即時的かつ高精度な予測に

つなげる手法の研究を進める。より具体的には，火山噴出物の即時的モニタリング手法の開

発，噴出物の輸送の予測，泥流や土石流発生ポテンシャルの評価手法の開発を行う。 

○大学は，主に桜島を対象に広範なサイズ分布に対応したマルチセンシング技術による火山

噴出物のモニタリング手法の開発に取り組むとともに，実際に採取した噴出物による検証

を通じた高精度化を行う。噴出物の推定堆積分布から土石流ポテンシャル評価手法の開発

も進め，観測と予測に基づいた災害誘因評価方法の確立を目指す。 

○大学は，噴火時に火山灰や火山礫などの地質・物質時系列データを高頻度で取得するため

の試料採取方法の開発及び，火山灰・火山礫の迅速かつ効率的な化学・物性分析とデータ

解析手法の高度化に関する研究を実施する。 

○大学は，桜島大規模噴火時の地震動や津波による災害誘因評価手法の開発を行う。 

○気象庁は，気象衛星やレーダー等による噴火現象の解析を行い，火山灰濃度予測及び確率

予測のモデル開発を行う。 

○大学は，焼岳を対象にして，火山噴火時の融雪型火山泥流について，雪の融解過程や泥流

の氾濫範囲，流速と流動深の時空間的な変化を予測する手法を確立する。また，桜島やメ

ラピ火山を対象にして，火山噴出物の堆積や流出による土石流や泥流の発生ポテンシャル

の時間的変化と流域からの土砂流出過程を予測する手法を確立する。 

○大学は，主に口永良部島の火山体浅部の水環境の規模と経年的性質を定量的に評価し，火

山体内部の熱水活動の把握や，土石流の規模や発生予測を目指した研究を実施する。 

 
（４）地震・火山噴火の災害誘因予測・リスク評価を防災情報につなげる研究 

 地震学・火山学の成果としての防災情報は，可視化，定量化，精緻化が進んでいるが，現

状では必ずしも市民・社会の防災対策の推進に最適化した形での提供ができていない。研究

のシーズと社会のニーズに不一致が生じているこうした現状を踏まえ，不確かさを含んだ災

害誘因予測や他の災害誘因との複合災害の可能性を効果的に防災情報につなげるための研

究を継続する。また，災害誘因とリスクの違いを明確にすることで，災害リスク評価をより

効果的に防災情報につなげる研究にも着手する。 

○大学は，情報の受け手側に防災意識の向上や適切な防災対策を促す情報のありようを，異

なる表現要素に分けて分析することで，社会心理学などの分野とも連携し，防災情報が受
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け手側に効果的に受け取られるような表現技法の開発に関する研究を進める。 

 

 
４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

 地震・火山現象の理解・予測の研究成果を社会に適切に還元し，それぞれの人が災害から

いのち・くらしを守るための知識枠組み「防災リテラシー」の構成要素を検討する。過去か

ら近年までに発生した地震・火山災害の事例に対して，地震・火山噴火によって引き起こさ

れる地震動や津波，降灰などの災害誘因が避難・防災行動，社会的脆弱性や暴露人口等の社

会素因へ与える作用に焦点を当てながら，災害が発生した仕組みや要因を解明する。さらに，

社会が被害の発生を抑止，あるいは軽減する対策を考えるために必要な知識要素・知識体系

を探索的に検討する。それに基づいて，防災リテラシー向上に資する実践的な教育・研修プ

ログラムを開発し，フィールドでの実践を基に検証する。これらの研究においては，地域の

行政機関やステークホルダーなどとも共同しながら，社会の共通理解の醸成と防災リテラシ

ーの向上を図る。 

 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

 近年発生した地震・津波・火山災害の事例検証と将来の災害予測を通して，地震動や津波，

火山噴出物などの災害誘因が，避難・防災行動の意思決定プロセス，地域の土地利用やコミ

ュニティ構造における社会素因とどのように関連し被害をもたらすのか，その発生過程の解

明に向けた文理融合による研究を行う。また，地域の行政機関やステークホルダーと連携し

て，地震・火山研究で得られた知見に基づく被害推定情報が安定して防災対策等に利活用さ

れるような仕組みを検討する。 

○大学は，災害誘因と土地利用規制の関係等を解明し，地震観測研究の成果を活用した被害

想定に基づく土地利用のあり方を検討することで，行政の都市計画・総合計画の改善に資

する方策を提案する。 

○大学は，東海地域において，地理的・社会的特性の分析を通して南海トラフ地震に対する

コミュニティの社会的脆弱性を明らかにし，地域の地理的・社会的条件を踏まえた，防災

リテラシーを向上させるための地域的最適解を提案する。 

○大学は，災害に対する心理バイアス，被災経験，直近の災害発生等の要因を勘案した，災

害に対する住民の意思決定のモデルを検討し，観測研究の成果が住民の避難行動や防災行

動に適切に反映されるための基礎的条件を解明する。 

○防災科学技術研究所は，過去の地震・津波・火山噴火災害による災害誘因予測・リスク評

価の成果を統合することで将来の災害における被害状況を推定し，実社会で利活用される

ための仕組みを検討する。 

 
（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 
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 社会が地震・火山噴火災害による被害の発生を抑止，あるいは軽減する対策を考えるため

に必要な知識体系を明らかにすることで，政府の総合科学技術政策（国民の安全と安心）の

実現に貢献することを目的に，特に想定巨大地震や活動的な火山などを対象にして，社会の

共通理解醸成のための研究を実施する。防災リテラシーの安定的な知識要素を特定・体系化

し，それらを基に防災リテラシーの教育・研修プログラムを設計・開発する。さらに，それ

らを特定のフィールドで実装して効果を検証し，防災リテラシーそのもののあり方も検証す

る。また，観測研究の成果が社会システム化していく中で発信される，不確実性を含む災害

誘因に関する情報が住民に与える影響について，過去の知見を用いながら解明し，モデル化

を目指す。 

○大学は，地震・火山災害についての実効性のある防災対策に必要な知識要素を明らかにし

た上で体系化し，ニーズ分析に基づき，教育・研修プログラムを設計・開発し，実装する

ことで評価し，継続的に利用可能な教育・研修プログラムを構築する。また，教育・研修

プログラムの発信手法について検討する。 

○大学は，不確実性を含む災害誘因に関する情報が住民等に与える影響を解明し，その後の

避難・生活再建過程における行動パターンを同定し，社会全体の動向についてシミュレー

ションを実施し，住民にフィードバックする。 

 

 
５．分野横断で取り組む地震・火山噴火に関する総合的研究 

 本計画には多様な専門分野が参加している。そのメリットを活かし，我が国における地震・

火山噴火の災害科学として現在特に重要と考えられる以下の６つの対象について総合的研

究を実施する。これらの総合的研究では，６つの対象ごとに研究項目間で問題設定の統合化

を行い，各分野・項目の研究情報を共有しながら成果創出を目指す。なお，本計画実施中に

地震・火山噴火による大きな災害が発生した場合は，必要に応じて測地学分科会での検討に

基づき総合的研究の対象とする。 

 

（１）南海トラフ沿いの巨大地震 

 南海トラフ巨大地震に関する理学，工学，人文・社会科学などの分野横断総合研究の連携

をより一層強化し，巨大地震に伴う複合型災害の軽減に向けた学際研究を進める。具体的に

は，海陸の地震・測地観測網で取得される記録を用いた状態監視の高度化，巨大地震の新た

な長期予測手法の開発，中短期における巨大地震の発生可能性の相対的な高まりを評価する

手法，巨大地震発生後の地震像の把握手法の構築を進める。また，災害軽減に向けて，地震

発生から災害誘因予測・被害予測・リスク評価に至るまでのスキームを，分野を横断して強

力に連携しつつ構築する。さらに，目的に応じた防災情報の社会への発信及び広域避難計画

の策定までの道筋を検討する。これまでに国内外でなされてきた地震・津波防災研究の成果

にも着目して，理学，工学，人文・社会科学を総合した「比較沈み込み帯防災科学」として
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地域間の比較研究を行い，地域ごとの課題・問題点を整理し，その解決方法を検討する。 

◯大学は，将来の巨大地震の震源像の構築及び予測手法の開発を目指して陸域と海域で先進

的な地震・測地観測を行い，プレート間の固着分布を調べる。過去の観測記録や史料のデ

ータベース化・可視化や，史料に記載された災害情報を抽出する手法の開発も進める。 

◯気象庁は，プレート境界における滑り分布の時間経過を把握する手法の開発と精度向上を

目指す。観測データから地震イベントを識別する技術，破壊領域を即時に把握する技術な

どデータ処理技術を改善する。地殻内のひずみ速度，非弾性変形場と地震活動との関係性

を調べる。地震発生の数値モデルを改善し，プレート境界地震の発生シナリオを構築する。 

◯大学は，地盤モデルや水深データを用いて，強震動予測地図と津波浸水予測地図，地震・

津波シナリオ，さらにこれらに基づく強震動・津波浸水による被害の結合ハザードマップ

の作成方法を研究する。また，地震時表層地盤応答モデルの高度化に向けた手法開発及び

調査を行う。 

○大学は，津波堆積物の調査から過去の大津波の発生履歴の解明と波源域モデルを構築する。

津波伝播・遡上シミュレーション高精度化のために，周辺の浅海海底地形及び古地形を含

む陸上地形の資料収集と計測を行う。震源像の基本想定に基づき，様々な地震の震源過程

の不確実性を考慮した確率震源モデルによる強震動評価と津波災害の被害評価を行う。 

◯大学は，これまでに構築された地震・津波シナリオ及びハザードマップに基づき，建築構

造物や地形情報を考慮したリスクシナリオおよびリスクマップを作成する。リスクコミュ

ニケーションの研究として，各自治体が有するM8級の巨大地震に対する行政の対応の現状

とニーズの把握に向けたインタビューを実施する。さらに，沿岸地域住民（自主防災組織

等）や学校教育関係者からも同様のヒアリングを行う。 

◯大学は，沿岸部の小中学校にIT強震計を設置するとともに津波避難訓練の結果を記録する

アプリを活用し，地域の震度モニタリングと津波避難戦略のプラニングを実施する。防災

リテラシーの向上と学校教育・地域防災の教材開発にも取り組む。 

◯大学は，南海トラフと類似のテクトニクスや防災研究上の課題を抱える，他の国や地域で

の研究事例との比較研究を実施する。それらの地域に顕在・潜在する課題の把握とその解

決策を提案するとともに，地震・津波災害の軽減に向けたモニタリング−モデリング−リス

ク評価，及び成果の社会還元の一連のスキームの高度化を進める。 

 

（２）首都直下地震 

 歴史地震及び現在の地震活動，震源域の時空間的状態の把握を通して，想定される地震の

メカニズムや発生確率を現状よりも高い精度で推定し，地震動のシミュレーション等を通じ

て，地震が発生した場合の災害誘因を予測する。また，地盤，建物，都市インフラを考慮し

た被害想定根拠を提示する。さらに，過去の地震災害の事例から得られる復旧に関する知見

の分析や，災害時における情報共有・伝達の最適化に関する研究に取り組み，都市の防災力

向上に貢献する。 
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〇大学は，自ら観測したデータと国の研究機関等が提供する地震波形データ等とを組み合わ

せて解析し，首都圏における地震活動の推移や発震機構解の分布等を得る。それらから震

源域周辺の構造や応力状態，その時間的・空間的変化を検出する手法を開発する。また，

大学と国土地理院は測地データを解析することで，房総半島沖のスロースリップに同期し

て発生する地震活動の発生要因に関する理解を深める。 

○大学は，歴史地震を含む長期の地震発生履歴を知ることで首都直下地震発生の切迫度の推

定を試みる。浅部地盤構造や深部プレート構造が地震波形に与える影響を考慮した上で，

過去の地震被害地点での地震波形記録も参照して，被害記述と揺れの強さとの関係の定量

化を進める。都市の防災力向上に向けて，揺れの違いを即時的に把握し，その情報を広く

迅速に伝える手法を開発する。 

○防災科学技術研究所と気象庁は，首都圏の陸海における地震・測地等の観測記録を収集し，

そのデータを全国の研究者にも提供することで，首都直下地震の潜在的な災害誘因の把握

と課題の抽出に貢献し，長期評価の高度化に資する地震発生モデルを構築する。 

 
（３）千島海溝沿いの巨大地震 

 発生の切迫性と被害の甚大さが懸念されている，千島海溝沿いの巨大地震に関する網羅的

な研究を関連課題と連携して実施する。積雪期など北海道特有の問題を考慮した津波発生時

の避難行動の分析や，津波・地震動の予測における空間分解能や精度の向上，観測や調査に

よる地殻活動モニタリング，地域経済への影響評価，北海道・三陸沖後発地震注意情報に関

する調査等を総合的に進め，地震・津波災害の軽減を支える防災リテラシーと地域防災力の

向上を目指す。 

○大学は，地理空間情報解析やICT技術を用いた津波避難行動の分析を行う。また，地域性を

取り入れた教材の開発等の防災リテラシー向上のための手法を検討する。 

○大学は，津波の地域的な増幅氾濫特性を評価する手法等を検討し，津波予測の空間分解能

の向上を目指す。また，地下構造等の地域性を考慮した地震動事前予測手法の高度化を進

めるとともに，不安定地盤でのインフラ被害予測手法の検討を行う。 

○大学は，千島海溝や日本海溝北部周辺で海底地殻変動・地震観測等の海陸諸観測や調査を

行い，プレート間固着状況などの地殻活動の現況や履歴を把握する。また，地震活動の時

空間特性や震源の多様性評価に関する検討を行う。 

○大学は，北海道・三陸沖後発地震注意情報等の防災情報に関する社会調査を実施する。 

○北海道立総合研究機構は，地震・津波災害が地域産業等に与える影響を評価し，経済的な

視点から防災対策を進展させる手法の検討を行う。 

○大学は，研究成果の統合化を図るとともに，防災対策での活用方法等について関係機関や

自治体等と協力して検討する。また，普及啓発等の防災リテラシー向上に関する取り組み

を行う。 
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（４）内陸で発生する被害地震 

 内陸やプレート境界上盤，日本海東縁地域で発生する大規模地震や群発地震を対象として，

文理融合の取組を含めた総合的研究を実施する。地震に伴う災害について，応力や地殻内流

体の時空間変化と地震活動との関連性の研究，断層近傍の強震動発生メカニズムの研究，歴

史地震の研究とその成果を考慮しつつ，リスク評価を目指す。都市圏，近年の大規模地震の

発生域周辺，群発地震など活発な地震活動域，プレート間大地震の発生前後の内陸など，高

いリスクを生じうる領域において，各課題それぞれの特色による重点的な取組を行う。東北

地方中南部・近畿地方・中部地方等，活断層集中地域及び近年の地震発生地域や広域・全国

で得られた内陸地震に関連する成果と手法を共有しながら，現象解明，長期予測，中短期予

測，災害誘因予測など各研究領域を横断し研究を行う。また，計画期間に発生した内陸被害

地震の各種調査を機動的に実施する。 

○大学は，内陸地震について，活断層や過去の大地震震源域周辺で，地震・測地観測，電磁

気探査，地盤構造探査，変動地形学的調査，被害調査を実施し，内陸地震が発生する場や

その過程を明らかにする。モデリングを交え，それらの観測結果を総合し，史料・考古デ

ータの活用も含めて，対象領域内の長期的な地震活動とその被害を解明する。 

○大学及び防災科学技術研究所は，対象領域の大規模地震についてシナリオを提案する。強

震動予測を行うとともに，地表まで達する断層面全体をモデル化し，断層変位及び地盤変

形と断層近傍での強震動を同時に説明可能なモデルを提案する。DAS等を活用した地盤構

造探査や土木構造物モニタリング調査に基づき，災害誘因・リスク評価を高度化する。得

られた強震動予測について，社会との情報共有によるリスク低減の方法も検討する。 

○大学は，群発地震について，場や時系列の理解やそれらに基づく物理・物質科学・数理モ

デル化を進め，中短期予測の可能性も検討する。一方，モデルによる予測が難しい事例に

おける双方向・対話型のリスクコミュニケーションモデルの提案を目指す。 

○大学は，本計画期間中に被害を伴う内陸地震が発生した際に，当該地震及びその被害に関

する各種調査を機動的に実施し，実態解明に努める。 

○大学及び気象庁，産業技術総合研究所，防災科学技術研究所，奈良文化財研究所は，得ら

れた成果と手法の共有により，連携してこの総合的研究を推進する。 

 
（５）大規模火山噴火 

 大規模火山噴火の想定に対して広域避難計画が立案されつつある桜島及び富士山を主な

対象として，避難及び避難後の帰還や移住を視野に入れた総合的研究を推進する。大規模噴

火の予測に最も重要なマグマの移動と蓄積を捉えるため，各種の観測・調査に基づくマグマ

供給系の理解を深化させる。噴火規模の予測と噴火発生直後の噴出物の即時把握を軸とした

災害誘因予測の研究を進展させる。観光客や住民への火山防災情報発信に関する研究と，避

難や交通網の復旧などの対策に資する研究を行い，防災リテラシーの向上を図る。また，噴

火災害によって長期化する避難生活への対応や，避難後の被災地への帰還や移住政策につい
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ての意思決定のあり方を検討する。さらに，他の火山における類似の研究や，地震・津波に

よる広域避難に関する研究とも連携して，地理的及び社会的環境による対策の違いなどにも

視点を広げる。 

○大学及び山梨県富士山科学研究所，産業技術総合研究所は，桜島，富士山，伊豆大島，浅

間山，霧島山などを対象として，地質調査と史料・考古データに基づいて大規模噴火の履

歴を高精度で明らかにする。特に，噴煙柱から火砕流及び溶岩噴出への変化といった噴火

様式の遷移過程に注目し，既存の噴火事象系統樹を精緻化する。また，調査で明らかにな

った噴火災害の痕跡を奈良文化財研究所の歴史災害痕跡データベースに順次登録する。 

○大学は，ミュオグラフィ，重力，地盤変動の同時観測に基づいて桜島の山体内部の密度変

化を明らかにするとともに，火砕物や火山ガスの放出との関係から，マグマからの脱ガス

過程や高密度のプラグ形成など噴火様式や規模の支配要因を定量化する。また，中長期的

な脱ガスの進行度に基づき，大規模噴火開始時に想定される噴火様式について検討する。 

○大学は，桜島等を対象として，地震，地殻変動，空振，映像，電磁気などの観測から，噴

火機構の解明とモデル化，及びそれらに資する地下構造の解明を進める。また，周辺の広

域応力場との関係からマグマ貫入に伴う火山構造性地震の群発機構を調べ，大規模噴火の

前駆活動を推定する。以上を総合して，大規模噴火に至る活動推移シナリオを構築する。 

○大学と山梨県富士山科学研究所は，富士山と桜島を対象として各種地球物理観測を行い，

深部低周波地震の活動と他の火山現象との関係を解明する。 

○大学は，桜島等を対象に，マルチセンシングによる火砕物の即時的放出量推定手法ととも

に，堆積した火砕物の分布から土石流ポテンシャルを評価する手法を開発する。また，大

規模噴火を想定し，火山灰移流拡散シミュレーションを用いた広域避難意思決定システム

の検討を進める。 

○大学は，過去の大規模噴火事例における自治体間の広域連携の実態を調査することで，連

携が求められる政策課題を抽出し，桜島及び富士山の大規模噴火における自治体間の連携

体制の検討に役立てる。また，長期化が想定される避難生活への対応や，避難後の被災地

への帰還や移住政策についての意思決定のあり方を検討する。 

○大学及び山梨県富士山科学研究所は，富士山等で，噴火に伴う災害誘因とリスク認識に関

する調査を地域住民や登山者を対象に行う。災害誘因が多様であることに起因する火山の

ハザードマップの複雑性，火山防災マップの適切な表現方法及び災害を認知してもらうた

めの効果的な情報提供方法を検討する。 

○大学は，桜島を対象に火山学のオープンサイエンス拠点を構築し，火山災害に関するリス

クコミュニケーション手法を開発する。住民参加型ワークショップを通じて大規模噴火に

よる複合災害発生時の広域避難プランを検討する。その上で，南海トラフ地震臨時情報発

表時や，都市直下型地震発生時の広域避難に関する研究とも連携や比較を行う。 

○大学は，情報通信研究機構と連携して，大規模火山噴火を想定した災害時の通信手段とし

て，自営の無線通信システムの活用について検討する。 
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（６）高リスク小規模火山噴火 

 観光地化した火口域からの突然の水蒸気噴火など，高リスク小規模噴火による災害を軽減

するために，監視観測を充実させるだけでなく，過去の小規模噴火の履歴を明らかにした上

で，火山の特性を踏まえた危険地帯の特定や多項目データに基づく客観的な火山活動評価を

行う。複数の火山を扱うことで，地域ごとに有効な観測及び情報伝達の課題や望ましいあり

方を対照し，シンポジウム等での情報共有や意見交換を通じて，他火山での課題や取組を知

り，地域の特性を再認識する機会とする。本研究では，次世代火山研究・人材育成総合プロ

ジェクトの成果も積極的に活用する。 

〇大学は，多項目観測データに基づいた小規模噴火発生の危険性評価を目指して，草津白根

山等を対象に，各種の地球物理学・地球化学的観測をできるだけ高頻度で行い，可能なも

のは連続観測でモニタリングする。また，これらの観測データの挙動を統一的に理解する

上で有用な概念モデルを構築するために，地下構造の情報を取り入れた熱水流動シミュレ

ーションを行うとともに，必要に応じて地下構造の探査も実施する。 

〇大学及び山梨県富士山科学研究所は，阿蘇山や草津白根山等を対象に，湖底や湿原の堆積

物も活用しながら比較的新しい時代の噴出物層序を詳細に調査する。これに基づき，過去

の噴火事象の特定とその時間的推移の解読を進め，高リスク小規模噴火に該当する噴火の

発生履歴と規模を各火山で明らかにする。 

〇大学は，小噴火に関係する微量な流体上昇の位置を特定し事前評価に資するため，土壌ガ

ス安定同位体比のマッピングとモニタリングを草津白根山等で実施する。また，微弱な火

山活動の変化を火山ガスの組成や放出率，湖水の化学組成から評価するために，新しい硫

化水素測定装置の開発や，ドローン遠隔観測・採水システムの高度化に取り組む。 

〇大学は，小噴火のリスクに対する登山者の認識を把握するために，御嶽山や阿蘇山等でア

ンケート調査を行い，登山者の役に立つ情報や，効果的なリスク周知方法を研究する。こ

れらの知見に基づき，登山道に設置する看板などの改善を実行した上で，その効果を聞き

取り調査などで検証する。 

〇大学は，この総合研究で得られた研究成果を地域住民や自治体などと共有し，高リスク小

規模噴火に関する情報伝達等の課題について意見交換する機会を確保することを目的と

して，シンポジウムを御嶽山などで実施する。 

 
 

６．研究を推進するための体制の整備（研究を推進するための体制と観測基盤の整備） 

 本計画に参加する機関や研究者は多数に及び，研究分野は多岐にわたることから，計画を

効果的かつ効率的に推進する体制を引き続き整えていく。地震・火山現象の観測の安定的継

続及びデータの流通や利活用を促進するための環境整備を，関連研究分野の最新の成果も活

用しつつ進める。本計画に参加している理学，工学，人文・社会科学分野の連携をいっそう
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強め，災害科学の深化を意識した基礎研究の推進を図る。我が国にとどまらない地震・火山

噴火災害に関して，国際共同研究・共同事業への参加を通じて研究事例を増やすとともに，

国際協力にも貢献する。研究成果を社会に還元しつつ，基礎研究に対する社会のニーズを汲

み取るために，防災行政機関などの関係各機関との情報交換や連携を図る。本計画が目指す

災害軽減に資する観測研究には持続性が求められるため，次世代を担う人材育成の取組を幅

広く進める。 

 

（１）推進体制の整備 

 本計画を効果的かつ着実に実施するために，測地学分科会は本計画全体の進捗状況の把握

や成果の取りまとめを行う。地震本部に研究成果が活用されるために地震本部と連携を強化

するほか，活動火山対策特別措置法の運用に合わせた対応を行う。予知研究協議会を通じた

各機関との連携強化と計画の円滑な運用を図るとともに，地震予知連絡会や火山噴火予知連

絡会とは，観測結果や研究成果について情報を交換する。学際的研究を推進するために，東

京大学地震研究所と京都大学防災研究所の共同利用・共同研究拠点による拠点間連携共同研

究を継続する。 

○測地学分科会は，学術的な研究の動向にも配慮しつつ，各年次の全体計画の立案，進捗 の

把握，取りまとめを行い，毎年の研究成果を公表するとともに，３年次に計画全体の自己

点検を行い，外部評価等を行う。また，計画進捗，成果についても地震本部と情報交換し，

地震本部による地震調査研究の基本施策との整合性を確認する。なお，各年次の全体計画

の立案にあたっては，地震・火山防災行政，防災研究全体，特に地震本部の施策に本計画

がどのように貢献すべきかを十分に踏まえるとともに，本計画の実施項目をそれぞれ独立

して推進するのではなく，項目間の連携を強化し，総体的に計画を推進するように留意す

る。 

○測地学分科会は，行政機関や地震本部等の関係機関との技術的・制度的な連携を進め， 本

計画による研究成果や観測・解析技術が災害軽減に貢献できるよう，災害・防災対策に係

る行政や社会のニーズを踏まえた計画の推進に努める。 

○活動火山対策特別措置法で火山専門家が各地の火山防災協議会に参加する仕組みが定め

られ，科学的な知見が現場の火山防災に実践的に活用されるようになってきている。また，

火山における観測，測量，調査及び研究を一元的に推進することを目的とした火山調査研

究推進本部の設置および火山専門家の育成・確保に向けた法改正の動きがある。測地学分

科会は，火山調査研究及びそれを支える研究基盤の整備を国全体として一元的に進める仕

組みが，関係機関の協力のもと構築されるよう留意する。 

○予知研究協議会は，関係機関と緊密に連携して観測研究計画の推進方法を協議し，計画の

有効な推進を図る。そのため，予知研究協議会企画部を中心に観測研究計画を立案して測

地学分科会に提案し，観測研究計画参加機関の間で調整を行って観測研究の実施を推進す

る。 
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○各実施機関は，それぞれの機関の実施計画及びその進捗について，予知研究協議会におい

て情報交換を行うなど，計画の実施項目間及び研究分野間の連携を強化して，効率的に計

画を実施する。 

○「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害 に

関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所は，地震発生・

火山噴火が災害誘因となる事象に関して共同研究を推進し，複合学術領域としての地震・

火山噴火に関する災害科学の発展のために，拠点間連携を継続する。 

○地震予知連絡会は，地震活動・地殻変動などに関するモニタリング結果や地震の予知・予

測のための研究成果などに関する情報交換を行うことにより，モニタリング手法の高度化

に資する役割を担う。  

○火山噴火予知連絡会は，火山活動の総合評価や，噴火警報・火山情報の質の向上に向けた

技術的検討を通じて火山防災に資するとともに，研究成果・観測結果の情報交換，火山観

測データの流通・共有の促進，活発化した火山における臨時観測に関する総合的な調整，

研究成果の社会への発信などを通じて，火山噴火予知研究の推進に寄与する。 

○気象庁は，防災関係機関の防災活動に資するため，引き続き全国の火山活動の状況につい

て総合的な判断を実施する。特に噴火が近づいた火山や噴火中の火山について，最新の研

究成果に基づき現在の状態から火山噴火や噴火終息に至るまでの過程についての噴火推

移の予測を試みる。 

 

（２）観測研究基盤の開発・整備 

 地震・火山現象に係わる地球科学的観測データを安定的かつ継続的に取得するため，陸域，

海域，空域，宇宙空間における機動的観測や基盤観測網に係る整備，運用，更新を図る。新

たなセンシング技術や解析技術を開発することで，これまで成し得なかった領域における観

測や高分解能観測を実施するほか，大規模データのリアルタイム取得，災害時における継続

的な観測の実現を目指す。データ流通基盤の整備，維持，機能向上を進め，取得される多項

目の記録を関係機関で共有するために流通させる。地震や火山現象に関係するデータベース

を構築・公開し，研究で利用するほか災害誘因情報としても関係機関で活用する。 

 

ア．観測基盤の整備 

○防災科学技術研究所は，陸海統合地震津波火山観測網の安定的運用を行うとともに，関連

施設の更新を図る。また，観測を重点的に強化すべき火山について観測施設の整備と運用

を推進する。関係機関との観測データの共有や利用促進を図り，国内外の関係機関におけ

る研究と業務の遂行，我が国の地震や津波，火山に関する調査研究の進展に貢献する。 

○気象庁は，津波警報や地震情報等を適切に発表するため全国に展開している地震計及び震

度計，東海地域を中心に展開しているひずみ計などの観測を継続するとともに，文部科学

省と協力して，大学，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構など関係機関の地震観測デ
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ータを合わせて一元的に処理し，その結果を大学，関係機関に提供することにより，研究

の推進に資する。 

○国土地理院は，全国のGNSS連続観測点を平均20キロメートル間隔の配置として維持し，観

測を継続する。重点的な観測地域において観測点密度を考慮した観測体制の充実を目指す。

また，GNSSの発展・最新のITRF座標系の実現等に伴いGEONETの解析手法の高度化を図る。 

○国土地理院は，衛星SARデータを使用して日本全国のSAR干渉解析を定常的に実施し，日本

国内における地震や火山活動，地盤沈下等による地殻・地盤変動を検出する。地震発生や

火山活動活発化の際には臨時解析を実施する。打上げ予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）に

よって地殻・地盤変動の監視を継続するため，その体制を維持する。 

○大学は，全国の陸域及び海域に設置された各種観測網から得られるデータを即時的に流通

させるシステムを運用するとともに，大容量かつ多項目の観測データを確実に，かつ効率

的に流通させるための通信方式等の開発を行う。また，長期的な観測の継続性を保つため，

観測データの品質を評価するための基準作成を進める。 

〇大学は，大学等のもつ定常観測網の現状に関する情報共有と将来像の検討を行う。 

○大学は，大地震や火山噴火の発生時の迅速な機動的観測や，構造探査等の調査研究観測を

実施できるように，必要な観測機材や人的資源を共有できる体制を整備する。 

○気象庁及び国土地理院，海上保安庁は，潮位連続観測を継続し，地殻変動に伴う地盤の上

下動を連続的に観測するとともに，津波の発生状況を把握・公表する。また，国土交通省

の関係機関が所有する潮位データを集約して即時的に共有し，国土交通省防災情報提供セ

ンター等において公開する。 

○産業技術総合研究所は，南海トラフ沿いの巨大地震発生予測のため，東海～紀伊半島～四

国周辺で地下水等総合観測網を整備・運用する。また，気象庁にリアルタイムで観測デー

タを提供する。さらに，観測データのグラフを公開して毎日更新する。 

○気象庁は，地球電磁気学的観測による地殻活動及び火山活動の研究に資するため，精密な

地磁気観測データを提供する。地磁気基準点において，数十年～100年スケールにわたる安

定した地磁気観測を実施し，精密な磁場データを毎日リアルタイムで提供するとともに，

観測データの精度向上及び編集・解析作業の効率化を図る。 

○国土地理院は，航空機 SAR を利用して全国の活動的な火山における火口等の観測を実施

し，地形の情報を蓄積する。また，火山活動活発化の際には迅速に観測を行い，地形の変

化を明らかにする。 

○山梨県富士山科学研究所は，富士山における火山性地震のモニタリングを進めて火山性地

震の発生状況を明らかにするとともに，重力の多点連続観測及び地下水観測の継続を通し

て，地殻流体の移動検出を目指す。 

○北海道立総合研究機構は，北海道内の火山において，熱観測，噴気・温泉水に対する地球

化学的観測，地殻変動観測，重力観測，地下水位観測を継続し，火山活動の変化を把握す

る。得られた観測データは気象庁や大学などと共有する。 
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○国土地理院は，国際VLBI事業と連携してVLBI測量を，海上保安庁は，国際レーザー測距事

業（ILRS）と連携してSLR観測を実施することで，国際測地基準座標系の構築に貢献し，測

量の基準となる基準座標系を維持する。 

○国土地理院は，地殻変動連続観測を継続するとともに，観測設備の安定的・継続的な運用

を行う。また，防災情報の発信への活用のため引き続き関係機関と潮位データの共有化を

行う。活動的な火山においては，電子基準点を補完するGNSS連続観測を実施する。南海ト

ラフ沿いの地震に関しては水準測量を継続し，地震サイクル全過程の地殻変動データの収

集を目指す。また，ひずみ集中帯などにおいて水準測量を実施する。 

 ○気象庁は，大学や防災科学技術研究所等関係機関の協力の下，火山噴火予知連絡会で監

視・観測体制の充実等が必要とされた50火山において，常時観測を継続する。また，機動

観測として，GNSS 繰り返し観測，熱観測，火山ガス観測等の調査観測を計画的に実施する

とともに，火山活動に異常が認められた場合には，緊急観測を実施して火山活動の詳細を

把握する。関係機関による新規観測点のデータのうち火山監視に必要と考えられる観測点

についてはデータ交換の対象に追加する。 

○国土地理院は，我が国の測位衛星である準天頂衛星システム「みちびき」を活用すること

で，地殻変動の監視の安定化・高精度化を図る。 

 

イ．観測・解析技術の開発 

○大学及び海洋研究開発機構は，海域での地震・地殻変動観測の高度化のため，超深海を含

む海域で，陸上と同等な広帯域地震観測を機動的に行う技術の開発，海底面での水圧測定

による上下変動観測と傾斜観測技術の実用化及び定常的な海域観測網の高度化等に引き

続き取り組む。 

○大学は，火口域での連続多点地震観測手法の高度化や，精密に制御された人工電磁信号を

利用した火山の3次元比抵抗構造を常時モニターするシステム，宇宙線を用いた観測手法

などの新たな火山活動モニタリング手法の開発を進める。 

○大学は，新たな無線通信帯域・技術を活用したデータ伝送システムの開発及びこれを利用

した地震・火山活動状況を高精度かつ迅速に把握可能なシステムの開発を進める。  

○大学は関連機関と協力し，火口近傍や離島など観測困難域での観測技術の高度化を進める

ために，衛星技術やドローンなどの飛行体を用いた観測手法・観測装置を開発する。また，

海域での観測手法の開発や，携帯電話通信網を利用した機動観測に適するテレメータ装置

の開発，光技術の応用等を進める。 

○気象庁は，地震動・津波の即時予測の高精度化のため，地震動のデータ同化，津波予測に

おける津波波源推定や海底・沿岸地形等のモデル要素の改良等，解析技術の高度化を進め

る。  

○国土地理院は，地殻変動を即時的・高時間分解能で把握可能な，電子基準点リアルタイム

解析システムの高度化とともに，地殻変動を高時間分解能で把握するための電子基準点キ
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ネマティック解析システムについて，解析結果の信頼性及び精度を向上させるための技術

開発を行う。また，汎用低価格受信機を用いた地殻変動観測システムの開発を行う。さら

に，得られた解析結果の精度向上や異常値を判定する仕組みを構築することで，より信頼

性の高い災害関連情報の発信を図る。 

○国土地理院は，東北大学大学院理学研究科との共同研究により「電子基準点リアルタイム

解析システム（REGARD）」を高度化し，災害情報としての活用を推進する。 

○大学は，民間GNSS観測点及び臨時GNSS観測網を併用した超稠密観測により，地殻変動把握

能力を大幅に向上させる。 

○海上保安庁，大学及び海洋研究開発機構は，日本近海の海溝型巨大地震の発生が想定され

る海域において GNSS－音響測距結合方式や海底間音響測距，海底圧力観測による海底地

殻変動観測を継続するとともに，観測・解析技術の高度化のための研究開発を行う。 

○防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構は，海域における地震・地殻変動観測データの

解析を高度化するために，海域の不均質な地下構造を考慮した新たな解析手法を開発する。 

○情報通信研究機構は，航空機搭載の先進的なリモートセンシング技術を用いた地震及び火

山の被害状況把握技術やモニタリング技術の高度化を行う。 

○大学は，地球内部構造推定，震源過程解解析，強震動の事前・即時予測に共通の基盤とし

て，可用性の高い大規模地震波動伝播シミュレーションコードの開発を継続的に実施し，

先端的な数値計算技法の実装を継続するとともに，利用促進のための活動も行う。 

○大学は，断層滑りや応力場などの地殻内現象を定量的に理解するために，地下深部の極限

的な環境や火山近傍のインフラの乏しい環境で動作できる地震計・重力計などのセンサを

光ファイバで接続し，これまで困難であった地下深部や火山近傍における観測を行う。 

○大学は，現在利用可能な海底ケーブルシステムに分散型音響センシング（Distributed 

Acoustic Sensing）技術を適用して，稠密な海底地震観測を定常的に行うシステムを開発

するとともに，このシステムを用いて観測域の地殻活動を把握する。 

○大学は，WIN形式データのリアルタイム伝送が機関の枠を超えた全国規模のデータ流通の

基盤となっていることを踏まえ，現在から近い将来の観測技術や情報通信環境に最適化し

た次世代データ伝送システムを試作し，その普及を目指す。 

○大学は，固体地球科学と情報科学の専門家の緊密な連携に基づき，最先端の情報科学技術

の固体地球科学分野への浸透を加速させることにより，超大容量データ・超大規模モデル

時代に即したデータ解析技術およびモデリング技術を開発する。 

○大学及び海洋研究開発機構は，GNSS-A観測精度の向上のために，海中音速場の変動による

誤差を低減する解析手法を開発し，理論と観測による実証を行う。また，得られた手法を

過去のデータに遡って適用し，プレート境界の挙動解明に貢献する。さらに，自律観測シ

ステムによる観測を動的に最適化できるオペレーション方法を実現し，準基盤観測として

の体制を整備するとともに，災害時に迅速なデータ取得ができる技術を獲得する。 

 



49 

ウ．地震・火山現象のデータ流通 

○大学は，GNSSや地殻変動連続観測など多項目観測データを全国に流通させるシステムを運

用・高度化する。地殻変動研究の基盤となるデータの収集や共有のみならず，解析システ

ムの構築・運用・高度化を行う。 

○大学は，全国の陸域，海域および火山周辺に設置された地震・地殻変動などの各種観測網

から得られる連続データをリアルタイムに流通させるシステムを運用・高度化し，全国の

観測研究のデータ流通基盤を整備・維持するとともに，このシステムで広く用いられてい

るデータ伝送・処理プログラムの機能向上を図る。 

○防災科学技術研究所は，共同研究の促進，研究分野・組織間の連携強化，データの活用促

進等に資することを目的として，大学や研究機関等が多項目の火山観測データを迅速に共

有・利活用できるシステムを開発する。 

 

エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

○大学は，観測で得られたデータについて，データの効率的な公開と利用の促進を図り，適

切な引用や引用履歴の追跡を可能とするため，DOI等の永続的な識別子の付与など国際標

準によるデータ公開を引き続き進める。 

○気象庁は，総合的な地震カタログの作成と発震機構解析及び大地震時の震源過程解析を進

め，それらの成果を公表する。海域観測網の地震波形データを一元化処理へ取り込み，地

震波形の分析や震源決定等の処理の改善を進める。また，大学等の検測値を取り込んで過

去にさかのぼった震源決定を行い，総合的な地震カタログに反映させる。 

○気象庁は，定常観測点及び調査観測点における地磁気4成分連続観測データを，継続して地

磁気観測所データベースに登録・公開するとともに，定常観測点のデータを国際的なデー

タセンターに提供する。また，地磁気アナログデータのデジタルデータへの変換を継続し

て実施し，過去に遡ってより長期間のデータ解析が可能な環境を整備する。 

○気象庁は，常時観測を行っている50火山について常時観測データの収集，解析を行い， 蓄

積する。また，繰り返し観測などの機動観測により得られたデータや，火山活動に異常が

認められた場合の緊急観測データも解析し，蓄積する。観測データの蓄積にあたっては活

火山総覧改訂に活用できるようにデータベース化する。各種観測で得られた成果は，防災

情報や防災資料の作成に利用するほか，気象庁HP等で公表する。地元自治体による災害対

策の意志決定を支援するため，火山防災協議会に対する観測成果の共有を進める。 

○産業技術総合研究所は，日本国内の活断層，津波，火山に関する最新の知見に基づく地質

情報の整備を行い，火山地質図や，活断層，日本の火山データベースとして公表する。ま

た，微小地震の解析に基づき，高い空間分解能を有する全国規模の地殻応力場データベー

スの整備を進める。 

○国土地理院は，観測データをホームページで公開するとともに，地震予知連絡会，南海ト

ラフ沿いの地震に関する評価検討会及び南海トラフ沿い地震防災対策強化地域判定会に
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適宜報告する。 

○国土地理院は，監視・観測体制の充実などが必要とされた火山を優先して，火山防災に資

する基礎的な地理空間情報を整備する。また，地震災害の軽減に資するため，地形分類情

報の整備を進めるほか，全国活断層帯情報（活断層図）を整備する。 

○海上保安庁は，火山噴火現象の把握及び船舶の航行安全確保のため，日本周辺の海域火山

の航空機による定期巡回監視及び測量船による海域火山基礎情報の整備，海域火山データ

ベースの整備及び公表を実施する。 

○大学は，地殻変動等の多項目観測データを全国に流通させるシステムを安定的に運用する

とともに高機能化し，観測研究の研究基盤とする。データサーバーをセキュアに安定的に

運用し，地震火山研究の基盤となるデータの収集や共有・公開を着実に進めるとともに，

新たな観測点データの追加，新たな観測項目への対応，解析機能の追加，既存機能の高機

能化などを行う。 

〇大学は，リアルタイムデータ流通が始まり一元的集約が行われる前の火山観測データにつ

いて，調査・集約・共有を進め，JVDNでの保存・公開と共同研究の活性化を目指す。 

 

（３）関連研究分野との連携強化 

 地震・火山噴火の現象に関する理学と，関連する工学，人文・社会科学との分野間の連携

を強化し，災害科学の深化を意識した基礎研究の推進を図る。測定機器のない過去の現象の

記録収集や解析を，歴史学，考古学，地質学との連携を通じて継続する。近年の発展が目覚

ましい情報科学や計算機科学などの研究成果を積極的に取り入れるべく，当該分野研究者の

参画を図る。 

○低頻度大規模な地震や火山噴火現象を理解するために，歴史学，考古学，地質学との学際

研究を通じて，過去の地震と火山災害の史料・考古データ，地質データ等の収集・拡充を

継続して進める。史料の収集・解析に関しては東京大学地震火山史料連携機構の機能も活

用するなど，全国の関係機関と連携して効率的に研究を推進する。 

○地震・火山噴火現象による災害誘因と社会や自然に内在する災害素因との相互作用に着目

した研究のため，理学だけではなく，情報科学や計算機・計算科学，工学，人文・ 社会科

学などの関連研究分野との連携を図り，地震・火山災害軽減の課題を解決するための学際

研究を進める。 

○地震発生，火山噴火，地震動，津波伝播などの大規模数値シミュレーションの更なる高度

化のため，情報科学や計算機・計算科学との連携を図る。 

 

（４）国際共同研究・国際協力 

 発生頻度が低い一方，大規模な災害をもたらす現象について研究事例を増やし，それらの

特徴を理解するために国外における事象の研究も進める。巨大地震発生場の理解のための沈

み込み帯における調査研究や，津波堆積物調査を通じた巨大地震像に関する研究を実施し，
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研究事例を共有する。また，外国や国際的な研究機関との組織的な連携，国際的なデータベ

ース構築への寄与，研究者間の交流等の活動を通じ，本計画に関わる観測研究項目を促進し

発展させると同時に，国際貢献にも取り組む。 

○大学は，低頻度で大規模な大地震の発生履歴・様式を理解するために，海外における津波

堆積物調査を実施する。また，複雑な断層系の相互作用や断層端の特性を理解するために，

複数の活断層で連鎖的に破壊が起きた海外の地震を対象にして国際共同研究を行う。さら

に，地震発生過程の理解を深めるために，海外の鉱山等で発生する地震を対象に，震源域

における掘削調査及び至近距離における地震観測等を実施する。 

○大学及び海洋研究開発機構は，プレート境界浅部で発生する津波地震とゆっくり滑りの特

徴や発生場の解明を目指して，同様の現象が観測される海外の沈み込み帯において国際共

同研究を実施する。  

○大学は，近代の日本では未経験な，大規模火山噴火災害が発生している海外の火山を対象

として，火山活動推移モデル構築及び事象分岐条件設定のための調査観測研究を行う。 

○気象庁は，国際地震センター，米国地質調査所，包括的核実験禁止条約機構，米国大学間

地震学研究連合（IRIS）及び近隣国との地震観測データの交換などの組織的な連携・ 協力

を通じて，また，航空路火山灰情報センター及び北西太平洋津波情報センターの国際協力

業務や開発途上国における地震・火山の観測や津波警報の発表などの体制整備に必要な技

術的な支援を通じて，国際的な研究活動の進展に寄与する。 

○国土地理院は，SAR 干渉解析を実施することで，世界で発生する主な地震・火山噴火など

に関連する地殻変動を検出する。また， VLBI による国際共同観測を通して，地殻変動や

プレート運動の監視基準となる国際測地基準座標系の構築に協力する。 

○海上保安庁は，国際レーザー測距事業（ILRS）に参加し，レーザー測距データの提供を継

続することにより，日本周辺を含めた広域のプレート間相対運動の把握に資するデータを

取得する。 

○大学は，海外の卓越した地震・火山研究者や地震・火山噴火が多発する国の研究者を招聘

する取組を行い，本計画の成果を積極的に海外に普及させるとともに，海外の優れた成果

を取り込み，計画の効果的な推進を図る。 

 

（５）社会への研究成果の還元と防災教育 

 社会への研究成果の還元を図るために，地震・火山現象とその災害に関する科学的知見を

国民や行政の防災担当者と共有する。その際には，本計画で体系化を進める防災リテラシー

の知識も積極的に活用する。公開講義やセミナーの開催などを継続して実施するほか，ホー

ムページやパンフレットの発行等を通じた組織的取組を展開する。また，地震，火山，津波

に関する防災気象情報に関する知識の普及と意識の向上に取り組む。なお，研究成果の情報

発信にあたっては，研究の進捗や今後の見通しについても説明を加える。 

○行政機関の防災担当者や国民に，地震・火山現象の科学的知見や，現在の地震・火山の監
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視体制，予測情報の現状を知ってもらうため，関連機関が協力して，研究成果を社会に分

かりやすく伝えるための取組を強化する。 

○大学は，住民，報道関係者，行政等の防災担当者などを対象とした公開講義やセミナーな

どを開催し，地震・火山噴火予測研究の現状や地震・火山噴火の基礎的な理解を深めても

らうための取組を継続的に行う。予知研究協議会は，本計画の取組や成果を広く理解して

もらうため，計画参加機関と連携して，ホームページの運営やパンフレットの発行等の組

織的な取組を行う。  

○津波警報，緊急地震速報，長周期地震動に関する情報，南海トラフ地震に関連する情報，

北海道・三陸沖後発地震注意情報，噴火警報，降灰予報などの防災情報の改善のための検

討で得られた知見や成果を共有する。これにより，関連の研究の推進に資する。 

○気象庁は，国や地方自治体等の防災関係機関，教育機関，大学等研究機関と連携しながら，

地震・津波及び火山に関する現象や警報をはじめとする防災気象情報（津波警報，緊急地

震速報，長周期地震動に関する情報，南海トラフ地震に関連する情報，北海道・三陸沖後

発地震注意情報，噴火警報，降灰予報など）に関する知識，防災・減災等に対する住民の

意識の向上に，全庁を挙げて戦略的に取り組む。 

○地震予知連絡会は，議事内容や重点検討課題，モニタリングにより把握された地殻活動 の

状況等を社会に発信する。また，地震活動の予測手法の現状を検討し，かつ報告すること

で，地震発生の予知・予測に関する研究の現状を社会に伝える。 

○火山噴火予知連絡会は，火山噴火予知に関する科学的知見やそれに基づく火山活動の総合

評価，噴火警報・火山情報の質の向上に向けた取組などを，社会に分かりやすく発信し，

各地の火山防災協議会にも提供して防災・減災に資する。 

 

（６）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

 次世代を担う若手研究者や技術者，防災業務・防災対応に携わる人材を継続的に育成する

ため，専門職ポストの確保・充実の努力，情報収集や交流を通じた多様なキャリアパスの開

拓，幅広い知識やスキルの教育，大学院進学者を増やす活動など，長期的な視点に立った取

組を幅広く行う。また，本計画と関連が深い事業との連携を通じた人材育成も積極的に進め

る。さらに，本計画に参画する大学や国の研究機関，行政機関は，計画の推進にあたり自治

体等との連携や成果の共有・還元を通じて，防災行政に携わる人材の育成にも貢献する。 

○大学や研究機関等においては，観測研究に携わる研究者のキャリアパスを広げるため，若

手の教員・専門職ポストの確保や，ポストドクターの採用要件の柔軟な運用，民間企業と

の共同研究や防災行政との連携を通じた就職先支援等に努める。また，大学院生や若手研

究者を支える競争的研究資金の獲得に努力するとともに，国による支援制度の拡充にも期

待する。 

○火山研究分野においては，次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトと連携し，大学や

国等の研究機関で火山研究に携わる人材，自然災害の軽減に貢献する国及び地方自治体や
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民間企業等に就職する火山専門家を育成する。 

○本計画の参加機関は，本計画の成果報告会を毎年開催し，研究推進や防災業務の改善，次

世代の研究者育成に資する情報を提供する。 

○大学は，機動観測の支援を通じて実践的な地震・火山観測を担う人材の育成に努める。ま

た，災害軽減へ貢献することに理学分野の学生の目を向けさせるため，観測実習とインタ

ーンシップを活用する。 

 



次世代⽕⼭研究・⼈材育成総合プロジェクト
実施状況

⽂部科学省
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多項⽬・精密観測、機動的観測による
⽕⼭内部構造・状態把握技術の開発

 新たな⽕⼭観測技術や解析⼿法等を開発し、
噴⽕予測の⾼度化を⽬指す。

⽕⼭噴⽕の予測技術の開発
 噴⽕履歴の解明、噴出物の分析（噴⽕事象の解

析）を実施し、得られた結果をもとに数値シ
ミュレーション精度を向上させ、噴⽕予測⼿法
の向上、噴⽕事象系統樹の整備等を⽬指す。

噴出物分析による噴⽕事象分岐予測⼿法の
開発

ボーリング、トレンチ調査、地表調査等に
よる噴⽕履歴・推移の解明

数値シミュレーションによる噴⽕ハザード
予測

⽕⼭災害対策技術の開発

リアルタイムの⽕⼭灰状況把握及び
予測⼿法の開発

⽕⼭災害対策のための情報ツールの
開発

◆次世代⽕⼭研究推進事業

位相シフト光⼲渉法による電気的回路を
持たない⽕⼭観測⽅式の検討及び開発

 ⽕⼭観測データ等のデータネットワークの
構築により、⽕⼭研究や⽕⼭防災への貢献
を⽬指す。

 本プロジェクトで取得したデータのほか、
⽕⼭分野のデータ流通を可能なものから順
次共有を進める。

 平成30年度に運⽤を開始。データの充実及
びシステムの改良を引き続き進めていく。

ドローン等によるリアルタイムの
⽕⼭災害把握

 噴⽕発⽣時に状況をリアルタイムで把
握し、推移予測、リスク評価に基づき
⽕⼭災害対策に資する情報提供を⾏う
仕組みの開発を⽬指す。

各種観測データの⼀元化

○次世代⽕⼭研究推進事業では、分野を融合した先端的な⽕⼭研究を実施し、⼀元化共有システムの拡充等により観測データの共有を推進。
○令和４年度は、課題間連携研究として、伊⾖⼤島を対象に物理観測や物質科学的解析、数値シミュレーション等を組み合わせて各課題の連携を図ると

ともに、⼈材育成事業とも連携し、⽞武岩質マグマの多様な噴⽕様式や推移の予測の⾼度化に向けた取組を実施。
○令和５年度は、安⼭岩質マグマ噴⽕が想定される霧島⼭を対象に課題間連携研究を実施するなど、さらなる連携強化と成果創出に向けた取組を実施。
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課題A

課題B2⽕⼭観測に必要な新たな観測技術の開発

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト①

⽕⼭研究の推進と⼈材育成を通して⽕⼭災害の軽減への貢献を⽬指す、平成28年度から10か年のプロジェクト
 次世代⽕⼭研究推進事業・・・・・・・・・・・「観測・予測・対策」の⼀体的な⽕⼭研究および⽕⼭観測データの⼀元化を推進
 ⽕⼭研究⼈材育成コンソーシアム構築事業・・・理学にとどまらず⼯学・社会科学等の広範な知識と⾼度な技能を有する⽕⼭研究者の育成

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト



課題間連携研究 伊⾖⼤島WSの開催

現地検討会

2022年10⽉7⽇（⾦）9：30〜17：45
2022年10⽉8⽇（⼟）9：00〜17：30
東京⼤学地震研究所（ハイブリッド形式）
参加者 139名

2022年10⽉9⽇（⽇）〜10⽇（⽉）
参加者 17名

研究集会の様⼦

「⽕⼭学はどのように噴⽕様式・推移の予測を⾏うか：伊⾖⼤島⽕⼭を例にして」

A．静穏期：噴⽕シナリオの再評価と改訂、そして伊⾖⼤島の噴⽕準備とは
１．伊⾖⼤島噴⽕シナリオ（予知連版）の構想とやり残したこと
２．地質・物質の研究から⾒た予知連シナリオの評価：推移・マグマ供給系の⾒直し
３．最近の地物観測・研究から⾒た予知連シナリオの評価
４．討論：シナリオをどのように改訂するか（できるか）
B. Unrest期：あるシナリオを想定したとして、どのような事象が観測されるか

１．シミュレーション+実験
２．観測：⼤島だけではなく⽞武岩質⽕⼭を対象に
３．討論：分岐判断時に観測データが間に合うか
Ｃ．噴⽕開始期：⼩規模噴⽕からピークに向けての活動中にどのように対応するか（で
きるか）

１．観測体制の維持と推移予測のための重要な観測項⽬
２．地質学的・物質学的調査
３．ハザード評価：現在のハザードマップの評価と噴⽕シナリオの使われ⽅
４．討論
D．総合討論

プログラム概要 24件の講演

防災科研研究資料集として、
伊⾖⼤島WSプロシーディングスを発⾏（R5.2）

現地検討会の様⼦

想定シナリオ(東⼤地震研, 2022)



○ 最先端の⽕⼭研究を実施する⼤学や研究機関、⽕⼭防災を担当する国の機関や地⽅⾃治体などから
なるコンソーシアムを構築。

○ 受講⽣が所属する⼤学にとどまらない学際的な⽕⼭学を系統的に学べる環境を整えることで、次世
代の⽕⼭研究者を育成する。

コンソーシアム参画機関（令和5年4⽉現在）
代表機関︓東北⼤学
参加機関︓北海道⼤学、⼭形⼤学、東京⼤学、東京⼯業⼤学、名古屋⼤学、京都⼤学、九州⼤学、⿅児島⼤学、神⼾⼤学
協⼒機関︓信州⼤学、秋⽥⼤学、広島⼤学、茨城⼤学、東京都⽴⼤学、早稲⽥⼤学、富⼭⼤学、⼤阪公⽴⼤学

防災科学技術研究所、産業技術総合研究所、気象庁、国⼟地理院
協⼒団体︓北海道、宮城県、⻑野県、群⾺県、神奈川県、⼭梨県、岐⾩県、⻑崎県、⿅児島県、⼤分県

⽇本⽕⼭学会、⽇本災害情報学会、イタリア⼤学間⽕⼭コンソーシアム（CIRVULC）、
アジア航測株式会社、株式会社NTTドコモ、東京電⼒ホールディングス株式会社、九州電⼒株式会社、
株式会社建設技術研究所

フィールド実習 海外フィールド実習
（ストロンボリ⼭）

⽕⼭学セミナー

 実施内容
主要３分野（地球物理学、地質・岩⽯学、地

球化学）の専⾨科⽬の授業
⽕⼭学セミナー（⼯学、社会科学等）
フィールド実習（国内／海外）
インターンシップ 等

 平成28〜令和4年度、142名の受講⽣を受
け⼊れ、令和5年度新たに24名の受講⽣を
受け⼊れ

 令和4年度までの修了者数︓
基礎コース135名, 応⽤コース85名
発展コース14名

 令和元年度より、主に博⼠課程の学⽣を対
象とする発展コースを新設。国内外での実
践的な実習や、最先端の⽕⼭研究及び社会
科学等の講義を提供

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト②

◆⽕⼭研究⼈材育成コンソーシアム構築事業

< 最近の主な実施状況（令和5年3⽉現在）>
令和4年度 7⽉ ⽕⼭学実習/⽕⼭学特別実習（課題B2-2）

9⽉ 草津⽩根⼭フィールド実習
10⽉ ⽕⼭防災特別セミナー（箱根）

令和5年度 2⽉ ⽕⼭研究特別研修（シンガポール 南洋理⼯⼤学）
3⽉ 霧島⼭フィールド実習

その他︓⽕⼭学セミナー（社会科学系、⽕⼭砂防 など）
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次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 

令和４年度中間評価について 

令和４年１２月 

地震・防災研究課 

 

 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト評価会では、事業実施７年目にあたる令和４

年度において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト「次世代火山研究推進事業」の

各課題及び「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」について中間評価を実施した。そ

の結果は以下の通りである。なお、これらの評価にあたっては、２事業間の連携の状況につ

いても考慮のうえ実施した。 

 

○ 中間評価結果一覧 

事業名／課題名 課題責任機関名（共同実施機関名） 
総合

評価 

次世代火山研究推進事業 課題Ａ 

「各種観測データの一元化」 
国立研究開発法人防災科学技術研究所 Ａ 

次世代火山研究推進事業 課題Ｂ 

「先端的な火山観測技術の開発」 

国立大学法人東京大学地震研究所 Ａ 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 Ａ 

国立大学法人東京大学 Ｓ 

国立大学法人東京大学地震研究所 Ａ 

次世代火山研究推進事業 課題Ｂ２－２ 

「火山観測に必要な新たな観測技術の開発」 
国立大学法人京都大学防災研究所 Ｓ 

次世代火山研究推進事業 課題Ｃ 

「火山噴火の予測技術の開発」 

国立大学法人東京大学地震研究所 Ａ 

国立大学法人北海道大学 Ｓ 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 Ａ 

次世代火山研究推進事業 課題Ｄ 

「火山災害対策技術の開発」 

アジア航測株式会社 Ａ 

国立大学法人京都大学防災研究所 Ｓ 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 Ａ 

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業 国立大学法人東北大学 Ｓ 

※課題Ｂ２－１は令和元年度で廃止 

 

○ 評価区分 

区分 内容 

Ｓ 所期の計画を超えた取組が行われている 

Ａ 所期の計画と同等の取組が行われている 

Ｂ 所期の計画を下回る取組であるが、一部で当初計画と同等又はそれ以上の取

組もみられる 

Ｃ 総じて所期の計画を下回る取組である 
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○ 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト評価会 委員名簿 

主査 石原 和弘 特定非営利活動法人火山防災推進機構 理事長 

宇平 幸一 東京都総務局総合防災部 防災専門員 

岡崎 紀俊 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構産業技術環境研究本部 

エネルギー・環境・地質研究所 部長 

辻村 真貴 筑波大学生命環境系 教授 

中森 広道 日本大学文理学部社会学科 教授 

平田  直 東京大学名誉教授 

 

○ 評価の流れ 

令和４年７～８月  研究概要・成果説明資料の作成 

各課題・サブテーマの課題責任機関（共同実施機関）において、

研究の概要及び成果を取りまとめた資料を作成。 

令和４年８月 30～31 日 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト評価会 

提出された研究概要・成果説明資料、及び各課題責任機関（共同

実施機関）からのプレゼンテーション及び質疑応答を基に、評価

会委員による評価を実施。 

令和４年 12 月  評価結果公表 

評価結果を各課題責任機関（共同実施機関）に通知、ホームペー

ジに掲載。 
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○ 中間評価結果 

次世代火山研究推進事業 

 課題Ａ 各種観測データの一元化 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ａ ｓ ｓ ａ ｓ 

［コメント］ 

・JVDN への関係機関の観測データや他の課題の成果の取り込みと、それらの公開は概

ね順調に進行しており、研究者を支援する機能が着実に充実してきている。本プロジ

ェクトで得られた研究成果やツールを使って、リアルタイム的・非リアルタイム的を

問わず、火山防災の様々な場面で役立つメニューをさらに充実させ、研究成果の社会

実装を具現する存在に発展することを期待する。 

・情報過多による消化不良が起きないように配慮するとともに、システムの使いやす

さ、わかりやすさの向上に努めてほしい。 

・JVDN は本事業の中心的取組であり、安定的運用と更なる機能強化が図られることを

期待する。すでに大規模なシステムになっているので、研究チームに情報科学の研究

者、情報処理の技術者を加える必要があると思われる。 

・本プロジェクトが終わった後も防災科研として運用を継続する意向と伺ったので、

研究所として必ずこれを実行していただきたい。 

・火山活動の理解を助ける状態遷移図については、本プロジェクトの他の課題の成果

を取り入れ、より分かりやすいものに高めて行くことを期待する。状態の区分・名称

については、誤解を招かないよう十分検討されたい。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｂ 先端的な火山観測技術の開発 

  サブテーマ１：新たな技術を活用した火山観測の高度化 

国立大学法人東京大学地震研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ｓ ａ ａ ａ ｂ 

［コメント］ 

・超軽量高解像度ミュオン検出器の開発及び観測データの自動処理化を当初目標より

約 3 年早く実現し、超軽量高解像度ミュオグラフィ観測装置を桜島において稼働さ

せている。引き続き得られたミュオグラフィ画像データについて種々の分野の研究

者との積極的な討議を行い、火山におけるミュオグラフィ観測の意義についての理

解を深めることを期待する。 

・本プロジェクトの基本方針である各課題の相互連携・融合に関して、高エネルギー物

理学に基礎を置く本課題にとって、従来の火山学的手法との連携が不可欠である。透

視画像の解釈や機械学習の適用にあたって火山研究者との連携が不十分と思われる

ことから、桜島の研究に携わる研究者との連携などをさらに進める必要がある。ま

た、他の課題の技術開発にも貢献すると思われるため、他の課題・サブ課題との連携

も進められることを期待する。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｂ 先端的な火山観測技術の開発 

  サブテーマ２：リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ｓ ａ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・計画に沿って、リモートセンシングを活用した火山観測装置・解析技術の開発は概ね

順調に進行しており、一部は JVDNでの公開もされている。現在実用試験フェーズに

ある可搬型レーダー干渉計及び小型温度ガス可視化カメラが、本プロジェクト終了

後の早い時期に、火山活動の観測研究や気象庁等による火山監視に使用されること

を期待する。 

・16火山について衛星 SAR自動解析システムを構築して、得られた地殻変動情報は JVDN

で公開されており、評価される。 

・技術的な達成度は高く、具体的な観測例を増やすと成果があがると思われる。課題間

連携を含めて、引き続き取り組みを進めてほしい。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｂ 先端的な火山観測技術の開発 

  サブテーマ３：地球化学的観測技術の開発 

国立大学法人東京大学 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ｓ ｓ ｓ ａ ｓ ａ 

［コメント］ 

・火山ガスの同位体比の測定方法を格段に進歩させたこと、箱根山で火山ガス成分比

を使って地震活動活発化に対応する指標を見出したことなど、多くの成果が得られ

ている。また、地球化学的観測成果について、他の観測項目と比較することにより、

火山活動における地球化学的観測の意義と必要性が実証されつつある。 

・課題 B-4 で得られた火山体の比抵抗構造について、ヘリウム同位体比の観点から場

所を特定したリスク評価を行えることを示したことは、地球物理的手法と地球化学

的手法を結合して火山活動評価を行うことの重要性を明示している。今後もさらな

る連携のもと取り組んでいくことを期待する。 

・火山ガス研究に関わるマンパワーが決して大きくない中で、重要な成果を創出する

とともに、当該研究にかかる人材を育成していることは大いに評価できる。 

・引き続き可搬型の化学的観測装置の意義をより一層発揮できる火山学的テーマを追

及してほしい。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｂ 先端的な火山観測技術の開発 

  サブテーマ４：火山内部構造・状態把握技術の開発 

国立大学法人東京大学地震研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ｓ ｓ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・電磁気学的調査と機動的観測により水蒸気噴火が卓越する火山を中心に火山の内部

構造と状態に関する理解が進展し、蔵王山など研究対象火山で地下構造がモデル化

された。霧島硫黄山で提案された水蒸気噴火の発生場のアナロジーが草津白根山や

箱根山にも適用できることを示した意義は大きい。 

・提案されたモデルは概念モデルの段階と考えられることから、これをダイナミクス

を考慮した定量的なモデルとなるようさらなる研究を進めてほしい。 

・火山体の構造モデルが得られたとしても直ちに噴火の規模や時期が分かるというこ

とにはならないと考えるので、地下構造のモデル化と併せて、課題 B-3 や課題 C と

連携して化学的データや地質学的データとの統合を進めて、噴火切迫性の評価のロ

ジックの妥当性や具体的な基準等について、さらなる研究の進展を期待する。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｂ２－２ 火山観測に必要な新たな観測技術の開発 

  位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発 

国立大学法人京都大学防災研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ｓ ｓ ｓ ｓ ａ ａ 

［コメント］ 

・民間企業と連携して、耐雷・耐腐食・耐熱性能に優れた震動を計測する 3成分多チャ

ンネル光センサーシステムを当初計画より早く開発した。火山観測に使われている

短周期地震計の性能を大きく上回ることや耐雷性能が優れていることが確認されて

おり、試験中の耐高温性が確認できれば、火山のみならず深井戸での地震観測などへ

の応用が期待できる。 

・今後、課題 B-4などの研究課題における現地観測で使用することにより、このシステ

ムの有効性が検証されることを期待する。また、将来的に気象庁の機動観測において

積極的に利用されることを望むので、関係機関への働きかけが重要となると思われ

る。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｃ 火山噴火の予測技術の開発 

  サブテーマ１：火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手法の開発 

国立大学法人東京大学地震研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ａ ｓ ａ ａ ｓ 

［コメント］ 

・噴出物の詳細な物質科学的分析を行う環境の整備・維持を行い、11 火山の代表的噴

火の噴出物の分析により、マグマ供給系の深さやマグマの挙動に係る重要なデータ

を取得したことは評価される。 

・単純化したマグマ溜りモデルによる噴火の推移と様式の予測概念図は興味深い。研

究が進捗すれば、概念モデルとして単純化されたマグマ供給系の類型化と、物理観測

データや噴出物分析と組み合わせることで、リアルタイム的あるいは準リアルタイ

ム的に火山活動の評価が可能になると思われる。課題 C連携研究や課題 A、B等の研

究者との噴火の推移及び様式の予測可能性等の活発な議論により、さらなる研究の

進展を期待する。 

・課題 Aの状態遷移図についても、引き続き課題 A、Bなどと連携して改良・高度化に

努めていただきたい。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｃ 火山噴火の予測技術の開発 

  サブテーマ２：噴火履歴調査による火山噴火の中長期予測と噴火推移調査に基づく

噴火事象系統樹の作成 

国立大学法人北海道大学 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ｓ ｓ ｓ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・全国的な連携・分担により多くの火山の活動履歴の調査がなされ、噴火の中長期予測

に係る噴出量階段図と噴火事象系統樹の作成段階に至っている。資金と人材を確保

して集中的に研究を行った効果は明らかで、対象火山の活動史に関する詳細な研究

成果が、共通の考え方・形式で提示されていることは評価される。 

・課題 B も取り込んだ課題 C 連携研究により、噴火の中長期的予測と切迫性及び噴火

確率に係る活発な議論がなされ、噴火予測のフレームワークが示されることを期待

する。 

・今後の噴火事象系統樹等の整備によって、火山地域の自治体や住民の火山への理解

や防災力の向上につながることが期待される。社会が研究成果を理解し利用するた

めには、研究者間で通用する言葉だけで語るのではなく、社会一般が理解しやすいよ

う平易な表現を使う、図表を分かりやすくする、などの工夫を凝らすことも重要であ

る。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｃ 火山噴火の予測技術の開発 

  サブテーマ３：シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ａ ａ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・噴火ハザードとマグマ移動のシミュレーションの開発において、観測結果との比較

にも着手され、計画に沿った成果を得た。火道流モデルを基本に、物性実験の結果等

を組み合わせて、火口付近の境界条件を工夫し実際の現象をどこまで説明できるか、

これからに期待する。 

・噴火活動の急変により短時間での現場判断を求められる場合に、簡易版シミュレー

ションとドリルマップを組み合わせることで対応が可能になると考えられるので、

今後の開発に期待する。 

・課題 C連携研究において、噴火様式や活動推移の予測における課題 C3で開発したシ

ミュレーションの有効性が示されることを期待する。 

・成果の発信が学術関連にとどまっているという自己評価について、その通りと思わ

れる。シミュレーションの要素はできてきたが、それらが噴火現象とハザードの評価

にどう活かせるのかについてまだ明確でないと思われるので、さらなる検討と成果

の発信を期待する。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｄ 火山災害対策技術の開発 

  サブテーマ１：無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把握手法の開発 

アジア航測株式会社 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ａ ｓ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・ドローン技術と解析ソフトの進展に対応した技術開発と伊豆大島での実験により、

撮影から高精度三次元地形モデル作成まで数時間以内に完了することを実証した。

解析時間の大幅な短縮が図られ、迅速なデータ提供に向けた取組が着々となされて

いると評価できる。 

・GCPなしでも地形計測が可能になり、夜間においても熱赤外データと既存の DEMを使

って熱異常域を平面図に表示できるようになったことは意義深い。防災上重要な溶

岩流等噴出物の分布状況や噴火等による地形変化等の即時的把握のための有効なツ

ールとなり得ると思われる。 

・取得した地形データの他の課題での活用が計画されているが、課題 C-3 のシミュレ

ーションへの活用なども検証する必要があると思われる。 

・ドローンの性能は日々良くなるので、それに応じた開発を継続することが重要と思

われる。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｄ 火山災害対策技術の開発 

  サブテーマ２：リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発 

国立大学法人京都大学防災研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ｓ ｓ ｓ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・降灰予測シミュレーションについて、火山学だけでなく気象学分野との連携により

高精度で行っており評価される。各種技術開発は、一部計画を前倒しで進んでいるな

ど順調に成果が得られており、現在取り組んでいるオンラインシステムの完成が期

待される。 

・それぞれの要素技術の開発・検証が進み、今回火山灰移流拡散シミュレーションの連

続化設計が提示されたことを高く評価したい。一方で、火山による違いや火山観測設

備の状況が違うことから、開発された技術をどのように汎用化するかについてはな

お検討すべきである。将来的な気象庁の火山監視業務への技術移転等の検討を期待

する。 
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次世代火山研究推進事業 

 課題Ｄ 火山災害対策技術の開発 

  サブテーマ３：火山災害対策のための情報ツールの開発 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ａ ａ ｓ ａ ａ ａ 

［コメント］ 

・3 つのコンテンツの開発は計画通りに進められ、情報ツールの高度化に向けた取り組

みがされている。引き続き社会実装を目指して情報ツールの整備を図るとともに情

報発信のあり方の検討が進むことを期待する。 

・火山防災に係るコンテンツは自治体等にとって有用である。火山災害に関する知識

や経験の少ない担当者も実感できるよう内容に工夫を加えるとともに、火山防災協

議会等で使い方を解説するなど、実際の現場での活用に向けた普及活動と更なる改

善を期待する。 

・降灰被害予測コンテンツについて、建物、ライフライン、空調設備への影響が定量的

に示されつつあり、降灰に対する警戒のよびかけ（注意報、警報を含む）の基準が見

えつつあると考える。降灰に対する警戒の住民等への伝達は、国の責務として行うべ

きであり、内閣府や気象庁での活用を視野に入れて、出口を意識した研究を着実に進

めていることは評価される。火山近傍から遠隔地までを通した精度の良い降灰予測

は本プロジェクトに期待する最重要成果の一つであり、しかるべき場所にメッシュ

毎の降灰予想を掲載するなど社会貢献を目指してほしい。 
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火山研究人材育成コンソーシアム構築事業 

国立大学法人東北大学 

［評価］ 

総合評価 進捗状況 必要性 有効性 効率性 
今後の取組の 

妥当性・発展性 

Ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ａ 

［コメント］ 

・コンソーシアムへの参加・協力機関数、教育プログラムの実施状況とテキスト等の作

成状況、受講生の募集・修了状況など、当初の計画を上回る成果が多く示されてい

る。明らかに火山研究や学会活動の活性化に繋がっているとみられ、高く評価され

る。 

・本プログラムでは、各大学の正規のカリキュラムにある程度組み入れることができ

ている。組み入れは簡単ではないことから、本プログラムの努力により成果につなが

っていると思われる。 

・火山研究に進む大学院生が倍増するだけでなく、受講生の約 75％が国・地方自治体

や、防災・地球科学関係の民間企業に就職し、10 名が気象庁に就職するなど、火山

に関わる人的基盤は着実に拡大している。また、社会人・実務者などとのセミナーに

より火山の理解や防災力向上に貢献していることは大いに評価される。 

・本プログラムのような人材育成の取組は継続的に実施する必要があり、プロジェク

ト終了後を見据えた戦略を考えて準備を進める必要がある。 
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（参考）評価項目及び評価基準 

評価の観点及び評価項目 評価基準 評点 

＜総合評価＞  

S．所期の計画を超えた取組が行われている 

A．所期の計画と同等の取組が行われている 

B．所期の計画を下回る取組であるが、一部で当

初計画と同等又はそれ以上の取組もみられる 

C．総じて所期の計画を下回る取組である 

＜進捗状況＞ 

・目標達成度 

・事業７年目の達成目標に対する達成状況は適

切か 

・事業は当初の構想・計画に沿った成果が得ら

れているか 

s．所期の目標を上回っている 

a．所期の目標に達している 

b．所期の目標をやや下回っている 

c．所期の目標を大幅に下回っている 

＜必要性＞ 

・科学的・技術的意義（先導性、発展性等） 

・国費を用いた研究開発としての意義（国や社会

のニーズへの適合性、国の関与の必要性等） 

・従前の火山研究の裾野を広げ、人材の多様化

に資する事業となっているか 

・社会のニーズに応えるための災害低減に資す

る火山研究を実施するものとなっているか 

s．優れている 

a．妥当である 

b．やや不適切である 

c．総じて不適切である 

＜有効性＞ 

・研究開発の質の向上への貢献 

・行政施策・人材の養成・知的基盤の整備への貢

献の程度 

・研究成果が社会の防災力向上に資するものと

なっているか 

・火山研究の人的基盤の拡大に資するものとな

っているか 

s．優れている 

a．妥当である 

b．やや不適切である 

c．総じて不適切である 

＜効率性＞ 

・研究開発の手段やアプローチの妥当性、施策見

直し方法等の妥当性 

・異分野との連携により、火山研究の実施や人

材育成のために適切な手段が講じられている

か 

s．優れている 

a．妥当である 

b．やや不適切である 

c．総じて不適切である 

＜今後の取組の妥当性・発展性＞ 

・研究開発の継続性、発展性 

・事業終了時の成果目標達成に向けて、適切な

見通しを持って取り組んでいるか 

・取組の発展に向けて今後の実施計画・実施体

制は適切か 

・実施期間終了後の展開・ビジョンは適切か 

s．高いレベルでの発展性の確保が期待できる 

a．発展性の確保が期待できる 

b．発展性の確保がやや期待できない 

c．発展性の確保が全く期待できない 
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